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第１章  事業の概要 
 
１.１  事業の背景と目的 
 
１.１.１  事業の背景 
 
（１） 製品安全管理の必要性 

 
我が国では、このところ一般家庭で用いられる家電製品の不具合やガス機器等における

不具合や不正改造、あるいは想定外の使用等により、死亡事故等が発生してしまっている。

これを受け、製品の販売履歴等製品所在に関する情報を整備したり、修理履歴に関する情

報を正確に登録することによって、万が一製品に起因する事故が発生した際に、メーカに

よる迅速かつ確実な回収や事故の未然防止策の実施に結び付けることができる仕組みの構

築への期待が高まってきている。 
 
国は、家電製品やガス機器等の消費生活用製品による一般消費者の生命や身体に対する

危害の発生の防止を図るため、消費生活用製品の安全性の確保について民間事業者の自主

的な活動を促進し、一般消費者の利益を保護することを目的とした「消費生活用製品安全

法」（以下適宜「消安法」と記す）を定めている。 
 
（２） 製品ライフサイクル管理の必要性と電子タグの利活用 

 
我が国では、「大量生産・大量消費・大量廃棄」型の経済社会から脱却し、生産から流通、

消費、廃棄に至るまで物質の効率的な利用やリサイクルを進めることにより、資源の消費

が抑制され、環境への負荷を少なくする「循環型社会」を形成することが急務となってい

る。循環型社会構築の中、家電製品では、個々の製品のライフサイクル（製造からリサイ

クルまで）において機器 ID による個別追跡管理が求められている。 
 
近年、製品ライフサイクル管理のためのツールとして、超小型の IC チップに各種情報を

記録し、無線技術を用いて情報を授受する電子タグが注目を集めている。電子タグは、国

内外の様々な業界で実験・導入が始まっており、製品の製造から物流、保守・修理、廃棄

といった各フェーズでの利活用が期待されている。また、製品の各フェーズを通したライ

フサイクル管理の視点、さらには個品にタグを貼付すること（以下、適宜「個品タグ」と

記す）による個品管理の視点等から、有効な利活用分野として製品安全への応用の期待が

高まっている。 
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製品ライフサイクル管理への電子タグの利活用については、家電電子タグコンソーシア

ムが積極的な活動を行っている。 
家電電子タグコンソーシアムでは、電子タグを用いた家電製品における機器 ID・機器認

証の有用性について取りまとめると共に、ユースケース標準モデルを作成し、国際標準化

機構への提案と導入に当たって必要となる運用ガイドラインを策定し、検討結果をメーカ、

物流事業者、家電販売店、システムベンダ、タグベンダ等家電業界関係者にフィードバッ

クすることにより、我が国の家電業界の国際競争力を強化することを目指している。 
家電電子タグコンソーシアムが考える電子タグを利活用した製品ライフサイクル管理イ

メージを図 １-１に示す。 
 
※家電電子タグコンソーシアム： 
家電製品の製造・流通・販売等、電子タグを製品ライフサイクルの視点で国際的に利活

用するための運用ガイドラインの策定等を目的として、ソニー(株)、(株)東芝、(株)日立製

作所、松下電器産業(株)の 4 社が発起人となり、みずほ情報総研(株)を事務局として平成 17
年に設立。 
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基本情報

電子タグ
H/T

リサイクル
家 電メ ーカ

物 流

店 舗

消 費 者
D/B

D/B
D/B

D/B

H/T

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

メーカ（企業）固有
データベース

部材情報
アセスメント評価(LCA)
グリーン調査情報

入出庫管理
在庫管理
棚卸し

物流品質管理
流通状況管理

・有害物情報
・化学物質情報
・分解情報

インターネット

・リサイクル
　作業の
　効率化

【バックヤード】 【店頭】

入出庫管理

在庫管理

商品情報
検索

支払・精算

陳列棚（商品位置）
管理

防犯管理

メンテナンス情報
サービス修理

製品利用説明
新製品情報

材料ﾘｻｲｸﾙ

D/B

 

図 １-１ 電子タグを利活用した製品ライフサイクル管理イメージ 

※電子タグ運用標準化ガイドライン 1.0 版（家電電子タグコンソーシアム）より転記 
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（３） 製品安全管理に関する問題の捉え方 

 
１）製品安全管理のために取るべき行動の整理 
 
製品安全管理のために関係者（メーカ、販売店、消費者、保守・修理事業者、リサイク

ル等事業者、各業界や国等）が取るべき行動は以下のように整理される。 
 
① 事故が発生しない、事故を発生させないことを前提とした行動） 
② 事故が発生してしまうことを前提とした行動 

 
本事業では、上記①②の双方を意識して検討を進める必要がある。 
また、製品安全管理のために関係者が取るべき行動を以下のような見方で整理すること

もできる。 
 

(ⅰ) 製品の製造過程での行動（＝メーカによる安全な製品の設計・製造） 
(ⅱ) 製品の流通・使用過程での行動（＝製品ライフサイクルの中での安全管理） 
(ⅲ) 製品使用者の行動（＝消費者の理解とその促進） 
(ⅳ) 業界や国等の行動（＝安全管理の環境づくり） 

 
このうち、上記(ⅰ)については、製品の企画や設計、開発、製造までのメーカによる一連

の業務プロセスの中でメーカが自社内で取るべき行動と考えられ、本事業では検討の対象

外と位置付けられる。 
一方、(ⅱ)、(ⅲ)、(ⅳ)については、製品ライフサイクル管理においてどのように製品安

全管理を行えるか、製品使用者となる消費者にどのように製品安全管理について理解して

もらい、どう行動してもらうか、また、これらを効果的に実施していくための環境づくり

を検討することとなり、本事業での検討の対象と位置付けられる（表 １-１参照）。 
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表 １-１ 製品安全管理のための行動 

区   分 担   当 行   動 本事業での取扱

安全な製品の設計･製造 メーカ 安全な設計･製造 対象外 

メーカ 個品の特定 

量販店
実証実験 

地域店販売店

その他

使用者(購入者)の 

連絡先の把握 

使用位置の変更 
消費者 

使用者の変更 

製品所在管理 

廃棄等事業者 
※既存品の把握及び 

管理下への取込 

調査･検討 

修理等事業者 修理等での状態変更 実証実験 

製
品
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
中
で
の 

管
理 

製品状態管理 
メーカ 

製品組込としての 

使用状況把握 
技術検討 

消費者理解とその促進 各業界や国等 
特に主要層への 

正しい理解の促進 
PR 調査 

製
品
安
全
管
理 

安全管理の環境づくり 各業界や国等 
法制度整備や 

環境整備の支援等 
調査･検討 

 
 
２）製品所在管理と製品状態管理の問題 
 
製品安全管理においては、結果として、死亡事故、火災等の重大事故に結びつく可能性

があることから、対象となる個々の製品の所在や現状を 100%把握することが取組みの上で

の最重要テーマとなる。従って、製品がどのような流通ルートを経て消費者の手元に渡る

か、また、一度消費者の手元に渡った後の他者への販売・譲渡や中古品としての再販、修

理による製品状態の変動等について全てのルート・状態変動を整理し、どのような情報管

理が有効かについて考察する必要がある。 
 

100%把握の前提から、家電製品のメーカから消費者への流通ルート及び消費者の家電製

品取得後の取り扱いは、例えば、図 １-２のように整理することができる。家電製品安全管

理においては、この図に示すような多様な製品流通ルートの中で、どの位置にどの状態で

家電製品が存在するかを 100%把握していかなければならない。 
製品が消費者の手元に渡るまでの流通ルートに着目すると、平成 18 年度実施「製品安全

基準の整備に関する調査」や家電業界関係者との意見交換等に依れば、 
 
・ 家電製品はメーカからメーカ系列の販売会社及び量販店を経由して消費者へと流通

するルートが多数（製品にもよるが 70%程度と捉えるメーカも有）。また、メーカ側

は消費者の手元に渡った後の正しい製品所在の把握をしておらず、基本的には販売側

が販売履歴を元に製品所在を把握。 
・ ガス機器は事業者から事業者系列の販売会社を経由して消費者へと流通するルート
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が多数。大手ガス事業者では上記の流通ルートでの製品所在を運用上ほぼ把握。 
 
という結果が得られており、家電製品においては、製品所在の把握が最重要課題と位置付

けられる。 
家電製品についてはメーカからメーカ系列の販売会社及び量販店を経由して消費者へと

流通するようなルートが主要になるというこの結果は、反面、それ以外の多様なルートに

よって、消費者への製品流通が分散していることも示している。製品流通過程で関わる事

業者については、主要なルートである大手のみならず中小規模の事業者を経由するルート、

さらには店舗を経由しないルート等も多様に存在する。大前提である製品の所在や現状の

100%把握を実現するためには、主要ルートのみならず、それ以外の多様なルートやそれら

のルートを構成する大中小様々な規模の事業者による製品の取り扱いにおける所在や現状

の把握についても方策を示すことが必要である。 
 
製品が消費者の手元に渡った後の製品の状態変化に着目すると、同調査や家電・ガス業

界関係者との意見交換等に依れば、家電製品、ガス機器共に、その修理において複数の事

業者が関与することがあり、その相互の情報伝達や情報共有が十分に行われていない実態

を考慮すると、個々の製品側で修理履歴を管理し、どの事業者がどのような修理を行って

現在の状態に至っているのかについて、修理担当者が製品の傍で情報の把握を可能とする

仕組みがあることが望ましいという結果も得られている。 
しかし、消費者による家電製品購入後の所在状態変化は、修理だけでなく、移設や転居、

他者への譲渡や売買、中古市場への投入、リサイクルや廃棄事業者への引渡しによる変動

が考えられる。家電製品の所在やガス機器の現状の 100%把握を実現するためには、修理履

歴情報の把握とともに、このような多様な製品所在の変動についても所在把握のための方

策を示す必要がある。 
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事業者 の

管理範 囲

消費 者 の

管理 範 囲

事業 者 の

管理 範 囲

物 流
（ メーカ系 列）

メーカ

物 流

（メ ーカ 系 列外 ）

卸

地 域店

百 貨店

ス ーパ ー

コ ンビニ

イ ンターネ ット

消 費 者

修 理

移設

転居

リサイ クル

中 古 市場 に

投 入

そ の他 物流

その他 販 売

他の 消費 者

譲 渡

売 買

他の メーカ 様 々 な物流

※販売には複数メーカの
製品が投入される

様 々な製 品

・ 有事 危険 度（ 高,低 ）
・ 製品 種別 （白 モノ,情 報,・・・ ）

・ ネット 接続（ 有 ,無）

廃棄

※インターネットによる販

売は物流と販売店両者の
機能を持つ仮想的なプ
レーヤと見なす ※中古市場への投入は事

業者の管理範囲に製品が
再度投入されることと見 な

す

※資金・体力のある大規模

の事業者だけでなく中小規
模の事業者も多く存在する

※資金・体力の ある大規模

の事業者だけでなく中小規
模の事業者も多く存在する

※問題意識や情報リテラ
シーの高さ・低さにばらつ
きがある

家電 量販 店

※製品の管理状態（所在）
が変わる

※製品は消費者の手元に
渡って初めて通電・ 稼動状
態になる

※製品の管理状態（所在）
が変わる

※製品の管理状態（修理
状況）が変わる

薄 黄 色の 四角

水色 の楕 円

： 製品 を取り扱 う”プレー ヤ”

： 消費 者が 主体 的 に取 る“行 動 ”

： 本事 業での実 証実験 対象 範 囲赤 色 の太 線

＜判 例＞

 

図 １-２ 家電製品の消費者への流通ルート及び消費者の製品取得後の取扱い 
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１.１.２  事業の目的 
 
（１） 実施方針 

 
本事業では、効果的な製品安全管理のための仕組みの検討や課題整理等を目的とし、以

下に示す 2 つの方針により作業を実施する。 
 
方針１）情報システムを適用した実証実験による検討 

家電製品については、大手量販店を経由する流通ルートが主要、即ち大手量販店での家

電販売が多くの製品を取り扱い大量の情報を管理する状況と位置付けられ情報システム的

な解法の適用が適切と考えられること、大手量販店は情報管理のためのシステム化が進ん

でいることから製品安全管理のための情報システムの整備能力が高いこと等があり、また、

家電電子タグコンソーシアムが目標としている数年後の電子タグ実用化のモデルケースと

しても製品安全管理の仕組みが位置付けられることが想定され、他業界への導入普及の先

例としても期待できること等も考慮し、量販店での家電製品販売時における製品所在管理

について情報システムを適用した実証実験を実施し、製品安全情報管理の仕組みづくりや

適切な情報システムの構成、運用のあり方に関する検証及び評価を行う。 
ガス機器についても、家電製品と同様、大手企業が大量の情報を管理する状況であり情

報システム的な解法の適用が適切と考えられること、関係大手企業は、情報管理のための

システム化が進んでおり情報システム整備の対応能力は高いこと等から、ガス機器の修理

履歴管理について情報システムを適用した実証実験を実施し、製品安全情報管理の仕組み

づくりや適切な情報システムの構成、運用のあり方に関する検証及び評価を行う。 
 
方針２）調査・意見交換等による検討 

上記の方針１）で示す 2 つの場面（家電業界の量販店での家電製品販売時における製品

所在管理、及びガス業界の修理時の製品修理履歴管理）以外の家電製品流通ルートやガス

機器の状態変化の場面における製品安全管理、特に製品所在把握の実現に向けた課題等に

ついて調査・意見交換等による検討を実施し、製品安全情報管理の仕組みづくりや運用の

あり方等を整理し提言を行う。 
この他、実証実験や課題整理の結果の活用（電子タグ利活用標準化）のための検討、電

子タグの利活用に必要・有用となる個別技術課題の検討、電子タグ利活用の普及に向けた

消費者理解度等の調査・検討も併せて実施する。 
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（２） 実施項目 

 
本事業では、効果的な製品安全管理のための仕組みの検討や課題整理等を目的とし、以

下に示す作業を実施する。 
 
１）製品所在管理（家電製品）及び製品修理履歴管理（ガス機器）の仕組みの実証実験に

よる検証 
量販店での家電製品販売時及びガス機器の修理時について、電子タグ及び共通基盤デー

タベースを応用した情報システムを適用し、製品ライフサイクル管理の関係者（特にメー

カー、販売、製品使用者の立場）が関わる実証実験を実施することにより、仕組みづくり

や適切な情報システムの構成、運用のあり方に関する検証及び評価を行う。 
 
２）様々な製品流通ルートにおける製品安全情報管理の課題の検討 
上記の実証実験で対象とする 2 つの場面（量販店での家電製品販売時における製品所在

管理及び修理時のガス機器製品修理履歴管理）以外の製品流通ルートや製品の状態変化の

場面における製品安全管理、特に製品所在把握の実現に向けた課題等について調査・検討

を実施し、製品安全情報管理の仕組みづくりや運用のあり方等を整理し、提言を行う。 
 
３）電子タグに関する仕様及び運用の標準化に向けた検討 
上記の実証実験や課題整理の結果を、製品ライフサイクル管理への電子タグの適用を広

く普及させるための提案活動に資するよう整理する。 
 
４）製品安全管理に必要・有用な電子タグ技術の検討 
製品安全管理を含む製品ライフサイクル管理への電子タグの利活用において必要・有用

となる技術的課題のうち、電子タグの共用を想定したユーザメモリの効率的かつ安全な利

用、金属筐体を持つ製品への取り付け、製品機能と電子タグ機能を組み合わせた製品状態

の把握に関する技術的検討を実施する。 
 
５）消費者メリット PR に関する検討 
製品安全における情報管理において、電子タグの利活用を実現するための消費者の理解

度向上や普及に向けた方策や課題解決を提示するために、製品安全管理への電子タグの適

用という観点から、電子タグに関する消費者の認識状況を消費者アンケート及びグループ

インタビューにより調査し、また、電子タグ利活用の普及促進や阻害要因等についての見

解を有識者ヒアリングにより調査する。併せて、特に海外での電子タグ利活用事例に関す

る公開情報を収集・整理する。 
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６）ワーキンググループ（WG）の設置 
上記１）～５）の実施において必要となる家電業界及びガス業界との情報・意見の交換

の場として、ワーキンググループ（WG）を両業界について各々設置する。 
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１.２  事業の実施体制 
 
１.２.１  事業の実施体制 
 

本事業における実施体制を図 １-３に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １-３ 本事業の実施体制 

 

みずほ情報総研(株) 

家電業界検討ＷＧ 
＜家電電子コンソーシアムメンバ＞ 

・ ソニー(株)  
・ (株)日立製作所 
・ (株)東芝 
・ 松下電器産業(株) 

実証実験参加事業者 
＜家電業界＞ 

・(株)日立製作所 
＜ガス業界＞ 

・(株)ノーリツ,リンナイ(株),東京ガス(株),大阪ガス(株),東邦ガス(株) 
＜量販店業界＞ 

・（株）エディオン 
＜システム開発＞ 

・(株)日立製作所、NTT コムウェア(株) 

電子タグ技術検討実施機関 
・AUTO-ID ラボ･ジャパン(慶應義塾大学 SFC 研究所内) 

消費者メリット PR 実施事業者 
・（株）電通 

経済産業省商務情報政策局製品安全課 

ガス業界検討ＷＧ 
・ (株)ノーリツ 
・ リンナイ(株) 
・ 東京ガス(株) 
・ 大阪ガス(株) 
・ 東邦ガス(株) 

ＷＧオブザーバ 
・ 経済産業省商務情報政策局流通政策課 
・ 経済産業省商務情報政策局情報経済課 
・ 経済産業省商務情報政策局情報通信機器課 
・ (社)日本自動認識システム協会 
・ (財)流通システム開発センター 
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家電業界とガス業界では、製品特性や事業環境等が異なるため、本事業においては、「家

電業界検討ＷＧ」、「ガス業界検討ＷＧ」の２つを設置して各々検討を実施する。各ＷＧは、

委員（メーカ等事業者）で構成する。また、ＷＧにはオブザーバ（所轄官庁、関連団体等）

を置く。 
実証実験は、家電メーカ（(株)日立製作所）、量販店業界（(株)エディオン）、システムベ

ンダ（(株)日立製作所及び NTT コムウェア(株)）、実務担当者（ガス機器メーカ及びガス事

業者５社）により実施する。 
製品安全管理に必要・有用な電子タグ技術の検討については、電子タグについての国内

最先端の研究機関である AUTO-ID ラボ・ジャパン（慶應義塾大学 SFC 研究所内）が実施

する。 
消費者メリットＰＲに関する検討については、広告代理店や PR 会社等より過去の実績や

調査提案等による選定にて(株)電通が実施する。 
みずほ情報総研は、本事業の推進のための連絡・調整、実証実験の全体取りまとめ等を

実施する。 
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１.２.２  ワーキンググループの構成 
 
本事業におけるワーキンググループは、家電業界およびガス業界の 2 つのグループから

構成した。家電業界 WG については「家電電子コンソーシアム」との連携を考慮し、同コ

ンソーシアムの参加企業（ソニー(株)、(株)日立製作所、(株)東芝、松下電器産業(株)、他）

を招致する。 
ガス業界 WG については、三大都市圏のガス事業者及びガス機器メーカ大手の計５社（東

京ガス(株)、大阪ガス(株)、東邦ガス(株)、(株)ノーリツ、リンナイ(株)）を招致する。 
家電業界 WG メンバー一覧を表 １-２に、ガス業界 WG メンバー一覧を表 １-３に示す。 

 



 14

表 １-２ 家電業界 WG メンバー一覧 

会   社 所   属 氏   名 区 分 担当

(株)日立製作所 
ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝｼｭｰﾏ事業部 ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ本部 担当部

長 
木村 穣良 コンソ WGL 

(株)エイデン 社長室 ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 加藤  敏 量販店  

(株)日立製作所 
ｾｷｭﾘﾃｨ･ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ事業部 

ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨｿﾘｭｰｼｮﾝ本部 市場開拓部 
荻原 正樹 

メーカ 

システム 
 

(株)日立製作所 
ｾｷｭﾘﾃｨ･ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ事業部 

ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨｿﾘｭｰｼｮﾝ本部 市場開拓部 
立花 広一 

メーカ 

システム 
 

ＮＴＴｺﾑｳｪｱ(株) 
ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ･ｿﾘｭｰｼｮﾝ事業本部 

SCM ｿﾘｭｰｼｮﾝ部 ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽﾋﾞｼﾞﾈｽﾕﾆｯﾄ 
井上  真 システム  

ＮＴＴｺﾑｳｪｱ(株) 
ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ･ｿﾘｭｰｼｮﾝ事業本部 

RFID 推進室 
田嶋 身友希 システム  

ソニー(株) SCM 企画室 RFID 標準推進課 統括課長 金田 浩司 コンソ  

ソニー(株) SCM 企画室 RFID 標準推進課 山形 昭彦 コンソ  

(株)東芝 CS 推進センター 業務部 部長 竹中 正 コンソ  

松下電器産業(株) 東京支社 渉外グループ 政策渉外部長 本田 邦夫 コンソ  

経済産業省 製品安全課 係長 星  孝行 ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ  

経済産業省 情報経済課 係長 森田 和敏 ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ  

経済産業省 情報経済課 係長 新立 達也 ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ  

経済産業省 流通・物流政策室 係長 富田 耕司 ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ  

経済産業省 情報通信機器課 軽電機器 係長 安田 大輔 ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ  

(社)日本自動認識 

システム協会 
事務局長 小池  勉 ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ  

(財)流通システム 

開発センター 
電子ﾀｸﾞ事業部 舘  幸江 ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ  

みずほ情報総研(株) 情報･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部 阿部 一郎 事務局  

みずほ情報総研(株) ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部 紀伊 智顕 事務局  

みずほ情報総研(株) ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部 小具 龍史 事務局  
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表 １-３ ガス業界 WG メンバー一覧 

会   社 所   属 氏   名 区 分 担当

(株)ノーリツ 基盤商品開発設計室 制御グループ 坂田 武司 ﾒｰｶ  

リンナイ(株) 管理本部 情報システム部 川本 真史 ﾒｰｶ  

東京ガス(株) 商品開発部 温水技術グループ 岡野 俊也 事業者 WGL 

東京ガス(株) 商品開発部 温水技術グループ 松本 正弘 事業者  

東京ガス(株) 商品開発部 IT 新サービスグループ 市村 順一 事業者  

東京ガス(株) 
お客さま保安部 

機器エンジニアリンググループ 
大平 昇 事業者  

大阪ガス(株) リビング技術部 商品開発チーム 岡本 秀樹 事業者  

東邦ガス(株) リビング技術部 リビング技術グループ 西口 一弘 事業者  

経済産業省 製品安全課 係長 星 孝行 ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ  

経済産業省 情報経済課 係長 森田 和敏 ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ  

経済産業省 情報経済課 係長 新立 達也 ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ  

(社)日本自動認識 

システム協会 
RFID 担当 立石 俊三 ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ  

(財)流通システム 

開発センター 
電子タグ事業部 宮原 大和 ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ  

みずほ情報総研(株) 情報・コミュニケーション部 阿部 一郎 事務局  

みずほ情報総研(株) コンサルティング部 紀伊 智顕 事務局  

みずほ情報総研(株) コンサルティング部 小具 龍史 事務局  
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１.３  事業の実施工程 
 
本事業の実施工程を表 １-４に示す。 

 

表 １-４ 本事業の実施工程 

 

 

2007 2008 
作 業 項 目 

9 10 11 12 1 2 3 

ＷＧ委員等選定･招致        

ＷＧ開催（○＝各検討ＷＧ、★＝合同ＷＧ）  ○ ○ ○ ○  ○ ★

(1)製品所在管理及び製品修理履歴管理の仕組みの実証実験による検証        

① 要件定義        

② 参加企業選定･招致        

③ 業務分析        

④ システム設計        

⑤ システム開発/テスト        

⑥ 実験環境調整        

⑦ 実験実施        

⑧ 検証･評価        

(2)様々な製品流通ルートにおける製品安全情報管理の課題の整理        

(3)電子タグに関する仕様及び運用の標準化に向けた検討        

(4)製品安全管理に必要･有用な電子タグ技術の検討        

(5)消費者メリットＰＲに関する検討        

(6)報告書取りまとめ        
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第２章  製品所在管理及び製品修理履歴管理の仕組みの実証実験による検証 
 
２.１  実証実験の前提・仮定 
 
実証実験の実施においては、以下に示す前提・仮定を置いている。 

 
（１） 製品への電子タグの貼付 
 
本事業では、家電製品やガス機器のメーカからの出荷時に、製品本体に電子タグが貼付

または内蔵されているものとする（ソースタギング）。 
※ ソースタギングは 2010 年の導入を目処に家電電子タグコンソーシアム等において検討

が進められている。 
 
電子タグの貼付・内蔵の位置や方法等については、現在、家電電子タグコンソーシアム

を初めとする関係機関での諸検討が進められているところであることも踏まえ、本事業で

は特に規定せず、実証実験のモデル作成の中で適宜決定する。 
 
電子タグには、完全にユニークとなる識別 ID が登録されているものとする。また、電子

タグのコード体系については EPC を適用するものとする。 
※ 現時点では電子タグの識別 ID の標準化が検討段階であることを踏まえ、識別 ID の構

成要素が示す内容等については特に意識せず、単なるユニークな英数字列としての使用

方法も可能とする。 
 
【参考】 
電子タグの識別 ID である UII（Unique Item Identifier）の仕様については、EPCglobal

を初めとする各種機関による標準化検討が進められている。「電子タグ運用標準化ガイドラ

イン」（家電電子タグコンソーシアム）では、UII は EPC（Electronics Product Code、以

下便宜上「EPC コード」と記す）コード標準体系に基づくものとし、SGTIN（Serialized 
Global Trade Item Number）の適用が提案されている。 

SGTIN は、国際標準の商品識別コードである GTIN にシリアル番号（製造番号）を付加

して個品管理を可能とすることをねらったコードである（図 ２-１参照）。現在、EPC 
SGTIN96（シリアル番号部が数値限定で 11 桁程度まで可）及び SGTIN198（シリアル番

号部が英数字で 20 桁まで可）が定義されている。「電子タグ運用標準化ガイドライン」で

は SGTIN-198 の採用が推奨されている。 
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SGTIN-198  Header Filter 

Value 

Partition Company 

Prefix Index 

Item 

Reference 

Serial 

Number 

桁数  8bit 3bit 3bit 24bit 20bit 140bit 

 

図 ２-１ SGTIN コード体系 

 
 
【注意】 
ガス機器の優良住宅部品としての認定団体である（財）ベターリビングでは、平成 19 年

にコード体系として ucode を適用した電子タグを住宅用火災報知機に貼付した利活用を開

始している。今後、電子タグの貼付が住宅用火災報知機だけでなく、給湯器や冷暖房シス

テム等のガス機器にも波及することも視野に入れなければならない状況である。 
このことを考慮すると、ガス機器においては、現時点では、電子タグのコード体系とし

ての EPC の適用が最適とは言いがたい。しかし、本事業はコード体系そのものの是非等を

問うものではなく、仕組みづくり・論理性の検証を行うものであることから、業界として

のコード体系の適用是非については本事業では特に言及せず、家電業界と同様、ガス業界

の実証実験においても電子タグのコード体系としては EPC を適用することとした。 
 
（２） 製販各々のデータ管理 
 
現在、メーカは、物流過程において、どの製品（個品）が量販店を含むどの販売店に渡

ったかを追跡していない。追跡を行った場合には、私的独占の禁止及び公正取引の確保に

関する法律（いわゆる独占禁止法）や法令「不正な取引方法」に抵触する可能性がある（表 
２-１及び表 ２-２参照）。 
一方、量販店は、通常業務においては、どの製品がどの消費者に販売されたかを含む顧

客リストをメーカに開示していない。また、量販店では、防犯対策等一部の製品に対する

特殊な場合を除いて、顧客への販売製品の個品特定レベルの情報、具体的には製造番号に

ついては管理していない。 
これらを踏まえ、本事業では、量販店は、通常業務においては顧客リストをメーカに開

示せず、また、顧客への販売製品の製造番号を管理していないものとする。また、メーカ

は自身の製造・出荷製品の製造番号を管理しているものとする。 
 

JAN コード 
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表 ２-１ 独占禁止法（第二条第九項） 

９ この法律において「不公正な取引方法」とは、次の各号のいずれかに該当する行為で

あつて、公正な競争を阻害するおそれがあるもののうち、公正取引委員会が指定するもの

をいう。 
一 不当に他の事業者を差別的に取り扱うこと。 
二 不当な対価をもつて取引すること。 
三 不当に競争者の顧客を自己と取引するように誘引し、又は強制すること。 
四 相手方の事業活動を不当に拘束する条件をもつて取引すること。 
五 自己の取引上の地位を不当に利用して相手方と取引すること。 
六 自己又は自己が株主若しくは役員である会社と国内において競争関係にある他の事業

者とその取引の相手方との取引を不当に妨害し、又は当該事業者が会社である場合におい

て、その会社の株主若しくは役員をその会社の不利益となる行為をするように、不当に誘

引し、そそのかし、若しくは強制すること。 
※「独占禁止法」より抜粋 

 
 

表 ２-２ 不公正な取引方法（第２項） 

（その他の取引拒絶） 
２ 不当に、ある事業者に対し取引を拒絶し若しくは取引に係る商品若しくは役務の数量

若しくは内容を制限し、又は他の事業者にこれらに該当する行為をさせること。 
※「不公正な取引方法」より抜粋 

 
 
（３） 製品事故時の販売事業者の協力の範囲 
 
消費生活用製品安全法第三十八条（表 ２-３参照）で定められている事業者の責務につい

ては、メーカと販売事業者での解釈の差異が発生し、販売事業者のメーカへの「協力」の

形に影響を及ぼすことが考えられる。例えば、ある販売事業者はメーカによる製品回収の

ために販売事業者が持つ対象製品の購入者リストをメーカに提示するという形を取り、別

の販売事業者は販売事業者自身が対象製品の購入者リストを用いて製品回収を行うという

形を取った時、そのどちらも製品回収や事故拡大の防止のための協力として適切である。 
一方、個人情報の保護に関する法律（以下適宜「個人情報保護法」と記す）第十六条（表 

２-４参照）に定められている利用目的による制限では、人命や身体又は財産の保護のため

であれば本人の同意を得ずに個人情報を取り扱っても法律違反にならないことが明記され
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ている。経済産業省「新しい消費生活用製品安全法について」内の Q&A に販売事業者が保

有する顧客リストをメーカに提示するケースが提示されている（表 ２-５参照）。 
これらを踏まえ、本事業では、販売事業者の一員である量販店は、「製品安全管理のため

に量販店が保有する製品購入者の個人情報（顧客リスト）の内、該当製品に関わる部分を

メーカに提示する」という「協力」の形をとるものとする。 
 

表 ２-３ 消費生活用製品安全法（第三十八条） 

（事業者の責務） 
第三十八条 消費生活用製品の製造又は輸入の事業を行う者は、その製造又は輸入に係る

消費生活用製品について製品事故が生じた場合には、当該製品事故が発生した原因に関

する調査を行い、危害の発生及び拡大を防止するため必要があると認めるときは、当該

消費生活用製品の回収その他の危害の発生及び拡大を防止するための措置をとるよう努

めなければならない。 
２ 消費生活用製品の販売の事業を行う者は、製造又は輸入の事業を行う者がとろうとす

る前項の回収その他の危害の発生及び拡大を防止するための措置に協力するよう努めな

ければならない。 
３ 消費生活用製品の販売の事業を行う者は、製造又は輸入の事業を行う者が次条第一項

の規定による命令を受けてとる措置に協力しなければならない。 
※「消費生活用製品安全法」より抜粋 

 
 

表 ２-４ 個人情報の保護に関する法律（第十六条）（抜粋） 

個人情報の保護に関する法律 
 
（利用目的による制限） 
第十六条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により

特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。 
２ 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業を

承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、

承継前における当該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を

取り扱ってはならない。 
３ 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 
 一 法令に基づく場合 
二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得

ることが困難であるとき。 
～以下省略～ 

※「個人情報の保護に関する法律」より抜粋 
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表 ２-５ 経済産業省「新しい消費生活用製品安全法について」中の         

販売事業者によるメーカへの顧客リストの提示に関するＱ＆Ａ 

Q&A（その 2） 
問 7．製造事業者等が製品回収を行う際に、販売事業者が持っている顧客リストを提出し

て協力しようと考えているのですが、顧客の同意なしに、顧客リストを製造事業者に提

出することは個人情報保護法に抵触するのでしょうか。 
（答） 
個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）第 16 条第３項第２号の規定

に基づき、消費者に危害を及ぼす事故が起こる危険性のある製品を回収する場合で、当該

製品の購入者に緊急に連絡を取る必要がある時には、販売事業者が有している顧客リスト

を製造事業者等に提供することは問題にならないと解されます。 
※経済産業省「新しい消費生活用製品安全法について」より抜粋 
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（４） 製品安全管理に関する消費者の理解 
 
上記のような販売事業者の立場での顧客リストの取り扱いを含む製品安全管理に関する

施策については、消費者も正しく理解していることが必要となる。 
国や業界の施策として、業界全体として製品安全管理の取り組みが導入・運用されるこ

とや、その取り組みの一つとしてメーカと販売店が協力して製品安全管理の情報取得を行

うこと等を消費者が正しく理解し、必要な情報の提供等を了承しているような状況となる

ことで初めて効果的な製品安全管理が進められることになる。 
特に製品所在把握においては、製品使用者の個人情報の取り扱いが必須となるため、消

費者に製品購入時等における個人情報の提示を否とされてしまえば、現状の改善は望むべ

くもなく、製品安全管理の仕組みづくりの検討も進められない。 
以上を踏まえ、消費者への製品安全管理に関する理解・了承の醸成については諸策を施

していくことを前提として、本事業においては、消費者の製品安全管理に関する理解・了

承が得られているものとする。 
 
（５） 量販店における製品販売の形態 
 
量販店における製品販売の形態は以下の２つに大別される。 

 
① 消費者が販売カウンターに製品を持ち込み会計後消費者がそのまま製品を持ち帰る

形態での販売 
② 消費者は販売カウンター他で会計を行い製品はその後指定住所に配送される形態で

の販売 
 
ここで、製品所在把握の観点からみれば、２つの重要情報、 

 
・ 製品購入者の個人情報（具体的にはポイントカードの情報） 
・ 製品の個品特定情報（具体的には製品の製造番号） 

 
を同一の時期・同一の場所で取り扱う①の形態に主眼を置いた検討を行っておき、その後

に、会計時には個品が特定せず、配送以降に個品が特定されることで、購入者の個人情報

の取り扱い時期・場所と個品の特定時期・場所に差異が生じる②の形態について、①との

差異等を整理していくことが適切と考えられる。 
これらを踏まえ、本事業では、上記①で示した「消費者が販売カウンターに製品を持ち

込み、会計後消費者がそのまま製品を持ち帰る形態での販売」を情報システム等を用いた

実証実験の対象と位置付け、上記②で示した「消費者は販売カウンター他で会計を行い、
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製品はその後指定住所に配送される形態での販売」については、①の実証実験の結果も踏

まえて検討等を行うこととする。 
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２.２  実証実験モデルの作成 
 
２.２.１  実証実験モデルの作成方法 
 
実証実験モデルは図 ２-２に示す手順で作成することとした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２-２ 実証実験モデルの作成手順 

 
 

① 本事業の仕様書に記載された実証実験の構成（案）を検討のベースに置き、その解

釈を整理しておく。 

② 実証実験の想定場面における業務プロセス等を有識者から聴取する。 

③ 上記①及び②の結果を踏まえ、業務プロセス中における課題とその電子タグによる

解決方針を整理する。 

④ 家電電子タグコンソーシアムが検討している電子タグ利活用の標準化に関係する

諸事項を考慮した情報システムの構成を検討する。 

⑤ 実証実験で検証する事項を整理する。この時、電子タグの利活用等の仕組みを実現

するためには技術面や運用面での課題解決が必要となるものの、条件付けを行うこ

とによってその論理性は損なわずに実現可能な事項が挙がることも想定される。こ

の時は、適切な条件付けを行い仕組みの実現を図る。 

⑥ 上記①～⑤を踏まえた実証実験モデルを作成する。 
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２.２.２  製品所在管理実証実験モデルの作成（家電業界実証実験） 
 
（１） 場面の設定 

 
本事業では、仕様書で提示された量販店での製品販売時における製品所在管理に関する

実証実験の構成（案）をベースに置き、以下の２つの場面を含む実証実験モデルを作成す

る。 
 
① 消費者が製品を販売カウンターに持ち込み、量販店の店員による会計処理を行った

後に、消費者がそのまま製品を持ち帰る。 
② 製品事故時等において、メーカから量販店への対象製品に関する情報提示申請に従

って量販店が対象製品の購入者の個人情報を製品安全情報管理 DB に登録した上で、

メーカが対象製品の所在を検索する。 
 
なお、製品購入者の多くは量販店のポイントカードを所有・使用しており、量販店は会

計時にポイントカード情報から製品購入者の個人情報を取得することが可能な環境にある

と考える。 
 
（２） 業務プロセスの整理と課題の抽出 
 
量販店への聞き取り調査による持ち帰り製品販売時の業務プロセスの一例を図 ２-３に

示す。 
図 ２-３から、量販店での持ち帰り製品販売業務においては、「会員カード（ポイントカ

ード）読み込みによる顧客情報の取得」及び「製品バーコード読み込みによる製品の識別」

という、製品所在把握のキーとなる２つの重要な情報の取得がなされている。ただし、こ

こでは製品の個品特定は行われず、製品の型番を表す JAN コードで行っている。 
量販店では、この業務プロセスと連動して顧客情報及び製品の型番を関連付けたデータ

管理を行う業務システム（情報システム）を稼動させている。 
 
製品安全管理の観点からみれば、消費者の手元に渡る製品（個品）が特定される時点で、

その個品を特定する情報を取得したい。しかし、現行の量販店の製品販売業務プロセスで

は、個品特定までは行われてはいない。情報システムによるデータ管理においても、顧客

情報と関連付けられる購入製品情報は型番までとなっている。この点が製品安全管理の観

点からみた現行の持ち帰り製品販売業務プロセスの課題となる。 
また、顧客情報と関連付けられる購入製品情報として個品特定が管理可能となったと仮

定した時に、製品安全管理の観点からみれば、製品事故時に限って、それらの情報を迅速
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かつ正確に利用することが可能な仕組みが求められる。このような仕組みは、メーカ毎、

量販店毎に大きく異なる仕組みであっては製品事故という緊急の場合においては非効率で

あることから、広範に適用可能な仕組みであることが望ましい。現時点では量販店やメー

カにこのような仕組みが用意されていないことが製品安全管理の観点からみた課題となる。 
 
以上を踏まえると、製品安全管理の観点からみた時の量販店での持ち帰り製品販売業務

における課題は以下の２つとなる。 
 
課題１：個品特定レベルの情報管理の不足 

顧客情報と関連付けられる製品情報が型番までであり、個品特定情報を取得していない。 

 
課題２：情報システムの整備の不足 

個品特定情報と関連付けられた顧客情報を製品事故時に限って利用可能とする仕組みが

用意されていない。 
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販売カウンターに商品を持ち込む（消費者）。

会員カードの有無を確認する。

会員カードを読込み顧客情報を取得する。

商品のバーコードを読込み商品情報を取得する。

ポイント使用の有無を消費者に確認する。

総金額を消費者に提示し支払方法を確認する。

現金精算を行う。
ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ預かり～

支払回数確認～
カード売上処理～

レシート控への

サイン（消費者）
の一連の作業を行う。

レシート、

保証書（レシート証明）、
商品を渡す。

カード入会を勧める。

レシート、

保証書（レシート証明）、
商品を渡す。

商品のバーコードを読込み商品情報を取得する。

総金額を消費者に提示し支払方法を確認する。

現金精算を行う。

レシート、

保証書（レシート証明）、
商品を渡す。

総金額を消費者に提示し支払方法を確認する。

現金精算を行う。

レシート、

保証書（レシート証明）、
商品を渡す。

レシート、

保証書（レシート証明）、
商品を渡す。

保証書発行に際して

住所等を用紙に
記入する（消費者）。

※拒否もあり

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ預かり～

支払回数確認～
カード売上処理～

レシート控への

サイン（消費者）
の一連の作業を行う。

会員登録票に
記入する（消費者）。

保証書発行に際して

住所等を用紙に
記入する（消費者）。

※拒否もあり

入会手続を行う。

商品のバーコードを読込み商品情報を取得する。

有

無

現金 ｸﾚｼﾞｯﾄ 現金 ｸﾚｼﾞｯﾄ現金

入会する 入会しない

※顧客情報と

製品特定の場面

 
※ 図ではポイントカード読み込み～商品バーコード読み込みの順序で記述されているが、多くの量販店では消費者の

行動に合わせてこの順序がどちらを先としても実施可能なような仕組みづくりがなされている。 

図 ２-３ 量販店での持ち帰り製品販売時の業務プロセスの一例 

 
 
（３） 電子タグによる課題の解決方針 

 
個品特定情報を取得していない点については、製品本体に電子タグが貼付されているこ

とで、量販店での製品販売時に電子タグの識別 ID を取得することにより、製品の個品特定

が実現可能となる。電子タグの識別 ID がユニークであることから事実上個品特定と等価で

はあるが、実際には、メーカが電子タグ貼付製品の製造番号等を管理し、電子タグの識別

ID をキーとして両者を関連付けることで、量販店で販売された製品の製造番号が特定され

ることになる。 
また、本事業で設定した持ち帰り製品販売時では、製品（個品）とポイントカードが同

一の時期・同一の場所で取り扱われることから、電子タグの識別 ID（製品の個品特定と等

価）と顧客情報を関連付けることも可能になる。 



 28

 
課題１：個品特定レベルの情報管理の不足 

顧客情報と関連付けられる製品情報が型番までであり、個品特定情報を取得していない。 

 
 
 
課題１の解決方針：電子タグの識別 ID を個品特定レベルのキーとして適用する。 

 
顧客情報の利用の仕組みが用意されていない点については、課題１の解決を踏まえれば、

電子タグの識別 ID をキーとした製造番号（メーカ管理）と顧客情報（量販店管理）の関連

付けを可能となる情報システムを適宜整備すれば良いことになる。ここで、電子タグを利

活用する情報システムを構成する上では、家電電子タグコンソーシアムによる電子タグの

利活用に関する標準化の諸検討を考慮すべきであり、本事業では、それに従った情報シス

テムの提示を行うこととする。 
 
現在、家電電子タグコンソーシアムでは、電子タグの識別 ID（EPC コード）に関する履

歴情報の管理やデータ交換機能として用意される EPCIS（EPC Information Service）を事

業者内・事業者間で利活用する際の構成を図 ２-４のように置いて諸検討を進めている。こ

の構成では、各事業者には、外部提供が可能な情報のインタフェースとなる「外部提供用

EPCIS」が置かれており、各事業者の外部提供用 EPCIS を EPC ネットワークで接続する

こととなっている。 
 
本事業においては、図 ２-４内の「外部提供用 EPCIS」の位置に製品安全情報管理 DB

を置き、各事業者が保有する製品安全管理に必要な情報を外部提供する際のインタフェー

スとして外部提供用 EPCIS を適用することを考える。 
 
課題２：情報システムの整備の不足 

個品特定情報と関連付けられた顧客情報を製品事故時に限って利用可能とする仕組みが

用意されていない。 

 
 
 
課題２の解決方針：家電電子タグコンソーシアムによる EPCIS の構成を適用して製品安全

情報管理 DB を配置・整備する。 
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例：メーカ

業務システム
(ERP/WMS)

EPCIS 外部提供用
EPCIS

イベント

データ

業務データ

商品マスタ

ミドルウェア

リーダライタ

(ｸｳｪﾘIF)

(ｷｬﾌﾟﾁｬIF)

タグ

EPC
ネットワーク

ONS
サーバ

業務システム
(ERP/W MS)

EPCIS

ミドルウェア

リーダライタ

タグ

イベント

データ

販売データ

顧客マスタ

外部提供用
EPCIS

(ｸｳｪﾘIF)

(ｷｬﾌﾟﾁｬIF)

例：量販店

 
 

図 ２-４ 家電電子タグコンソーシアムが考える EPCIS の構成（案） 

 
 
（４） 実証実験モデル作成のための条件付け 

 
電子タグの利活用等の仕組みを実現するためには、技術面や運用面での課題解決が必要

となるが、条件付けを行うことによってその論理性は損なわずに実現可能な事項が挙がる

ことも想定される。この時は、適切な条件付けを行い仕組みの実現を図る。 
 
１）個品タグ実現に関する条件付きモデル化 
 
実運用時の利便性の観点からは電子タグ－リーダライタ間の読み取り・書き込みの距離

はある程度の距離を取れることが望ましいこと、また、梱包のまま販売する製品も多いこ

とから梱包越しでの読み取り・書き込みが必要になること等があり、電子タグ－リーダラ

イタ間の読み取り・書き込みの距離は数センチ～数十センチを確保することが望ましい。 
しかし、本事業では、製品本体への電子タグ貼付とその情報、具体的には電子タグの識

別 ID の読み取りを検証することが重要であり、リーダライタによる電子タグ情報の読み取

り・書き込みの距離の大小はその論理性を損なわないと考え、発生する電波の強さを抑え、

読み取り・書き込みの距離を１センチ程度でも良いという条件付けを行った。併せて、製

品の梱包越しでの電子タグ情報の読み取り・書き込みの是非は問わないという条件付けを

行った。 
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２）ポイントカードを持たない製品購入者の取り扱い 
 
本事業では、製品購入者の個人情報を量販店のポイントカード情報から取得することを

考えているが、ポイントカードを持たない製品購入者も存在する。この時、このような製

品購入者の個人情報をどう取得するかという問題はある（第３章 で改めて検討する）。 
本事業では、ポイントカードを持たない製品購入者が製品安全管理のために個人情報を

提供することを了解するという条件付けを行い、販売カウンターで直接個人情報を入力す

る一方策を検討することとした。 
 
３）その他 
製品購入時の会計手段（現金またはクレジットカード利用等）やポイントカードの利用、

ポイントカード会員入会等の量販店独自の事業活動となる部分については実証実験モデル

での具体化は省略することとした。 
また、電子タグでの情報管理を含む情報システム全体としてのセキュリティは必須だが、

本事業においては直接的な課題とはせず、情報システムの整備の対象外とした。 
 
（５） 製品所在管理に関する実証実験モデル 

 
前項で整理した事項を考慮した製品所在管理に関する実証実験モデル及びモデルを用い

るシナリオを図 ２-５～図 ２-７及び表 ２-６～表 ２-８に示す。 
メーカでは製品に電子タグを貼付し、電子タグの識別 ID と製品の製造番号を関連付けて

メーカに配置した製品安全情報管理 DB に登録する。量販店では製品販売時に製品に貼付

された電子タグの識別 IDとポイントカード情報から取得される製品購入者の個人情報を関

連付けて量販店の業務システムに登録する。 
製品事故時には、量販店が対象製品に関する個人情報（電子タグの識別 ID が関連付けら

れている）を量販店に配置した製品安全情報管理 DB に登録する。これを受け、メーカで

は、事故対象製品の製造番号を把握し、その電子タグの識別 ID を検索のキーとして量販店

の製品安全情報管理 DB を検索して、製品購入者の個人情報と製品の製造番号を関連付け

て取得し、製品所在を把握する情報として取り扱う。 
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メーカ

電子タグ発行
製品貼付･内蔵

製品出荷 製品出荷

物流
（メーカ・量販店）

量販店 消費者

製品入荷

タグタグ
タグ

タグタグ

製品販売製品入荷

タグタグ

製品安全
情報管理DB

量販店
ＤＢ

① タグ識別コードと

顧客情報の

関連付けを
量販店DBに登録

② 製品事故時に

対象製品のみの販売情報を
製品安全情報管理DBに

移行

製品安全
情報管理DB

③ メーカによる

事故製品の所在検索  

図 ２-５ 製品所在管理に関する実証実験モデル（全体像） 

 

識別
ＩＤ

製品（製造番号）

メーカ

識別
ＩＤ

顧客情報（住所・氏名・電話等）

識別
ＩＤ

製品（製造番号）

量販店タグタグ タグタグ

④メーカで製品の製造番号を特定

⑤メーカの製品安全情報管理DBから

EPCと製造番号の関係を取得

②量販店で顧客情報と製品型番を

量販店の業務システムに登録、

その時にEPCも併せて登録

製品（型番）

製品安全情報
管理DB
(EPCIS)

量販店
業務システム

製品安全情報
管理DB
(EPCIS)

識別
ＩＤ

製品（製造番号）
識別
ＩＤ

顧客情報（住所・氏名・電話等）

顧客情報（住所・氏名・電話等）

①メーカがEPCと製造番号を

関連付けて
製品安全情報管理DBに登録

⑥量販店の製品安全情報管理DBから

EPCと顧客情報の関係を取得

③製品事故対象製品を購入した
顧客情報とEPCを関連付けて

製品安全情報管理DBに登録

⑦製品の製造番号と顧客情報の関係付けから
所在情報を取得

メーカ

 

図 ２-６ 製品所在管理に関する実証実験モデル（主要データの流れ） 
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レジへの製品持込（消費者または店員）

製品情報（個品タグのEPC）読込み

（タグリーダ）
※顧客情報とEPCを紐付け

ポイント獲得 or 利用選択

代金請求・受取

商品確認・保証書確認・レシート出力

ポイントカード有無の確認

店内（製品陳列棚やレジ付近）でのポップによる製品安全管理の告知

製品事故時に顧客情報を消費者安全管理に利用することについての
消費者への説明

ポイントカード情報読込み
（業務システム）

顧客住所等読込み
（業務システム）

梱包・商品引渡し

無有

※今回は現金支払を想定

製品情報（個品タグのEPC）

読込み（タグリーダ）
※顧客情報とEPCを紐付け

承諾

事故対象製品の
製品型番・製造番号判定

検索プログラムへの検索対象
製品リスト（製造番号）の投入

家電量販店の
製品安全情報管理DB検索による

対象製品（製造番号）の

所在情報の取得

事故対象製品（製造番号）の
所在把握

諸対応へ

ポイントカード情報（顧客住所等）と
EPCの関連付け情報の

製品安全情報管理DBへの登録

メーカ

家電量販店

家電量販店

事故対象製品の
メーカからの連絡

 

図 ２-７ 製品所在管理に関する実証実験モデル 

 



 33

 

表 ２-６ 必要な情報を取得する主な状況 

場面 状況 

量販店の販売カウンター

での製品購入 

・ 販売カウンターに個品タグ付製品を持ち込み持ち帰り 

・ 購入者は量販店のポイントカード会員または非会員 

 
 

表 ２-７ 必要な情報とその取得元 

必要情報 項目 取得元 情報管理者 

製品購入者の 

顧客情報 

・ 住所 

・ 氏名 

・ 電話番号 

・ 量販店のポイントカード会

員情報 

・ 製品購入時の直接登録情報

（非会員の場合） 

・ 量販店 

個品の 

特定情報 

・ 製造番号 ・ 個品タグの識別 ID に関連付

けられた製造番号 

※識別 ID として SGTIN-198 を適

用した場合は識別 ID内に製造

番号が記録される。 

・ メーカ 

 
 

表 ２-８ 必要な情報の管理方法 

管理方法 情報 項目 

通常業務時 製品事故時 

製品購入者の 

顧客情報 

・ 住所 

・ 氏名 

・ 電話番号 

・ 量販店業務システム ・ 量販店内の製品安全

情報管理 DB 

個品の 

特定情報 

・製造番号 ・ メーカ業務システム ・ メーカ内の製品安全

情報管理 DB 
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２.２.３  製品状態管理実証実験モデルの作成（ガス業界実証実験） 
 
（１） 場面の設定 

 
本事業では、仕様書で提示された修理時の製品修理履歴管理に関する実証実験の構成

（案）を考慮して、消費者が使用中のガス機器に対して、事業者の修理員が前回修理情報

を参照した上で今回の修理を施す場面についての実証実験モデルを作成する。 
 
① 消費者が使用中のガス機器から修理員が前回の修理情報を取得し、さらに必要に応

じて製品安全情報管理 DB への問い合わせにより前回修理の詳細情報を収集して修

理に当たる。 
② 事業者の修理員が今回の修理情報をガス機器に登録した上で、帰社後に今回修理の

詳細情報を製品安全情報管理 DB に登録する。 
③ 製品事故時等において、メーカが対象製品に対する修理履歴を検索する。 

 
（２） 業務プロセスの整理と課題の抽出 
 
ガス機器メーカ及びガス事業者への聞き取り調査によるガス機器修理時の業務プロセス

の一例を図 ２-８に示す。 
図 ２-８から、ガス機器修理時においては、「ガス機器の修理履歴の社内システム等から

の取得」および「ガス機器に施した今回修理情報の社内システム等への登録」という、各

社単位での社内システムでのデータ管理の仕組みが見てとれる。 
なお、ガス機器メーカ及びガス事業者各々で修理コード等を設定しており、修理情報の

多くはコード化されて登録されている。 
 
ここで、ある一つのガス機器に対して修理が重ねられていくという、製品がメーカから

の出荷状態で消費者の手元に渡った後の製品の状態変化に着目する。 
ガス機器の修理事業者の選択・決定は消費者に委ねられていることから、必ずしも修理

を行う事業者が常に同じとは限らず、複数の事業者が各々の判断により修理を行うことも

考えておかなければならない。この時、図 ２-８のような修理時の業務プロセスでは、前回

他社が実施した修理に関する情報取得や今回の修理に関する情報の次回申し送りのような

他社との情報伝達や情報共有までは具体的に考慮されていないことから、どの事業者が前

回修理を行ったかを含め、今回適切な修理を行うために必要とすべき情報を十分に用意で

きない可能性がある。このように、複数の事業者による修理が施された場合を考えると、

その修理履歴を集約しておく最適な位置はガス機器の使用者側と考えられる。さらに、消

費者による修理伝票の紛失のリスク回避等を考慮すれば、最適な位置はガス機器そのもの
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と考えられる。 
 
また、修理が施されたガス機器が廃棄やリサイクル等を目的として事業者に引き渡され

た場合、ガス機器の現状把握については、現在はガス機器の元所有者による修理伝票の保

管や記憶に頼らざるを得ないのが現状と考えられる。全ての修理が同一の事業者により行

われていれば、当該事業者への問い合わせができれば現状を把握することも可能ではある

が、修理が複数の事業者によるものであれば問い合わせも複数となり、非効率的であるだ

けでなく、一部の情報が欠落することにより現状把握が困難になる可能性もある。 
 
以上を踏まえると、ガス機器側での修理履歴管理の仕組みが用意されていないことや、

他社との情報伝達や情報共有を含む修理履歴管理の仕組みが用意されていないことが製品

安全管理の観点から見た課題となる。 
 
課題１：ガス機器側での修理履歴管理の仕組みの不足 

ガス機器の修理時や廃棄・リサイクル等での引き渡し時において必要となるガス機器の

修理履歴をガス機器側で管理する仕組みがあれば効果的・効率的だが用意されていない。 

 
課題２：他社との情報伝達や情報共有を含む修理履歴管理の仕組みの不足 

ガス機器の修理に必要となる全ての修理履歴が複数の事業者に跨っていた場合に情報伝

達や情報共有を行えるような仕組みが用意されていない。 

 

住 宅 に 修 理 員 が 来 訪

修 理 作 業 の 実 施

今 回 修 理 情 報 の 記 録
（P C入 力 o r記 録 票 起 票 ）

（１）修 理 作 業 実 施

修 理 員 が 事 務 所 に 帰 社

今 回 修 理 情 報 を
社 内 シ ステ ム 等 に 登 録

日 報 等 へ の 今 回 修 理 情 報 の 詳 細
記 録 （P C入 力 o r記 録 票 起 票 ）

（２ ）修 理 作 業 登 録

修 理 ガス 機 器 の 修 理 履 歴 等 を

社 内 シ ス テ ム 等 か ら取 得

消 費 者 へ の 修 理 報 告 等

 

図 ２-８ ガス機器修理時の業務プロセスの一例 
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（３） 電子タグによる要解決課題の解決方針 

 
ガス機器の修理履歴をガス機器側で管理する仕組みが用意されていない点については、

製品本体に電子タグが貼付されていることで（電子タグの仕様に依存するが）、ユーザメモ

リ内の情報の参照や登録・更新が可能な電子タグの特長を利活用して、修理履歴を電子タ

グ内に登録し、ガス機器側での修理履歴の管理が可能になる。 
 
課題１：ガス機器側での修理履歴管理の仕組みの不足 

ガス機器の修理時や廃棄・リサイクル等での引き渡し時において必要となるガス機器の

修理履歴をガス機器側で管理する仕組みがあれば効果的・効率的だが用意されていない。 

 
 
 
課題１の解決方針：修理時に電子タグのユーザメモリに修理履歴を登録・更新し、次の修

理時にその情報を参照する。 

 
修理履歴が複数の事業者に跨っていた場合に情報伝達や情報共有を行えるような仕組み

が用意されていない点については、それが可能となる情報システムを適宜整備すれば良い

ことになるが、電子タグを利活用する情報システムを構成する上では、製品所在管理実証

実験モデルの作成時と同様、電子タグの利活用に関する標準化の諸検討を考慮すべきであ

り、本事業では、それに従った情報システムの提示を行うこととする。 
 
課題２：他社との情報伝達や情報共有を含む修理履歴管理の仕組みの不足 

ガス機器の修理に必要となる全ての修理履歴が複数の事業者に跨っていた場合に情報伝

達や情報共有を行えるような仕組みが用意されていない。 

 
 
 
課題２の解決方針：製品所在管理実証実験モデルの作成時と同様、EPCIS の構成を適用して

製品安全情報管理 DB を配置・整備する。 

 
（４） 実証実験モデル作成のための条件付きモデル化 

 
電子タグの利活用等の仕組みを実現するためには技術面や運用面での課題解決が必要と

なるが、条件付けを行うことによってその論理性は損なわずに実現可能な事項が挙がるこ

とも想定される。この時は、適切な条件付けを行い仕組みの実現を図る。 
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１）個品タグ実現に関する条件付きモデル化 
 
実運用時の利便性の観点からは電子タグ－リーダライタ間の読み取り・書き込みの距離

はある程度の距離を取れることが望ましいこと、また、ガス機器の設置位置が閉所・暗所

になることも踏まえた読み取り・書き込みが必要になること等があり、電子タグ－リーダ

ライタ間の読み取り・書き込みの距離は数センチ～数十センチを確保することが望ましい 
しかし、本事業では、製品本体への電子タグ貼付とその情報、具体的には電子タグの識

別 ID の読み取りを検証することが重要であり、リーダライタによる電子タグ情報の読み取

り・書き込みの距離の大小はその論理性を損なわないと考え、発生する電波の強さを抑え、

読み取り・書き込みの距離を１センチ程度でも良いという条件付けを行った。 
 
電子タグのユーザメモリ内に登録する修理履歴については、例えば、修理年月日や修理

事業者・修理担当者の他、修理の内容を詳細に記録することが望ましいが、現在の電子タ

グのユーザメモリ容量は十分に大きくはなく、例えば、修理に用いた部品群を全て記録し

たり、修理時の所見を長文で記録したりすることは難しい。 
しかし、本事業では、電子タグのユーザメモリに修理履歴に相当する情報を登録・更新

する仕組みを検証することが重要であり、登録する情報の内容や情報量の大小はその論理

性を損なわないと考えた。よって、電子タグのユーザメモリに登録する修理履歴情報とし

ては、修理年月日、修理事業者、修理担当者、及び修理コード程度でも良いという条件付

けを行った。 
 
２）その他 
 
電子タグでの情報管理を含む情報システム全体としてのセキュリティは必須だが、本事

業においては直接的な課題とはせず、情報システムの整備の対象外とした。 
 
（５） 製品状態管理に関する実証実験モデル 

 
前項で整理した事項を考慮した製品所在管理に関する実証実験モデル及びモデルを用い

るシナリオを図 ２-９～図 ２-１３に示す。 
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図 ２-９ 製品状態管理に関する実証実験モデル（全体像） 
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図 ２-１０ 製品（個品）に貼付・内蔵された電子タグのユーザメモリの使用イメージ 
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図 ２-１１ 製品状態管理に関する実証実験モデル（修理時の情報の流れ） 
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図 ２-１２ 製品状態管理に関する実証実験モデル（製品事故時の情報の流れ） 
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修理員が修理機器設置住宅を訪問

前回修理詳細情報の問合せ
（製品安全情報管理DB）

修理作業の実施

今回修理情報のタグへの記録
（タグライタ）

前回修理履歴情報の読込み
（タグリーダ）

今回修理情報の記録

（修理伝票等の記入）

※
２
回
目
以
降
の
修
理
で

必
要
に
応
じ
て
実
施

修理ガス機器の修理履歴等を
社内システム等から取得

修理員が事務所に帰社

今回修理情報の登録
（業務システム）

今回修理情報のうち
共有すべき情報のみを

製品安全情報管理DBへ登録

リコール対象製品の

製造番号判定

検索プログラムへの検索対象
製品リスト（製造番号）の投入

リコール対象製品（製造番号）の
修理履歴の取得

諸対応へ

リコール対象製品の
製造番号等の

情報の把握

 

図 ２-１３ 製品状態管理に関する実証実験モデル（情報取得・登録・検索時のシナリオ） 
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２.３  製品所在管理（家電製品）の仕組みの実証実験の実施 
 
２.３.１  実証実験の評価項目 
 
製品安全管理に関する今回の仕組みづくりは、「今まで存在しなかったものを新たに創り

出す」ことに相当するため、物流や保守・修理における通常業務・定常業務の各事項の効

率化の観点からみた現状の業務プロセスと新たな仕組みによる業務プロセスを比較評価す

るようなことは困難である。 
よって、今回の実験での評価は、新たな仕組みづくりの各行程において、その仕組みが

ねらう事項・事象がどのように実現されているかを確認・提示していき、その効果を分析

することが主となる。分析においては、実験関係者に現行の業務プロセスと新たな仕組み

による業務プロセスを提示した上で実験に参加して頂き、実験準備時や実験終了後に実験

関係者に対して聞き取り調査を実施し、その結果から、実験モデルの有用性を定性的に評

価する。 
実証実験の評価項目を表 ２-９に示す。 

 

表 ２-９ 実証実験の評価項目 

# 状況 評価項目 評価内容 
1 製造時 情報登録 製造時の製品特定情報

と製造番号との関連付

け 

製造時に製品(個品)貼付される電

子タグの識別 ID と製造番号を関

連付けて登録可能か？ 
2 量販店業務システム内の製品購入

者のポイントカード情報から個人

情報を読み取ることが可能か？ 
3 

情報読み取り 

製品(個品)に貼付されている電子

タグの識別 ID を読み取ることが

可能か？ 
4 

販売時 

情報登録 

販売時の製品特定情報

と製品購入者情報の関

連付け 

個人情報と電子タグの識別 ID を

関連付けて量販店業務システムに

登録することが可能か？ 
5 量販店業務システムから事故対象

製品に関する情報を抽出すること

が可能か？ 
6 

情報登録 量販店による事故対象

製品に関する情報の所

在把握可能な状態への

移行 事故対象製品に関する抽出情報を

製品安全情報管理 DB に移行する

ことが可能か？ 
7 製品安全情報管理 DB からの製品

型番・製造期間等による検索が可

能か？ 
8 

事故時 

情報検索 メーカによる製品事故

対象製品の所在把握情

報の取得 
検索した事故対象製品の所在把握

情報の取得が可能か？ 
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２.３.２  実証実験のシナリオ 
 
家電実証実験のシナリオを表 ２-１０に示す。 

 

表 ２-１０ 家電実証実験のシナリオ 

# 場面設定 内容 備考 

1-A 量販店 販売カウンターでのデータ

登録 

ポイントカードを持つ消費

者による製品購入 

1-B 量販店 販売カウンターでのデータ

登録 

ポイントカードを持たない

消費者による製品購入 

2 量販店 量販店事務所での製品安全

情報管理 DB へのデータ登録

 

3 メーカ 

（量販店で模擬） 

メーカ事務所での製品安全

情報管理 DB の検索 

 

 
 
表 ２-１０中＃1～3 の実証実験のシナリオの内容を表 ２-１１～表 ２-１５に示す 
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表 ２-１１ 実証実験のシナリオ＃３－量販店（販売カウンターでのデータ登録）     

１－Ａ：ポイントカードを持つ消費者による製品購入＞ 

NO イメージ図 内   容 

１  

 

 

 

 

 

 

 

・ 店員Ａが消費者Ａを連れて製品を販売

カウンターに持ち込む。販売カウンター

には店員Ｂが待機している。 

※ 製品はカムコーダ。個品タグが貼付され

箱詰めされている。 

※ 店員Ａは消費者Ａの案内後退出する。 

２  

 

 

 

 

 

 

 

・ 店員Ｂが、文書を使って当該製品の事故

時に顧客情報（住所・氏名・電話番号）

を消費者安全管理のためにメーカに通

知する可能性があることを消費者Ａに

説明する。 

・ 消費者Ａが承諾する。 

・ 店員Ｂが消費者Ａに文書を手渡す。 

３  

 

 

 

 

 

 

 

・ 店員Ｂが消費者Ａにポイントカードの

提示を求める。 

・ 消費者Ａは店員Ｂにポイントカードを

提示する。 

４  

 

 

 

 

 

 

 

・ 店員Ｂが実証実験メインシステムのバ

ーコードリーダで消費者Ａのポイント

カード情報を読み込む。【#2 ポイントカ

ード情報の読込み：バーコードリーダか

ら顧客住所情報を読み取る】 

※ 実際には読み込む模擬となる予定。 

店員
Ｂ

店員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

カウンター Point
Card?Yes!

Point
Card

タグタグ

店員
Ｂ

店員
Ｂ

店員
Ａ

店員
Ａ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

カウンター

店員
Ｂ
店員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

カウンター

消費者安全管理のための

顧客情報の取り扱いについて

・製品事故時にメーカが使う
・消安法で許されている

・消費者の同意を希望
・・・・・

OK?OK!

店員
Ｂ
店員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

カウンター

Point
Card
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（続き） 

NO イメージ図 内   容 

５  

 

 

 

 

 

 

 

・ 店員Ｂがタグリーダライタを製品近傍

に近づけ、タグから情報を読み込む【#1 

電子タグからデータ読取り：ハンディリ

ーダ/ライタで製品の EPC を読み取る】。

【#3 販売店 DB への登録：EPC と住所情

報を関連付けて販売店 DB に登録する】

※ 読み込む情報は EPC コード。 

６  

 

 

 

 

 

 

 

・ 店員Ｂが消費者Ａにポイント獲得また

はポイント利用の選択を問う。 

・ 消費者Ａはポイント獲得またはポイン

ト利用のいずれかを選択し、店員Ｂに伝

える。 

７  

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 消費者Ａが店員Ｂに製品代を現金で支

払う。 

・ 消費者Ａは店員Ｂからレシートを受け

取る。 

※ クレジットカード決済の場合もあるが

今回はシナリオをシンプルにするため

に現金による支払いとする。 

８  

 

 

 

 

 

 

 

・ 店員Ｂが保証書の確認等製品購入に関

する諸手続を行う。 

 

店員
Ｂ
店員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

カウンター

タグタグ

店員
Ｂ
店員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

カウンター

ポイントカード
諸手続

Point
Card

店員
Ｂ

店員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

カウンター

￥

店員
Ｂ
店員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

カウンター

保証書確認等
諸手続

タグタグ
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（続き） 

NO イメージ図 内   容 

９  

 

 

 

 

 

 

 

・ 店員Ｂが製品を梱包し、製品を消費者Ａ

に引き渡す。 

10  

 

 

 

 

 

 

 

・ 説明者Ａが業務 DB（トレース DB）の販

売履歴データ表示機能で対象製品の販

売状況の一覧を表示し、対象製品が登録

されたことを示す。 

・ 説明者Ａが製品安全情報管理 DB（EPCIS）

の製品所在検索機能で対象製品がまだ

登録されていないことを示す。 

 

店員
Ｂ

店員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

カウンター
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表 ２-１２ 実証実験のシナリオ＃３－量販店（販売カウンターでのデータ登録）    

１－Ｂ：ポイントカードを持たない消費者による製品購入 

NO イメージ図 内   容 

１  

 

 

 

 

 

 

 

・ 店員Ａが消費者Ａを連れて製品を販売

カウンターに持ち込む。販売カウンター

には店員Ｂが待機している。 

※ 製品はカムコーダ。個品タグが貼付され

箱詰めされている。 

２  

 

 

 

 

 

 

 

・ 店員Ｂが、文書を使って当該製品の事故

時に顧客情報（住所・氏名・電話番号）

を消費者安全管理のためにメーカに通

知する可能性があることを消費者Ａに

説明する。 

・ 消費者Ａが承諾する。 

・ 店員Ｂが消費者Ａに文書を手渡す。 

３  

 

 

 

 

 

 

 

・ 店員Ｂが消費者Ａにポイントカードの

提示を求める。 

・ 消費者Ａは店員Ｂにポイントカードを

持たない旨を伝える。 

４  

 

 

 

 

 

 

 

・ 消費者Ａは所定の記入用紙に顧客情報

（住所・氏名・電話番号）を記入して店

員Ｂに手渡す。 

※ 消費者Ａにシステムへの直接入力させ

ることも一案か。 

タグタグ

店員
Ｂ

店員
Ｂ

店員
Ａ

店員
Ａ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

カウンター

店員
Ｂ
店員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

カウンター

消費者安全管理のための

顧客情報の取り扱いについて

・製品事故時にメーカが使う
・消安法で許されている

・消費者の同意を希望
・・・・・

OK?OK!

店員
Ｂ

店員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

カウンター Point
Card?No!

Point
Card

店員
Ｂ

店員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

カウンター

住所：○○市○○ ー○

氏名：○○ ○○
電話番号：XXX-XXX-XXXX

OK! Please
Write!
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（続き） 

NO イメージ図 内   容 

５  

 

 

 

 

 

 

 

・ 店員Ｂが顧客情報（住所・氏名・電話番

号）が記入された用紙を見ながら実証実

験メインシステムの直接入力機能で消

費者Ａの顧客情報（住所・氏名・電話番

号）を入力する。 

※ 消費者Ａが直接入力していればこの項

は不要。 

６  

 

 

 

 

 

 

 

・ 店員Ｂがタグリーダライタを製品近傍

に近づけ、タグから情報を読み込む。【#1 

電子タグからデータ読取り：ハンディリ

ーダ/ライタで製品の EPC を読み取る】

※ 読み込む情報は EPC コード。 

７  

 

 

 

 

 

 

 

・ 消費者Ａが店員Ｂに製品代を現金で支

払う。 

・ 消費者Ａは店員Ｂからレシートを受け

取る。 

※ クレジットカード決済の場合もあるが

今回はシナリオをシンプルにするため

に現金による支払いとする。 

８  

 

 

 

 

 

 

 

・ 店員Ｂが保証書の確認等製品購入に関

する諸手続を行う。 

 

店員
Ｂ
店員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

カウンター

タグタグ

店員
Ｂ

店員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

カウンター

￥

店員
Ｂ
店員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

カウンター

保証書確認等
諸手続

タグタグ

店員
Ｂ
店員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

カウンター

住所：○○市○○ー○
氏名：○○ ○○
電話番号：XXX-XXX-XXXX

PCで入力
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（続き） 

NO イメージ図 内   容 

９  

 

 

 

 

 

 

 

・ 店員Ｂが製品を梱包し、製品を消費者Ａ

に引き渡す。 

10  

 

 

 

 

 

 

・ 説明者Ａが業務 DB（トレース DB）の販

売履歴データ表示機能で対象製品の販

売状況の一覧を表示し、対象製品が登録

されたことを示す。 

・ 説明者Ａが製品安全情報管理 DB（EPCIS）

の製品所在検索機能で対象製品がまだ

登録されていないことを示す。 

 

 

店員
Ｂ

店員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

カウンター
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表 ２-１３ 実証実験のシナリオ                     

＃２－量販店（量販店事務所での製品安全情報管理 DB へのデータ登録） 

NO イメージ図 内   容 

１  

 

 

 

 

 

 

 

・ 量販店社員Ａがメーカ社員Ａからの電

話でメーカ検索対象製品の品番及び製

造年月日（期間）を確認する。 

※ 電話を受ける模擬。 

２  

 

 

 

 

 

 

 

・ 量販店社員Ａが所定のログイン ID とパ

スワードでデータ登録プログラムにロ

グインする。 

３  

 

 

 

 

 

 

 

・ 量販店社員Ａがデータ登録プログラム

でメーカ検索対象製品の品番及び製造

年月日（期間）を設定して登録すべきデ

ータの検索を実施する。【#4 販売店 DB

から対象製品情報の読込み：販売店 DB

から対象製品の情報を抽出する】 

※ メーカ検索対象製品の一覧（EPC コー

ド・顧客住所等）が表示される。 

４  

 

 

 

 

 

 

 

・ 量販店社員Ａがデータ登録プログラム

で「データ登録」ボタンを押下して製品

安全情報管理 DB（EPCIS）へのデータ登

録を実施する。【#5 抽出したデータのみ

を登録：販売店 DB から抽出した対象製

品の情報のみを製品安全管理 DB（EPCIS）

へ登録する】 

量販
社員
Ａ

量販
社員
Ａ

量販事務所

メーカ
社員
Ａ

メーカ
社員
Ａ

品番・期間 OK!

量販
社員
Ａ

量販
社員
Ａ

量販事務所

ログイン

データ登録
プログラム

量販
社員
Ａ

量販
社員
Ａ

量販事務所

メーカ・品番・
期間で

製品検索

データ登録
プログラム検索対象製品

の一覧（EPC
コード・顧客住
所等）を表示

量販
社員
Ａ

量販
社員
Ａ

量販事務所

検索製品データを
製品安全情報管理
DB（EPCIS）に登録

データ登録
プログラム
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（続き） 

NO イメージ図 内   容 

５  

 

 

 

 

 

 

 

・ 説明者Ａが業務 DB（トレース DB）の販

売履歴データ表示機能で対象製品の販

売状況の一覧を表示し、対象製品が登録

されたことを示す。 

・ 説明者Ａが製品安全情報管理 DB（EPCIS）

の製品所在検索機能で対象製品が登録

されたことを示す。 
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表 ２-１４ 実証実験のシナリオ                     

＃３－量販店（メーカ模擬）（メーカ事務所での製品安全情報管理 DB の検索） 

＃ イメージ図 内   容 

１  

 

 

 

 

 

 

 

・ メーカ社員Ａが所定のログイン ID とパ

スワードで検索プログラムにログイン

する。 

２  

 

 

 

 

 

 

 

・ メーカ社員Ａが検索プログラムでメー

カ検索対象製品の品番及び製造年月日

（期間）を設定して製造番号＋製品所在

検索を実施する。【#6 製品安全管理 DB

（EPCIS）から対象製品を検索する：製

品型番・製造期間により対象製品を検索

する】 

※ PC 画面に全検索対象製品の製造番号＋

製品所在一覧が表示される。 

 

 

メーカ
社員
Ａ

メーカ
社員
Ａ

量販事務所

ログイン

検索
プログラム

メーカ
社員
Ａ

メーカ
社員
Ａ

量販事務所

メーカ・品番・
期間で

製品所在検索

データ登録
プログラム検索対象製品

の一覧（製造
番号・製品所
在）を表示
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表 ２-１５ 実証実験のシナリオ                     

＃５－量販店（メーカ模擬）（量販店事務所での製品安全情報管理 DB の検索） 

＃ イメージ図 内   容 

１  

 

 

 

 

 

 

 

・ メーカ社員Ａが所定のログイン ID とパ

スワードで検索プログラムにログイン

する。 

２  

 

 

 

 

 

 

 

・ メーカ社員Ａが検索プログラムで検索

対象製品の品番及び製造年月日（期間）

を設定して製造番号検索を実施する。

【#6 製品安全管理 DB（EPCIS）から対象

製品を検索する：製品型番・製造期間に

より対象製品を検索する】 

・ 出荷先として「すべて」を選択する。 

※ 出荷先毎の対象製品数とCSVファイルダ

ウンロードボタンが表示される。 

３  

 

 

 

 

 

 

・ メーカ社員Ａが上記２の表示結果から

「○○量販店」の CSV ファイルをダウン

ロードする。 

・ メーカ社員ＡがダウンロードしたCSVフ

ァイルを Excel で表示する。 

４  

 

 

 

 

 

 

・ メーカ社員Ａが上記３でダウンロード

したCSVファイルをメール添付ファイル

で量販店社員Ａに送付する。 

※ メール送付は口頭説明。 

メーカ
社員
Ａ

メーカ
社員
Ａ

メーカ事務所

ログイン

検索
プログラム

メーカ
社員
Ａ

メーカ
社員
Ａ

メーカ事務所

メーカ・品番・
期間で

製品所在検索

データ登録
プログラム出荷先毎の検

索対象製品数
とCSVファイル
ダウンロードボ

タンを表示

メーカ
社員
Ａ

メーカ
社員
Ａ

メーカ事務所

「○○量販店」
を指定して

CSVファイル
をダウンロード

データ登録
プログラムCSVファイル

がノートPCに
ダウンロード
（Excelで表示

確認）

メーカ
社員
Ａ

メーカ
社員
Ａ

量販
社員
Ａ

量販
社員
Ａ

CSV
ファイル

CSV
ファイル

eメール等
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（続き） 

＃ イメージ図 内   容 

５  

 

 

 

 

 

 

 

・ 量販店社員Ａがメーカ社員Ａからのメ

ール添付ファイルを所定のフォルダに

配置する。 

※ ファイルは予め配置しておき作業は口

頭説明。 

６  

 

 

 

 

 

 

 

・ 量販店社員Ａが所定のログイン ID とパ

スワードで検索プログラムにログイン

する。 

７  

 

 

 

 

 

 

 

・ 量販店社員Ａが上記５で配置したCSVフ

ァイルを検索プログラムで選択して製

品所在検索を実施する。【#7 特定した対

象製品の製品所在を検索し表示する】 

※ PC 画面に当該量販店で取り扱った検索

対象製品の製造番号＋製品所在一覧が

表示される。 

 

※ 今回の実験の際に使用した詳細なシナリオは、操作方法と合わせて作成した「実験シナ

リオマニュアル（別添参考資料）」を参照されたい。 
 

メーカ
社員
Ａ

メーカ
社員
Ａ

量販
社員
Ａ

量販
社員
Ａ

eメール等

CSV
ファイル

CSV
ファイル

量販
社員
Ａ

量販
社員
Ａ

量販事務所

ログイン

検索
プログラム

量販
社員
Ａ

量販
社員
Ａ

量販事務所

取得したCSV
ファイルを選択
して製品所在

検索

データ登録
プログラム検索対象製品

の一覧（製造
番号・製品所
在）を表示

CSV
ファイル

CSV
ファイル
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２.３.３  実証実験の情報システム 
 
（１） 情報システムの構成 
 
前述の評価項目を検証するための実証実験向け情報システムを整備した。 
本実証実験における情報システムの構成を図 ２-１４に示す。 

 

メーカ 量販店

トレース
DB

製品製品

製品安全情報
管理DB
（EPCIS）

タグ タグ

販売データ

顧客マスタ

製造番号

製品事故時

（キーコード）

ポイントカード

顧客情報

キーコード
(EPCコード)

実証実験用

ﾒｲﾝｼｽﾃﾑ

キーコード
(EPCコード)

検索

プログラム

トレースDB

業務データ

商品マスタ

キーコード
(EPCコード)

製造番号 ※量販店DBを代替

※実験時は量販店内に模擬設置

ミドルウェア

リーダライタ

JANコード

顧客情報

キーコード
(EPCコード)

製品安全情報
管理DB
（EPCIS）

検索プログラム
（Webﾌﾞﾗｳｻﾞ）

顧客情報
キーコード

(EPCコード) 製造番号

リーダライタ

検索

プログラム

キーコード
(EPCコード)

製造番号
キーコード

(EPCコード)

顧客情報

 

図 ２-１４ 製品所在管理に関する実証実験モデル（システム構成） 

 
 
実証実験に量販店の既存業務システムとの連携が図れることが理想ではあるが、量販店

の既存業務の妨げとならないようにすることや、量販店が独自に開発している既存業務シ

ステムを本事業の範囲で改修することは管理面や費用面等様々な面から事実上無理である

ため、既存業務システムの管理情報のうち、本実証実験に関係するものを取り扱う模擬シ

ステムを整備した。 
また、個人情報保護や売上（販売）実績等、量販店が非公開としている情報の露出を避

ける観点から、実際のデータは一切利用しないこととした。 
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（２） 電子タグの登録データ体系 
 
今回の実証実験で電子タグに登録すべきデータは、製品（個品）の特定に適用する電子

タグの識別 ID である UII（Unique Item Identifier）、である。 
「電子タグ運用標準化ガイドライン」では、UII は EPC コード体系に SGTIN を適用す

るとしていることを踏まえ、今回の実証実験では、UII に製品の製造番号を記録することを

考慮した SGTIN-198 を採用した。 
電子タグの UII とユーザメモリに登録したデータ項目仕様を表 ２-１６に示す。 

 

表 ２-１６ 実証実験における電子タグのデータ項目仕様 

# ﾊﾞﾝｸ 項   目 桁 備   考 

1 Header 8bit “STGIN-198” 

2 Filter Value 3bit Item(商品) 

3 Partition 3bit “5” 

(Company Prefix / Item Reference) 

4 Company Prefix 24bit JAN ﾒｰｶｺｰﾄﾞ 

5 Item Reference 20bit 商品ｱｲﾃﾑｺｰﾄﾞ 

6 

UII 

ｺｰﾄﾞｴﾘｱ 
EPC 

Serial Number 38bit 製造番号 

7 販売年月日 検討中 

8 修理履歴 検討中 

9 製造者名 検討中 

8 製造ﾛｯﾄ番号 検討中 

9 現在の製造工程 検討中 

8 販売店名 検討中 

9 設置年月日 検討中 

8 設置者名 検討中 

9 (製造者使用領域) 検討中 

9 (販売者使用領域) 検討中 

9 

ﾕｰｻﾞｴﾘｱ 

(正当性保証情報) 検討中 

EPCglobal の CEIAG 等で検討中 

家電実証実験では使用せず 

 
 
（３） EPCIS でのデータ管理 
 
今回の実証実験では、製品安全情報管理 DB として（製品安全情報を外部提供するイン

タフェースとして）EPCIS を適用した。 
製品安全情報管理 DB では、表 ２-１７～表 ２-２０で示すようなデータ管理を行うこと

とした。 
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表 ２-１７ 製品安全情報管理 DB でのデータ管理（１：メーカ工場出荷前） 

タグ貼り付け 梱包 出荷

R1 / メーカー 工場 R2 / メーカー 工場 R3 / メーカー 工場

製品にICタグを貼り付ける 製品を梱包する メーカー物流センターに出荷する

- Object Object Object

- Observe Observe Observe
日立様検討中（下記はサンプル）
urn:epc:id :sgtin:0614141.107340.123
45

日立様検討中（下記はサンプル）
urn:epc:id:sgtin:0614141.107340.123
45

日立様検討中（下記はサンプル）
urn:epc:id:sgtin:0614141.107340.123
45

未使用 未使用 未使用

タグ貼り付けの実行日時 梱包の実行日時 出荷の実行日時

EPCISでセット EPCISでセット EPCISでセット

ce:readpoint:PMS_M_ KADEN_MAKER:メー
カーコード-PMS_M_ FACTORY:工場コード-
PMS_M_READPOINT:R1

ce:readpoint:PMS_M_ KADEN_MAKER:メー
カーコード-PMS_M_ FACTORY:工場コード-
PMS_M_READPOINT:R2

ce:readpoint:PMS_M_ KADEN_MAKER:メー
カーコード-PMS_M_ FACTORY:工場コード-
PMS_M_READPOINT:R3

ce:bizlocation:PMS_M_ KADEN_MAKER:メー
カーコード-PMS_M_ FACTORY:工場コード-
PMS_M_READPOINT:R2

ce:bizlocation:PMS_M_ KADEN_MAKER:メー
カーコード-PMS_M_ FACTORY:工場コード-
PMS_M_READPOINT:R3

ce:bizlocation:PMS_M_ KADEN_MAKER:メー
カーコード-PMS_M_ DISTRIBUTION:物流セ
ンターコード-PMS_M_READPOINT:R4

出荷 出荷 出荷

出荷済み 出荷済み 出荷済み

bizTransaction

EPC Event Data

EventType
Action

What EPC

Why bizStep
Disposition

RecordTime

Where

ReadPoint (id)

bizLocation (id)

メーカー  工場出荷前

ステータス

物理Read Point / 拠点

オペレーション

区分け

When
eventTime

 
 
 

表 ２-１８ 製品安全情報管理 DB でのデータ管理（２：メーカ物流センター） 

入荷 出荷

R4 / メーカー 物流センター R5 / メーカー 物流センター
メーカー工場から入荷する 量販店 物流センターに出荷する

- Object Object

- Observe Observe
日立様検討中（下記はサンプル）
urn:epc:id:sgtin:0614141.107340.123
45

日立様検討中（下記はサンプル）
urn:epc:id:sgtin:0614141.107340.123
45

未使用 未使用

入荷の実行日時 出荷の実行日時

EPCISでセット EPCISでセット

ce:readpoint:PMS_M_ KADEN_MAKER:メー
カーコード-PMS_M_ DISTRIBUTION:物流セ
ンターコード-PMS_M_READPOINT:R4

ce:readpoint:PMS_M_ KADEN_MAKER:メー
カーコード-PMS_M_ DISTRIBUTION:物流セ
ンターコード-PMS_M_READPOINT:R5

ce:bizlocation:PMS_M_ KADEN_MAKER:メー
カーコード-PMS_M_ DISTRIBUTION:物流セ
ンターコード-PMS_M_READPOINT:R5

ce:bizlocation:PMS_M_STORE:量販店コード-
PMS_M_ DISTRIBUTION:物流センターコード
-PMS_M_READPOINT:R6

入荷 出荷

入荷済み 出荷済み

bizTransaction

EPC Event Data

EventType
Action

What EPC

Why bizStep
Disposition

RecordTime

Where

ReadPoint (id)

bizLocation (id)

ステータス

物理Read Point / 拠点

オペレーション

メーカー  物流センター区分け

When
eventTime
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表 ２-１９ 製品安全情報管理 DB でのデータ管理（３：量販店物流センター） 

入荷 出荷

R6 / 量販 物流センター R7 / 量販 物流センター
メーカー物流センターから入荷する 量販店 支店に出荷する

- Object Object

- Observe Observe
日立様検討中（下記はサンプル）
urn:epc:id:sgtin:0614141.107340.123
45

日立様検討中（下記はサンプル）
urn:epc:id:sgtin:0614141.107340.123
45

未使用 未使用

入荷の実行日時 出荷の実行日時

EPCISでセット EPCISでセット

ce:readpoint:PMS_M_STORE:量販店コード-
PMS_M_ DISTRIBUTION:物流センターコード
-PMS_M_READPOINT:R6

ce:readpoint:PMS_M_STORE:量販店コード-
PMS_M_ DISTRIBUTION:物流センターコード
-PMS_M_READPOINT:R7

ce:bizlocation:PMS_M_STORE:量販店コード-
PMS_M_ DISTRIBUTION:物流センターコード
-PMS_M_READPOINT:R7

ce:bizlocation:PMS_M_STORE:量販店コード-
PMS_M_BRANCH:支店コード-
PMS_M_READPOINT:R8

入荷 出荷

入荷済み 出荷済み

bizTransaction

EPC Event Data

EventType
Action

What EPC

量販店  物流センター

Why bizStep
Disposition

RecordTime

Where

ReadPoint (id)

bizLocation (id)

ステータス

物理Read Point / 拠点

オペレーション

区分け

When
eventTime

 

 
 

表 ２-２０ 製品安全情報管理 DB でのデータ管理（４：量販店店舗） 

入荷 販売

R8 / 量販 支店 R9 / 量販 支店
量販店 物流センターから入荷する 顧客に販売する

- Object Object

- Observe Observe
日立様検討中（下記はサンプル）
urn:epc:id:sgtin:0614141.107340.123
45

日立様検討中（下記はサンプル）
urn:epc:id:sgtin:0614141.107340.123
45

未使用 未使用

入荷の実行日時 販売の実行日時

EPCISでセット EPCISでセット

ce:readpoint:PMS_M_STORE:量販店コード-
PMS_M_BRANCH:支店コード-
PMS_M_READPOINT:R8

ce:readpoint:PMS_M_STORE:量販店コード-
PMS_M_BRANCH:支店コード-
PMS_M_READPOINT:R9

ce:bizlocation:PMS_M_STORE:量販店コード-
PMS_M_BRANCH:支店コード-
PMS_M_READPOINT:R9

ce:customer:PMS_M_STORE:量販店コード-
PMS_M_CUSTOMER:顧客コード

入荷 販売

在庫 販売済み

bizTransaction

EPC Event Data

EventType
Action

What EPC

量販店  支店

Why bizStep
Disposition

RecordTime

Where

ReadPoint (id)

bizLocation (id)

ステータス

物理Read Point / 拠点

オペレーション

区分け

When
eventTime
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２.３.４  公開実験の位置付け 
 
本事業においては、特に製品所在管理の仕組みの実証実験を、量販店の実店舗の一角を

拝借した公開実験の形を取って実施し、プレス及び家電業界関係者にご参加頂いた。 
実証実験の仕組みの検証自体は、例えば会議室等で情報システムを整備・設置した上で

本事業関係者がメーカ及び量販店各々の立場を模擬して情報システムを操作することで一

連の処理を実行することも可能ではあり、わざわざ量販店の実店舗での実証実験の実施が

必ずしも適切ではないのではないかという声も一部にある。 
しかし、昨今の製品事故に対する報道のような製品安全管理に関するともすれば過度と

なる負のイメージを消費者に与えるだけではなく、国や業界が製品安全管理に関する積極

的な取り組みを継続していることについても正しく報道されるような状況を作り、消費者

の理解や製品安全管理の必要性の喚起を促進するような取り組みは必要と考えられる。そ

して、消費者への訴えかけをより分かりやすくするためには、消費者が製品を購入する場

面を可能な限り実際に近い形で示し、自身がその状況下に置かれた場合を想像しやすいよ

うな提示をすることは重要である。 
また、実際に量販店の実店舗を拝借することで、特に店頭関係者との打ち合わせの場も

設定でき、現場の視点での意見を聴取しやすい状況を作り出せることも利点の一つと考え

られる。 
以上のようなことを踏まえ、本事業では実証実験を公開実験の形を取って実施した。 
なお、公開実験当日、平成 20 年 2 月 15 日（金）15 時からのＮＨＫニュースで公開実験

の模様等が報道され、また、新聞等でも記事が掲載される等、消費者への訴えかけについ

てはある程度の成果を得ることができたと考えている。 
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２.３.５  実証実験の実施者 
 
エディオン高井戸店において、実証実験を 2/15(金)（店舗開店前の３時間程度）に公開に

て実施することとした。 
実証実験の実施者を表 ２-２１に示す。 

 

表 ２-２１ 実証実験の実施者 

企業名（順不同） 役割

セットメーカ (株)日立製作所 ・実験対象製品（ビデオカメラ）の提供

量販店 (株)エディオン ・実験会場（(株)東京エディオン高井戸店）の

提供

・社員（実験参加・会場運営）の提供

ソリューションベンダ (株)日立製作所 ・電子タグ（μーChip Hibiki）の提供

・実験向けシステム（業務システム）整備

・システム操作補助

ＮＴＴコムウェア(株) ・実験向けシステム（EPCIS）整備

・システム操作補助

事務局 みずほ情報総研(株) ・本事業全般の運営

企業名（順不同） 役割

セットメーカ (株)日立製作所 ・実験対象製品（ビデオカメラ）の提供

量販店 (株)エディオン ・実験会場（(株)東京エディオン高井戸店）の

提供

・社員（実験参加・会場運営）の提供

ソリューションベンダ (株)日立製作所 ・電子タグ（μーChip Hibiki）の提供

・実験向けシステム（業務システム）整備

・システム操作補助

ＮＴＴコムウェア(株) ・実験向けシステム（EPCIS）整備

・システム操作補助

事務局 みずほ情報総研(株) ・本事業全般の運営  
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２.３.６  実証実験の実施 
 
（１） 量販店（販売カウンター）でのデータ登録 

 
量販店（販売カウンター）でのデータ登録の風景を図 ２-１５に示す。 

  
①販売カウンター                ②顧客により購買商品が持ち込まれる 

 
③顧客がポイントカードと商品を引渡す    ④店員がポイントカードにある顧客情報と

商品の製造番号を紐付けてデータ登録 

 
⑤データ登録・決済処理後、顧客へ商品を引渡す 

図 ２-１５ 量販店（販売カウンター）でのデータ登録の風景 

 



 61

（２） 量販店事務所での製品安全管理ＤＢへのデータ登録 

 
量販店事務所を想定したデータの製品安全管理 DB への登録風景を図 ２-１６に示す。 
なお、今回の実験では、製品安全管理 DB への登録は夜間バッチ等による一括登録が行

われるということを前提条件として置いているため、量販店の業務システムへの登録風景

となる。 
 

 
①量販店事務所で製品安全管理 DB（業務 DB） 
へデータを登録 

図 ２-１６ 量販店事務所を想定したデータの製品安全管理 DB への登録風景 

 
（３） メーカ事務所等での製品安全管理ＤＢのデータ検索 

 
メーカを想定した製品安全管理 DB の検索風景を図 ２-１７に示す。 

 

  
①メーカ事務所で検索対象製品を検索     ②検索対象製品の検索結果を表示 

図 ２-１７ メーカを想定した製品安全管理 DB の検索風景 

 



 62

２.３.７  実証実験の評価 
 
（１） 評価 

 
前述の通り、製品安全管理に関する今回の仕組みづくりは、「今まで存在しなかったもの

を新たに創り出す」ことに相当するため、比較評価の対象はなく、現状の業務プロセスと

新たな仕組みによる業務プロセスを定量的に評価することは困難であったため、今回の実

験での評価は、新たな仕組みづくりの各行程において、その仕組みがねらう事項・事象が

どのように実現されているかを確認・提示し、その効果を定性的に評価すると共に、モデ

ル作成の検討過程での議論や課題抽出を評価として整理することとした。 
実証実験の評価結果を表 ２-２２に示し、その詳細を以下に記述する。 

 

表 ２-２２ 実証実験の評価結果 

＃ 状況 評価項目 評価結果 更なる課題 

1 製

造

時 

情

報

登

録 

製造時の製品特定情報

と製造番号との関連付

け 

製造時に製品(個品)貼

付される電子タグの識

別 ID と製造番号を関

連付けて登録可能か？

(既存の検討結果を踏

まえて予め登録) 

 

2 量販店業務システム内

の製品購入者のポイン

トカード情報から個人

情報を読み取ることが

可能か？ 

3 

情

報

読

み

取

り 製品(個品)に貼付され

ている電子タグの識別

ID を読み取ることが

可能か？ 

4 

販

売

時 

情

報

登

録 

販売時の製品特定情報

と製品購入者情報との

関連付け 

個人情報と電子タグの

識別 ID を関連付けて

量販店業務システムに

登録することが可能

か？ 

・ 製品認識のツールが

異なる以外にポイン

トカードを持つ顧客

への製品販売手順へ

の影響は小 

・ ポイントカードを持

たない製品購入者の

個人情報取得の手間

や誤入力を懸念 

・ 電子タグ情報の読み

取り距離や梱包外か

らの読み取り等の考

慮は必要 

・ 個品特定のタイミ

ング(特に配送品) 

・ 顧客情報の正確性 

・ 非会員の個人情報

の取り扱い 

・ 転居や転売等によ

る製品所在の移動

システム整備の費

用負担構造 

5 量販店業務システムか

ら事故対象製品に関す

る情報を抽出すること

が可能か？ 

6 

情

報

登

録 

量販店による事故対象

製品に関する情報の所

在把握可能な状態への

移行 

事故対象製品に関する

抽出情報を製品安全情

報管理 DB に移行する

ことが可能か？ 

・ 迅速かつ正確な情報

移行は可能 

・ メーカからの事故対

象製品の特定条件の

与え方の規定が必要 

・ 情報移行権限をどの

ように与えるかの明

確化が必要 

7 製品安全情報管理 DB

からの製品型番・製造

期間等による検索が可

能か？ 

8 

事

故

時 

情

報

検

索 

メーカによる製品事故

対象製品の所在把握情

報の取得 

検索した事故対象製品

の所在把握情報の取得

が可能か？ 

・ 迅速かつ正確な情報

収集は可能 

・ 情報移行権限をどの

ように与えるかの明

確化が必要 
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１）製造時の製品特定情報と製造番号との関連付け 
 
ア）製造時に製品（個品）に貼付される電子タグの識別 ID と製造番号を関連付けた登録 

製造時での電子タグの識別 ID と製造番号との関連付けについては、平成 18 年度「電子

タグを活用した流通・物流の効率化実証実験事業」で製品流通時における情報登録が可能

であること等、その効果を確認済みであることを踏まえ、本実験では当該場面に該当する

データを製品安全情報管理 DB（EPCIS）に予め登録したことを確認することで評価に代え

ることとした。 
検証項目の検討・評価においては、（本実証実験での前提・仮定の一つである）製品（個

品）への電子タグの貼付の早期実施の必要性、及び電子タグの確実な読み取りを実現する

個品タグ貼付方法の検討が必要であることも挙げられた。 
実証実験モデルに限らず、電子タグを利活用した製品ライフサイクル管理における仕組

みづくりの基本は製品（個品）の製造時での電子タグの貼付であり、製品ライフサイクル

管理の一環である製品安全管理の観点からも早期の製品（個品）への電子タグの貼付が望

まれる。 
 
２）販売時の製品特定情報と製品購入者情報との関連付け 
 
ア）量販店業務システム内の製品購入者のポイントカード情報からの個人情報の読み取り 
実証実験モデルでは、量販店業務システムでの情報の取り扱いを模擬する情報システム

を整備した。また、ポイントカードとしてもバーコード形式のものを模擬したカードを用

意した。そして、模擬システムに接続したバーコードリーダで模擬カードのバーコードを

読み込み、模擬システム内の個人情報を読み取る一連の処理を確認した。 
なお、この場面は、実運用においては量販店の既存の業務システムでのポイントカード

情報読み込み機能で実現するものであり、ポイントカード情報の読み取り形式はバーコー

ドの他に磁気スキャン、リライト式、IC カード等に適宜置き換わることになるが、どの形

式にせよ、既存の業務システムが実稼働中であることから、問題なく整備できることは明

らかである。 
検証項目の検討・評価においては、各量販店でポイントカードの有無やその情報管理項

目、情報の正確性等の差異があり、全ての量販店で実証実験モデルと同様の方式での製品

購入者情報が取得できるとは限らないという課題が挙げられた。この課題については第３

章 で検討する。 
 
また、ポイントカードを持たない製品購入者の個人情報を取得する一方策として、模擬

システムに直接個人情報を入力する機能を用意しておき、量販店店員が口頭で製品購入者

に問いかける形で個人情報を聞き取り、量販店店員がシステムに入力して個人情報を登録
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する一連の処理を確認した。 
個人情報のシステムへの直接入力について、実証実験実施時に実際に販売カウンターに

入る店員の方等に意見聴取を行い、以下のような評価を得た。 
 
① ポイントカードを持つ製品購入者への製品販売手順は、製品認識がバーコードから

電子タグのリーダライタに変わるというツールの違い以外は基本的には現行と同様

と考えられる。 
② 消費者からの情報取得やシステム入力に時間を要する点や誤入力のリスクが懸念さ

れる。 
③ 消費者からの個人情報取得手段として紙等の媒体を利用した場合、その媒体自体も

個人情報管理の対象となるため注意が必要である。 
 
上記②については、既に行われている配送先の指定や新規会員登録の手続きと併せて実

施し、事業者や消費者の手間を省く等の方策によって解決が図れるものと思われる。 
上記③については、紙等の媒体管理と共に、ここで取り扱う消費者の個人情報がポイン

トカード作成時の個人情報の取り扱いに関する規約と同等のものとできるか、また、この

個人情報の管理主体が誰になるのかという課題となる。この課題については第３章 で検討

する。 
 
イ）製品（個品）に貼付されている電子タグからの識別 ID の読み取り 
実証実験モデルでは、電子タグを液晶モニタ部に内蔵したカムコーダに対して、液晶モ

ニタ部近くからリーダライタを用いて電子タグの識別 ID 等を読み取り、リーダライタのモ

ニタ表示で読み取り情報を確認した。 
 
リーダライタによる電子タグ情報の読み取りについて、実証実験実施時に実際に販売カ

ウンターに入る店員の方等に意見聴取を行い、以下のような評価を得た。 
 
① リーダライタの画面操作感には特に抵抗感はない。 
② 電子タグ内蔵位置へのリーダライタの読み取り部の近づけ方が難しい。慣れに若干

の時間を要する。 
③ 製品販売時の開封確認はメーカからの出荷状態に依存する。従って、製品を常に箱

から出せるとは限らず、箱越しのリーダライタによる読み取りも考慮しなければな

らない。この時、読み取り位置の特定が難しいと問題になる。 
④ 今回の実験のようにバーコードリーダと電子タグのリーダライタを２つ使用するこ

とは販売カウンターの環境面や操作の煩雑さから望ましくない。 
⑤ 電子タグ情報の読み取りができなかった場合のバックアップ機能が必要か。 
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この内、②及び③については、本実験での条件付けの一つである電子タグ－リーダライ

タ間の読み取り・書き込みの距離に依存しており、仮に使用電波を強めることで問題は解

消するものと思われる。ただし、ウ）については、電子タグ－リーダライタ間の読み取り・

書き込みの距離の問題だけでなく、製品本体の電子タグ貼付（または内蔵）位置と外箱と

の位置関係に依存し、また、外部からの衝撃等の緩衝のために外箱と製品本体がある程度

の距離を持つ点等も問題となっている。 
このような場合は、特に適切な位置でのリーダライタによる読み取り・書き込みを行わ

なければならず、そのための外箱へのガイド（どこにリーダライタを当てるべきか等）の

明示や、そのガイドのメーカ全体での規格化（リーダライタを当てる位置のマーク指定等）

を行っておき、複数メーカの製品を販売する量販店での混乱を抑えるような配慮も必要に

なるものと思われる。 
また、検証項目の検討・評価においては、製品が販売カウンターに持ち込まれず、購入

手続後に配送センター等から指定の住所に配送される製品（配送品）については、電子タ

グ内の情報の読み取りをどこで行えるかという課題が挙げられた。この課題については第

３章 で検討する。 
 
ウ）顧客情報と電子タグの識別 ID を関連付けた量販店業務システムへの登録 

実証実験モデルでは、量販店業務システムでの情報の取り扱いを模擬する情報システム

を整備し、顧客情報と電子タグの識別 ID を関連付けた量販店業務システムへの登録の場面

を確認した。 
なお、この場面は、実運用においては量販店の既存の業務システムでの顧客の購入製品

情報の登録機能で実現するものであるが、現行の購入製品情報のレコードに電子タグの識

別 ID（必要であればその他の電子タグ内情報についても同様）を新たに追加する必要があ

り、そのコスト負担をどう考えるかという課題が挙げられた。この課題については第３章 
で検討する。 
 
３）量販店による事故対象製品に関するデータの所在把握可能な状態への移行 
 
ア）量販店業務システムからの事故対象製品に関するデータの抽出 
実証実験モデルでは、量販店業務システムでの情報の取り扱いを模擬する情報システム

を整備し、メーカから事故対象製品の型番・製造期間に関する情報の連絡を受けたという

仮定の下、システムに製品型番及び製造期間を入力して事故対象製品に関する登録データ

の一覧を表示させる一連の処理を確認した。 
なお、この場面は、実運用においては量販店の既存の業務システムでの顧客の購入製品

情報の検索機能で実現するものであるが、電子タグの識別 ID（必要であれば登録されたそ
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の他の電子タグ内情報についても同様）の抽出機能を新たに追加する必要があり、そのコ

スト負担をどう考えるかという課題が挙げられた。この課題については第３章 で検討する。 
また、メーカから取得する事故対象製品の型番・製造期間に関する情報の連絡手段やデ

ータフォーマット等を規定することも一案との課題も挙げられた。各量販店での情報シス

テムの整備状況等に併せて検討を進めることも必要である。 
 
イ）抽出したデータのみの製品安全情報管理 DB（EPCIS）への移行 
実証実験モデルでは、量販店業務システムでの情報の取り扱いを模擬する情報システム

を整備し、上記で抽出した事故対象製品に関する登録データを、既に移行されているもの

を除いて製品安全情報管理 DB（EPCIS）に移行する一連の処理を確認した。 
なお、この場面は、実運用においては量販店管理下への製品安全情報管理 DB（EPCIS）

の配置及び量販店業務システムと製品安全情報管理 DB（EPCIS）との通信機能の整備が必

要となり、そのコスト負担をどう考えるかという課題が挙げられた。この課題については

第３章 で検討する。 
 
４）メーカによる製品事故対象製品の所在把握情報の取得 
 
ア）製品安全情報管理 DB（EPCIS）からの製品型番・製造期間による検索 
実証実験モデルでは、製品安全情報管理 DB の検索を可能とする情報システムを整備し、

メーカが予め把握していると仮定した事故対象製品の製造型番・製造期間を検索条件とし

て製品安全情報管理 DB 内の登録データを検索する一連の処理を確認した。 
 
イ）検索した事故対象製品の製品所在情報の把握 
実証実験モデルでは、上記で製造型番・製造期間を条件とした製品安全情報管理 DB 内

の登録データの検索結果から、製品所在情報としての必要項目を画面表示する一連の処理

を確認した。 
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（２） 試算 

 
ある製品が量販店で販売される場面で製品所在把握のための情報管理が行われたと仮定

した時の製品所在把握率の試算を式２-１により行った。 
 

G＝（M＋（100－M）×N）×（100－E）×S   ・・・式２－１ 
G：量販店経由で販売された製品の所在把握率[%] 
M：会員化率（各量販店での会員化率の平均値）[%] 
N：製品安全管理のための個人情報の提示を了解する非会員の比率[%] 
E：会員情報の誤情報登録率[%] 
S：量販店での販売シェア率（各量販店での販売シェア率の合算値）[%] 

 
・ M：会員化率（各量販店での会員化率の平均値）[%] 
量販店関係者からの聞き取り等に拠れば、発行時に個人情報の申告が必要なポイントカ

ードの発行率「会員化率」は 60～70%という量販店が多いとのことである。 
しかし、個人情報の申告が不要であったり、ポイントカードを発行していない量販店が

あることも考慮する必要がある。この場合、会員化率としては 0%と見なせる。 
以上を考慮して、ここでは、各量販店の会員化率の平均値 M を 60%と置く。 

 
・ N：製品安全管理のための個人情報の提示を了解する非会員の比率[%] 
実証実験モデルでもその一方策を示した通り、各量販店の非会員が製品購入時に製品安

全管理のための個人情報の提示を了解すれば、把握率の増大化に寄与することになる。 
ここでは、二人に一人は難色を示すと考え、仮に製品安全管理のための個人情報の提示

を了解する非会員の比率 N を 50%と置く。 
※ 消費者へのグループインタビューで製品安全管理のための個人情報の管理については

かなり良好な理解を得られているが、ここでは安全側の値を設定する。 
 
・ E：会員情報の誤情報登録率[%] 
各量販店の会員情報については、情報漏洩リスクの回避等をねらって、敢えて誤情報を

登録する消費者が存在することが推察される。非会員の個人情報の提示においても誤情報

申告の懸念は同様にある。 
ここでは、消費者へのグループインタビューでポイントカード作成時に正確な情報を登

録しないという回答が少なかったことを踏まえ（1／30 人、電話番号の未記載）、会員情報

の誤情報登録率 E を 10%と置く。 
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・ S：量販店での販売シェア率（各量販店での販売シェア率の合算値）[%] 
「家電流通データ総覧 2007」（RIC）に拠れば、家電製品の量販店での販売シェア率は表 

２-２３のようになっている。家電リサイクル４品目（冷蔵庫、洗濯機、エアコン、TV）の

うち、冷蔵庫及び洗濯機の量販店シェア率は 80%前後と非常に高いことが見てとれる。一

方、エアコンは電材･住設機器店での販売シェア率も高く、量販店での販売シェア率は冷蔵

庫及び洗濯機と比較すると低くはなるが、それでもほぼ 50%という値となっている。 
 

表 ２-２３ 家電製品の量販店シェア率                  

（「家電流通データ総覧 2007」より抜粋、平成 17 年度の値） 

品   目 シェア率[%] 備   考 

冷蔵庫 77.7  

洗濯機 77.7  

エアコン 49.2 電材･住設機器店 24.3[%] 

ＴＶ (未記載)  

ビデオカメラ 84.2  

電子レンジ 74.8  

38 品目 60.6 ＴＶ、冷蔵庫、洗濯機、エアコン、ＰＣ、デジカメ等 

 
 
ここで、 

M＝60[%]：ある量販店での会員化率の概算値 
N＝50[%]：2 人に 1 人は拒否と仮定 
E＝10[%]：クレジットカード機能付ポイントカードの普及やグループインタビ

ューの結果を踏まえ仮定 
S＝78[%]：「家電流通データ総覧 2007」による冷蔵庫の量販店での販売シェア

率 
と置くと、量販店経由で販売された製品の所在把握率 G は、 

G＝（M＋（100－M）×N）×（100－E）×S 
 ＝（60[%]＋（100[%]－60[%]）×50[%]）×（100[%]－10[%]）×78[%] 
 ＝56.2[%] 

となる。 
※ 各量販店が仕入れた製品が全て消費者に販売され量販店内に在庫がないと仮定 
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２.４  製品状態管理（ガス機器）の仕組みの実証実験の実施 
 
２.４.１  実証実験の評価項目 
 
製品側に記録する情報による製品の状態把握及び複数の事業者による製品修理の履歴管

理に関する仕組みづくりに着目し、電子タグを利活用した情報システムの適用による一方

策を評価することが本実験の目的である。 
実証実験の評価項目を表 ２-２４に示す。 
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表 ２-２４ 実証実験の評価項目 

# 状況 評価項目 評価内容 
1 電子タグに格納された前

回修理情報の取得 
電子タグから前回修理情報を正確か

つ迅速に取得することが可能か？ 
2 

状態把握 

前回修理情報を用いた製

品安全情報管理 DB の検

索による詳細情報の取得 

電子タグ内の情報を用いて製品安全

情報管理 DB を検索することにより

前回修理の詳細情報を取得すること

が可能か？ 
※ 電子タグのメモリ容量に制約が

なく様々な情報が登録できると

仮定した場合、このような仕組

みにより効果的な製品状態把握

は可能となるか？ 
※ どのような情報が電子タグ側ま

たは DB 側に格納されていると

効果的か？ 
※ 運用面、制度面等でどのような

課題があるか？ 

3 今回修理情報の電子タグ

への登録 
今回修理情報を電子タグに正確かつ

迅速に登録することが可能か？ 
4 

情報登録 

製品安全情報管理 DB へ

の情報登録 
今回修理情報を製品安全情報管理

DB に正確かつ迅速に登録すること

が可能か？ 
5 リーダライタの操作性 電子タグリーダライタのサイズ・重

量・持ちやすさやソフトウェアの操

作性は適切か？ 
※ 修理現場への訪問の実際(交通

手段や手荷物等)を踏まえた許

容範囲は？ 
6 

ツール 

製品安全情報管理 DB の

操作性 
製品安全情報管理 DB による情報検

索の操作性は適切か？ 
7 

修理 

タグ貼付 電子タグの貼付位置 電子タグの貼付位置は適切か？ 
8 状態把握 検索対象製品情報(一覧)

の取得 
製品の状態を示す一覧表を正確かつ

迅速に取得することが可能か？ 
※ DB に様々な情報が登録できる、

または既存の業務システムとの

情報共有が可能になる等を仮定

した場合、このような仕組みに

より効果的な製品状態把握は可

能となるか？ 
※ どのような情報が DB 側に格納

されていると効果的か？ 
※ 運用面、制度面等でどのような

課題があるか？ 
9 

事故時 

運用 検索者の適切性 事故対応時の検索者としてどのよう

な立場(修理の実務者や事業者の品

証担当者等)を想定すべきか？ 
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２.４.２  実証実験のシナリオ 
 
ガス実証実験のシナリオを表 ２-２５に示す。 

 

表 ２-２５ ガス実証実験のシナリオ 

# 場面設定 内容 備考 

1 住宅など（社宅） 修理履歴状況の把握 初めて修理作業を行う場合 
2 住宅など（社宅） 修理履歴状況の把握 2 回目以降修理作業を行う場合 

3 ガス事業者事務所 ガス事業者（事務所での製品

安全管理DBへのデータ登録）

 

4 ガス事業者事務所 ガス事業者（事務所での製品

安全管理DBへのデータ検索）

 

 
表 ２-２５中＃1～4 の実証実験のシナリオの内容を表 ２-２６～表 ２-２９に示す。 
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表 ２-２６ 実証実験のシナリオ                    

＃1－修理履歴状況の把握：初めて修理作業を行うケース 

NO イメージ図 内   容 

１  

 

 

 

 

 

 

 

・ 修理員Ａが消費者Ａ宅（社宅）に訪問。

・ 修理員Ａが消費者Ａに対して修理対象

となる機器の設置状況を確認する。 

※ 場所は東京ガス千住テクノステーショ

ン近隣にある東京ガス社員社宅。製品は

屋外にある給湯器（個品タグが貼付され

ている）。 

２  ・ 修理員Ａは、まず消費者に対して「製品

安全管理のために、製品の修理履歴に係

る情報を登録いたします。この情報は、

有事の際や緊急時に使用されることが

あります。」との旨が記述された書面（模

擬）を元に説明し理解を得る。 

３  ・ 修理員Ａは、初めにハンディリーダ/ラ

イタにより、機器に貼付されている電子

タグの中に「前回修理履歴情報」が入っ

ていないかどうかということについて

事前確認を行う【タグに前回修理年月

日、修理事業者、修理コードなどのデー

タが登録されていないことを確認】。 

４  ・ 修理員Ａは、修理作業を実施する（模擬

的に実施する）。 

修理員
Ａ

修理員
Ａ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

住宅など あの製品
ですね?

はい!

製品 タグ

修理員
Ａ

修理員
Ａ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

住宅など

消費者安全管理のための修
理情報の取り扱いについて

・製品事故時に事業者/メーカ

が使う・・・・・

OK?OK!

修理員
Ａ

修理員
Ａ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

製品

タグ

住宅など

前回修理履歴
情報が入って
いないか確認

修理員
Ａ

修理員
Ａ

製品

タグ

住宅など
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（続き） 

NO イメージ図 内   容 

５  ・ 修理作業が完了後、「今回修理情報」を

ハンディリーダ／ライタにて電子タグ

に登録する【#4 電子タグへのデータ登

録：ハンディリーダ/ライタのキーから、

今回修理した年月日、修理事業者名、実

施した修理に該当する修理コードを入

力する。-#6/#7】。 

６  ・ 修理員Ａは、今回修理情報の登録後、登

録した情報が読み取れるかどうかとい

うことについて確認を行う【#4 電子タ

グから登録データを読取る：今回修理年

月日、修理事業者、修理コードが読み取

れるかどうか確認する。-#6/#7】。 

・ 上記の情報が正確に登録されているこ

とが確認されたら、次のプロセスへ。登

録されていない場合は 5を再実施。 

７  

 

 

 

 

 

 

 

・ 修理員Ａは、今回修理情報を別途記録す

る必要がある場合はこれを行う（システ

ム外処理）。 

・ 事務手続きが完了し次第退去する。 

※ 記録票の起票を行って、消費者Ａから修

理作業完了印などをもらう等の作業が

考えられる。 

 

 

修理員
Ａ

修理員
Ａ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

修理作業
完了印等

今回修理作業
履歴情報の記

録ｏｒ起票

住宅など

修理員
Ａ

修理員
Ａ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

製品 タグ

住宅など

今回修理
履歴情報

修理員
Ａ

修理員
Ａ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

製品 タグ

住宅など

今回修理
履歴情報

今回修理年
月日、修理
事業者、修
理コードの
登録確認
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表 ２-２７ 実証実験のシナリオ                     

＃2－修理履歴状況の把握：２回目以降に修理作業を行うケース 

NO イメージ図 内   容 

１  

 

 

 

 

 

 

 

・ 修理員Ｂが消費者Ａ宅（社宅）に訪問。

・ 修理員Ｂが消費者Ａに対して修理対象

となる機器を確認する。 

※ 製品は屋外にある給湯器（個品タグが貼

付されている）。 

２ 

 

・ 修理員Ｂは、まず消費者に対して「製品

安全管理のために、製品の修理履歴に係

る情報を登録いたします。この情報は、

有事の際や緊急時に使用されることが

あります。」との旨が記述された書面（模

擬）を元に説明し理解を得る。 

 

修理員
Ｂ

修理員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

住宅など あの製品
ですね?

はい!

製品 タグ

修理員
Ａ

修理員
Ａ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

住宅など

消費者安全管理のための修
理情報の取り扱いについて

・製品事故時に事業者/メーカ

が使う・・・・・

OK?OK!
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（続き） 

NO イメージ図 内   容 

３  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 修理員Ｂが、給湯器にタグが貼付されて

いる部分にハンディリーダ／ライタを

近づけ、電子タグから前回修理履歴に関

する情報を確認する【#1 登録データの

読み出し：迅速かつ正確な内容（前回修

理年月日、修理事業者、修理コード）が、

読み出されるかどうか確認する。今回修

理履歴情報（修理年月日、修理事業者、

修理コード）の登録が①2 回目にも関わ

らず 1回目の情報が登録されていない。

②メモリ領域に既に 2 回、3 回分の情報

の登録があるかどうかなどの基準から

確認する】。 

４ 【拡張的な作業：任意で実施】 

 

 

 

 

 

 

 

・ 修理員Ｂは、詳細な前回修理履歴情報の

取得のため、製品安全情報管理ＤＢ（Ｅ

ＰＣＩＳ）に問合せを行う。 

・ 修理員Ｂは、問い合わせた詳細な前回修

理履歴情報を取得する。 

※ このステップ実施の判断基準としては、

電子タグメモリにある修理コードの情

報のみでは判断ができない場合などに

実施する（修理時にさらに詳細な前回修

理履歴情報を要する場合に実施）。 

５  ・ 携帯 PC 端末などから、検索条件（製造

番号）により、個品修理履歴情報を問合

せて情報の取得を行う【#2/#3 登録デー

タの読み出し：前回修理年月日、修理事

業者、修理コード、営業日報内のコメン

ト or 詳細修理コメントなどが、迅速か

つ正確に読み出せるか確認する】。 

 

修理員
Ｂ

修理員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

詳細修理
履歴情報

住宅など

共有ＤＢ
（ＥＰＣＩＳ）

詳細修理履歴
情報問合せ

修理員
Ｂ

修理員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

製品 タグ

住宅など

前回修理
履歴情報

修理員
Ｂ

修理員
Ｂ

住宅など

・前回修理年月日
・修理事業者
・修理コード
・営業日報内コメント
・詳細修理コメント

PCから検索条
件（修理年月
日・修理事業
者・修理コー
ド）を入力
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（続き） 

NO イメージ図 内   容 

６  ・ 修理員Ｂは修理作業を実施する（模擬的

に実施）。 

７  ・ 修理作業が完了後、今回修理情報をハン

ディリーダ／ライタにて、電子タグに登

録する【#4 電子タグへのデータ登録：

ハンディリーダ/ライタのキーから、今

回修理した年月日、修理事業者名、実施

した修理に該当する修理コードを入力

する。-#6/#7】。 

８  

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 修理員Ｂは、今回修理情報の登録後、登

録した情報が読み取れるかどうかとい

うことについて確認を行う【#4 電子タグ

からの登録データの読み出し：今回修理

年月日、修理事業者、修理コードが読み

出されるかどうかを確認する。-#6/#7】。

・ 上記の情報が正確に登録されているこ

とが確認されたら、次のプロセスへ。登

録されていない場合は、6を再実施。 

 

修理員
Ｂ

修理員
Ｂ

製品

タグ

住宅など

修理員
Ｂ

修理員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

製品 タグ

住宅など

今回修理
履歴情報

今回修理年
月日、修理
事業者、修
理コードの
登録確認

修理員
Ｂ

修理員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

製品 タグ

住宅など

今回修理
履歴情報
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（続き） 

NO イメージ図 内   容 

９  

 

 

 

 

 

 

 

・ 修理員Ｂは、今回修理情報を別途記録す

る必要がある場合はこれを行う（システ

ム外処理）。 

・ 事務手続きが完了し次第退去する。 

※ 記録票の起票を行って、消費者Ａから修

理作業完了印などをもらう等の作業が

考えられる。 

 
 

修理員
Ｂ

修理員
Ｂ

消費者
Ａ

消費者
Ａ

修理作業
完了印等

今回修理作業
履歴情報の記

録ｏｒ起票

住宅など
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表 ２-２８ 実証実験のシナリオ                     

＃3－ガス事業者事務所での製品安全管理 DB へのデータ登録 

NO イメージ図 内   容 

１  

 

 

 

 

 

 

 

・ 修理員Ａは、事務所帰社後に行う日報等

の作成・入力作業に併せ、業務システム

に今回修理履歴情報の詳細記録を行う。

※ 実施場所は、実験を効率的に行う観点か

ら、東京ガス社員社宅内の一角を事務所

と見立てて設置する。 

２  

 

 

 

 

 

 

 

・ 出張修理情報登録システムを起動す

る。修理員Ａ／社員Ａは、所定のログイ

ン ID とパスワードで登録プログラムに

ログインする【#5 登録オペレーション：

ID とパスワードにより、登録プログラム

へ正確かつ負荷なくログインできるか

を確認する】。 

３  

 

 

 

 

 

 

 

・ 修理員Ａは、端末の脇にある周辺機器

（クレードル）にハンディリーダ/ライ

タを差込み、今回修理履歴情報（登録デ

ータ）取込みの準備をする（消費者Ａ宅

の給湯器貼付の電子タグに登録したデ

ータの取り込みを行う）。 

 

修理員
Ａ

修理員
Ａ

ログイン

データ登録
プログラム

ガス事業者事務所

修理員
Ａ

修理員
Ａ

今回修理履歴情報の
詳細を入力
（業務日報等の情報
の入力と同時に実施）

業務
システム

ガス事業者事務所

修理員Ａ
／社員Ａ
修理員Ａ
／社員Ａ

ガス事業者事務所

取り込み準備

データ登録
プログラム

クレードル
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（続き） 

NO イメージ図 内   容 

４  ・ 修理員Ａは、データ登録プログラムで

「データ登録」ボタンを押下し、出張修

理情報登録システムへのデータ登録を

実施【#5 出張修理情報登録システムへの

データ登録：今回修理年月日、修理事業

者、修理コードなどの情報が、迅速かつ

正確に登録されることを確認する】。 

・ 製品安全情報管理 DB へのデータ登録は

夜間バッチを想定する。 

 
 

修理員
Ａ

修理員
Ａ

検索製品データを
製品安全情報管理
DB（EPCIS）に登録

データ登録
プログラム

ガス事業者事務所

クレードル
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表 ２-２９ 実証実験のシナリオ                     

＃4－ガス事業者（事務所での製品安全管理 DB へのデータ検索） 

NO イメージ図 内   容 

１  

 

 

 

 

 

 

 

・ 状態把握対象製品の製品型番･製造番号

が明らかになった後（「検索対象製品リ

スト」）、修理員Ａ／社員Ａは、所定のロ

グイン ID とパスワードで検索プログラ

ムにログインする【#10 検索オペレーシ

ョン：ID とパスワードにより、検索プロ

グラムへ正確にログインできるかどう

かを確認する】。 

２  

 

 

 

 

 

 

 

・ 修理員Ａ／社員Ａが、製品状態を確認す

べき製造番号が記載されたCSVファイル

を投入し、検索結果を表示する。 

 

３  

 

 

 

 

 

 

 

・ 修理員Ａ／社員Ａが、各社の業務プログ

ラムで、例えば「検索対象の製品リスト」

を見ながら、品番及び製造年月日（期間）

を設定して製造番号＋製品修理情報検

索を実施するなどの行動が続くことが

考えられる【＃10 検索対象製品情報（一

覧）の取得：検索対象製品情報が、迅速

かつ正確に取得できるかを確認する】。

※ 上記以降、自社製品へのアクションへと

対応できるようになる。 

 

※ 今回の実験の際に使用した詳細なシナリオは、操作方法と合わせて作成した「実験シナ

リオマニュアル（別添参考資料）」を参照されたい。 

 

 

修理員Ａ
／社員Ａ
修理員Ａ
／社員Ａ

ガス事業者事務所

ログイン

検索
プログラム

メーカ・品番・期
間で製品修理履

歴情報検索

検索対象製品
の一覧（製造
番号・製品修
理履歴情報）

を表示

ガス事業者事務所

修理員Ａ
／社員Ａ
修理員Ａ
／社員Ａ

検索
プログラム

 

修理員Ａ
／社員Ａ
修理員Ａ
／社員Ａ

CSVファイル
をアップロード

検索
プログラム

検索結果を確
認（表示確認）

ガス事業者事務所
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２.４.３  実証実験の情報システム 
 
（１） 情報システムの構成 
 
前述の評価項目を検証するための実証実験向け情報システムを整備した。 
本実証実験における情報システムの構成を図 ２-１８に示す。 

 

ガス機器メーカ・ガス事業者

トレース
DB

製品

製品安全情報
管理DB
（EPCIS）

タグ

業務データ

製品リスト
(製造番号リスト)

製造番号

製造番号

実証実験用

ﾒｲﾝｼｽﾃﾑ

キーコード
(EPCコード)

検索

プログラム

※実験時はガス事業者に設置

修理情報

キーコード
(EPCコード)

修理情報
キーコード

(EPCコード) 製造番号

リーダライタ

修理情報

製造番号

修理情報

ガス機器メーカ・ガス事業者

トレース
DB

製品

タグ

業務データ

製造番号

実証実験用

ﾒｲﾝｼｽﾃﾑ

キーコード
(EPCコード)

検索

プログラム

修理情報

キーコード
(EPCコード)

リーダライタ

修理情報

製造番号

修理情報

製品安全情報
管理DB

（EPCIS）

修理情報

検索プログラム
（Webﾌﾞﾗｳｻﾞ）

キーコード
(EPCコード)

キーコード
(EPCコード)

 

図 ２-１８ 製品状態管理に関する実証実験モデル（システム構成） 

 
実証実験にガス機器メーカ及びガス事業者の既存業務システムとの連携が図れることが

理想ではあるが、ガス機器メーカ及びガス事業者の既存業務の妨げとならないようにする

ことや、ガス機器メーカ及びガス事業者独自に開発している既存業務システムを本事業の

範囲で改修することは管理面や費用面等様々な面から事実上無理であるため、既存業務シ

ステムの管理情報のうち、本実証実験に関係するものを取り扱う模擬システムを整備した。 
また、個人情報保護や管理実績等、ガス機器メーカ及びガス事業者が非公開としている

情報の露出を避ける観点から、実際のデータは一切利用しないこととした。 
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（２） 電子タグの登録データ体系 
 
今回の実証実験で電子タグに登録すべきデータは、製品（個品）の特定に適用する電子

タグの識別 ID である UII（Unique Item Identifier）、及び修理履歴に関する各項目である。 
「電子タグ運用標準化ガイドライン」では、UII は EPC コード体系に SGTIN を適用す

るとしていることを踏まえ、今回の実証実験では、UII に製品の製造番号を記録することを

考慮した SGTIN-198 を採用した。 
電子タグの UII とユーザメモリに登録したデータ項目の詳細を表 ２-３０に示す。 

 

表 ２-３０ 実証実験における電子タグのデータ項目仕様 

# ﾊﾞﾝｸ 項   目 桁 備   考 

1 Header 8bit “STGIN-198” 

2 Filter Value 3bit Item(商品) 

3 Partition 3bit “5” 

(Company Prefix / Item Reference) 

4 Company Prefix 24bit JAN ﾒｰｶｺｰﾄﾞ 

5 Item Reference 20bit 商品ｱｲﾃﾑｺｰﾄﾞ 

6 

UII 

ｺｰﾄﾞｴﾘｱ 
EPC 

Serial Number 38bit 製造番号 

7 修理履歴 1：修理会社 16byte 会社ｺｰﾄﾞ(本実験向けに適宜設定) 

8 修理履歴 1：修理年月日 12byte  

9 修理履歴 2：修理内容 8byte 修理ｺｰﾄﾞ(本実験向けに適宜設定) 

8 修理履歴 2：修理会社 16byte 会社ｺｰﾄﾞ(本実験向けに適宜設定) 

9 修理履歴 2：修理年月日 12byte  

8 修理履歴 3：修理内容 8byte 修理ｺｰﾄﾞ(本実験向けに適宜設定) 

9 修理履歴 3：修理会社 16byte 会社ｺｰﾄﾞ(本実験向けに適宜設定) 

8 

ﾕｰｻﾞｴﾘｱ 

修理履歴 3：修理年月日 12byte  

 
 
（３） EPCIS でのデータ管理 
 
今回の実証実験では、製品安全情報管理 DB として（正確には製品安全情報を外部提供

するインタフェースとして）EPCIS を適用した。 
製品安全情報管理 DB では、表 ２-３１で示すようなデータ管理を行うこととした。 
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表 ２-３１ 製品安全情報管理 DB でのデータ管理 

修理履歴

修理完了

未使用

ガス機器の修理完了

- Object

- Observe（固定）

日立様検討中（下記はサンプル）
urn:epc:id:sgtin:0614141.107340.12345

未使用

修理日時

未使用

未使用

ce:fix:PMS_M_REPAIR_COMPANY:コード番号-PMS_M_REPAIR_CD:コード番号

未使用

拡張部分 修理詳細　ce:gas:detail:PMS_M_REPAIR_COMPANY:コード番号-RMS_TRACEABILITY:詳細メモ

bizLocation (id)

bizTransaction

When
eventTime

gas:detail

EventType

EPC Event Data

Action

What EPC

区分け

Why bizStep

Disposition

RecordTime

Where

ReadPoint (id)

ステータス

物理Read Point / 拠点

オペレーション
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２.４.４  実証実験の実施者 
 
東京ガス株式会社千住社員寮において、実証実験を 2/6(水)及び 2/7（木）の２日間で実施

した。 
実証実験の実施者を表 ２-３２に示す。 

 

表 ２-３２ 実証実験の実施者 

企業名（順不同） 役割

ガス機器メーカ

ガス事業者

(株)ノーリツ

リンナイ(株)
東京ガス(株)
大阪ガス(株)
東邦ガス(株)

・実験環境（住宅及び給湯器）の提供

（東京ガス）

・修理員の実験参加（全社）

ソリューションベンダ (株)日立製作所 ・電子タグ（μーChip Hibiki）の提供

・実験向けシステム（業務システム）整備

・システム操作補助

ＮＴＴコムウェア(株) ・実験向けシステム（EPCIS）整備

・システム操作補助

事務局 みずほ情報総研(株) ・本事業全般の運営

企業名（順不同） 役割

ガス機器メーカ

ガス事業者

(株)ノーリツ

リンナイ(株)
東京ガス(株)
大阪ガス(株)
東邦ガス(株)

・実験環境（住宅及び給湯器）の提供

（東京ガス）

・修理員の実験参加（全社）

ソリューションベンダ (株)日立製作所 ・電子タグ（μーChip Hibiki）の提供

・実験向けシステム（業務システム）整備

・システム操作補助

ＮＴＴコムウェア(株) ・実験向けシステム（EPCIS）整備

・システム操作補助

事務局 みずほ情報総研(株) ・本事業全般の運営  

 
 
なお、各社の実証実験のケースは表 ２-３３の通りである。 

表 ２-３３ 実証実験のケース 

修理 
1 回目 2 回目 

実験 
ｹｰｽ 

ﾀｸﾞへの今回修理情報の新規

登録 
ﾀｸﾞ内登録情報の参照及び今

回修理情報の追加登録 

作業事後評価 

1 東京ガス － － 
2 大阪ガス － － 

1 

3 東邦ガス － － 
1 東京ガス リンナイ 東京ガス 
2 大阪ガス リンナイ 大阪ガス 
3 東邦ガス ノーリツ 東邦ガス 
4 リンナイ 東邦ガス リンナイ 
5 ノーリツ 東京ガス  

2 

6 ノーリツ 大阪ガス ノーリツ 
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２.４.５  実証実験の実施 
 
（１） 修理履歴状況の把握：初めて修理作業を行うケース 

 
住宅等（社宅）での修理履歴状況把握の風景を図 ２-１９に示す。 

 

     
①修理現場       ②前回修理情報を確認し修理作業（模擬）を実施 

   
           ③タグへの今回修理情報を登録 

図 ２-１９ 住宅等（社宅）での修理履歴状況把握の風景 
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（２） 修理履歴状況の把握：２回目以降に修理作業を行うケース 

 
住宅等（社宅）での２回目以降の修理履歴状況把握の風景を図 ２-２０に示す。上記の模

様①～②までは全く同じプロセスで実施しているが、これ以降のプロセスで（１）と異な

る点は、以下の詳細修理履歴情報の検索というプロセスが入ることである。 
 

   
修理履歴検索システムによる詳細修理履歴情報の検索 

図 ２-２０ 住宅等（社宅）での２回目以降の修理履歴状況把握の風景 

 
（３） ガス事業者事務所での製品安全管理ＤＢへのデータ登録 

 
ガス事業者の事務所での業務 DB へのデータ登録風景を図 ２-２１に示す。 
なお、今回の実験では、製品安全管理 DB への登録は夜間バッチ等による一括登録の想

定のため、ガス事業者の業務システムへの登録風景となる。 

   

業務システムへ修理履歴情報を登録 

図 ２-２１ ガス事業者の事務所での業務 DB へのデータ登録風景 
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（４） ガス事業者事務所での製品安全管理ＤＢへのデータ検索 

 
ガス事業者の事務所での製品安全管理 DB へのデータ検索風景を図 ２-２２に示す。 

 

   
製品安全管理 DB で修理履歴情報を検索 

図 ２-２２ ガス事業者の事務所での製品安全管理 DB へのデータ検索風景 
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２.４.６  実証実験の結果と検証 
 
ガス実験における検証の考え方についても、家電実験の基本的な考え方（「今まで存在し

なかったものを新たに創り出す」こと）と同様である。実際の修理業務のプロセスと今回

新たに製品安全管理に係るオペレーションが追加された仕組みによる業務プロセスとを比

較する形で、その効果を定性的に評価した。 
実証実験の評価結果を表 ２-３４に示し、その詳細を以下に記述する。 
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表 ２-３４ 実証実験の評価結果 

＃ 状況 評価項目 評価結果 更なる課題 

1 電子タグに格納され

た前回修理情報の取

得 

電子タグから前回修

理情報を正確かつ迅

速に取得することが

可能か？ 

2 

状

態

把

握 

前回修理情報を用い

た製品安全情報管理

DB の検索による詳細

情報の取得 

電子タグ内の情報を

用いて製品安全情報

管理 DB を検索するこ

とにより前回修理の

詳細情報を取得する

ことが可能か？ 

・ 現場での判断材料に

役立つ 

・ 判断材料は多い方が

望 ま し く 多 く の 回

数・内容の登録が必要 

・ リーダライタの普及

に伴う読み取りの容

易性とセキュリティ

との関係を懸念 

・ どのような情報が電

子タグ側あるいは

DB 側に登録されて

いれば効果的か要検

討 

3 今回修理情報の電子

タグへの登録 

今回修理情報を電子

タグに正確かつ迅速

に登録することが可

能か？ 

・ 暗所・閉所等での操作

踏まえたハードウェ

アの検討及び高速な

登録が必要 

 

4 

情

報

登

録 

製品安全情報管理 DB

への情報登録 

今回修理情報を製品

安全情報管理 DB に正

確かつ迅速に登録す

ることが可能か？ 

(移行は夜間バッチ等に

よる自動処理を想定) 

 

5 電子タグリーダライ

タの操作性 

電子タグリーダライ

タのサイズ・重量・持

ちやすさやソフトウ

ェアの操作性は適切

か？ 

・ 視認性の悪い環境で

の作業を踏まえれば

各種処理と通知音と

の関係は要改善 

・ ソフトウェアの文字

表示や操作ボタンの

小ささによる操作ミ

スを懸念 

 

6 

ツ

｜

ル 

製品安全情報管理 DB

の操作性 

製品安全情報管理 DB

による情報検索の操

作性は適切か？ 

・ 修理履歴の統計分析

等のニーズで表示項

目等の改変は必要 

 

7 

修

理 

タ

グ

貼

付 

電子タグの貼付 電子タグの貼付位置

は適切か？ 

・ 製品特性により適切

な電子タグ貼付位置

が異なる場合有 

 

8 状

態

把

握 

製品安全情報管理 DB

の検索による対象製

品情報(一覧)の取得 

製品の状態を示す一

覧表を正確かつ迅速

に取得することが可

能か？ 

・ 迅速かつ正確な情報

検索は可能 

・ 情報移行権限をどの

ように与えるかの明

確化が必要 

9 

事

故

時 

運

用 

検索者の適切性 事故対応時の検索者

としてどのような立

場(修理の実務者や事

業者の品証担当者等)

を想定すべきか？ 

・ 基本的には品証関連

部門が適当 
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１）電子タグに格納された前回修理情報の取得 
全ての実験のケースにおいて、給湯器に貼付された電子タグから、ガス事業者およびメ

ーカが以前実施した修理情報（前回修理履歴情報）である前回修理年月日、修理事業者、

修理コードが正確に取得されることを確認した。 
抽出及び再認された課題は以下の通りである。 

 
ア）タグの読取位置 
実際の修理の場面では、タグを読み取る位置は固定でない方が良い。商品によって天井

に付けた方が良いケースもある。 
 
イ）情報登録件数 
タグへの情報書き込み件数は、実験時は３回までの修理履歴情報が登録できる仕組みと

なっていたが、実際の現場では判断材料は多い方が問題分析にも役立つため、もう少し履

歴情報を持てるようにしておく方が良い。 
 
ウ）リーダライタ 
実験時に使用したリーダにおいて発生した「検地音」と「オペレーション終了」に関す

る“ズレ”があるため、タイミングがつかみ難い。同期するように設定すべきである。 
 
エ）セキュリティ 
リーダが普及した際には、誰でも読取作業が行えてしまうという懸念がある。このため、

作業者の資格制やタグのセキュリティの設定等の検討が必要となる。 
 
２）前回修理情報を用いた製品安全情報管理 DB の検索による詳細情報の取得 
修理を行う際に、電子タグメモリ内にある修理コード情報だけでは修理作業の判断がで

きない場合を想定して、製品安全管理ＤＢを検索し製品状態の把握を行った。実験では携

帯 PC 端末などから、検索条件（製造番号）により個品修理履歴情報を問合せて情報の取得

を行った。 
抽出及び再認された課題は以下の通りである。 

 
ア）電子タグ及び DB への格納項目 
出張修理の際に、どのような情報がタグ側あるいはＤＢ側に格納されていると効果的で

あるかという点は、実態に即した形での検討が必要となる。 
 
３）今回修理情報の電子タグへの登録 
修理作業の終了後に、今回電子タグへのデータ登録を行った（ハンディリーダ/ライタの
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キーから、今回修理した年月日、修理事業者名、実施した修理に該当する修理コードを入

力）。 
抽出及び再認された課題は以下の通りである。 

 
ア）作業環境を限定しない機器の必要性 
作業の環境によっては、密集地などでの修理作業を実施することもある。そのような環

境では、登録作業に支障を来たす可能性が高い。 
 
イ）電子タグへの登録時間の短縮化 
今回の実験において、作業者から多く聞かれたのは「タグへの登録時間が長い」という

ことである。これについては、タグの仕様やリーダライタの機能（読取りの精度）等のハ

ード面の問題であると考えられる。 
 
４）製品安全情報管理 DB への情報登録 
出張修理情報登録システムへの今回修理年月日、修理事業者、修理コードデータが迅速

かつ正確に登録できるか否か確認した。 
※ 製品安全管理ＤＢへの登録は夜間バッチを想定したため、登録作業はソリューションベ

ンダが実施した。 
 
５）電子タグリーダライタの操作性 

電子タグリーダライタ筐体の大きさ・重量・持ちやすさやソフトウェアの操作性および、

修理現場の訪問の実際（交通手段や手荷物等）を鑑みた許容範囲について確認した。 
抽出及び再認された課題は以下の通りである。 

 
ア）リーダライタの向上 
今回の実験において画面の文字、ボタンが小さいという指摘があった。操作ミスに繋が

る危険性があるため、使用するハンディリーダ／ライタの改善が必要である。 
 
６）製品安全情報管理 DB の操作性 
製品安全情報管理 DB による情報検索の操作性について確認した。実験では、修理作業

中に状態把握対象となった製品の製品型番･製造番号が明らかになった後（「検索対象製品

リスト」）、所定のログイン ID とパスワードで検索プログラムにログインし、製品状態を確

認すべき製造番号が記載された CSV ファイルを投入し、検索結果を表示した。 
 
７）電子タグの貼付位置 
ガス機器への電子タグの貼付位置の是非について確認した。 
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※ 抽出及び再認された課題は上記１）に帰着するため記述を省略する。 
 
８）製品安全情報管理 DB の検索による対象製品情報（一覧）の取得 
製品安全情報管理 DB の検索によって製品の状態を示す一覧資料を正確かつ迅速に取得

できるか否かを確認した。DB の整備が進み、様々な情報が登録されるまたは既存の業務シ

ステムとの情報共有が可能となる等を仮定した場合、このような仕組みにより正確・迅速・

効率的な製品状態把握が可能となるか否か、またどのような情報が DB に格納されている

と効果的かということを確認した。 
抽出及び再認された課題は以下の通りである。 

 
ア）電子タグ及び DB への格納項目 
出張修理の際に、どのような情報がタグ側あるいはＤＢ側に格納されていると効果的で

あるかという点は、実態に即した形での検討が必要となる（上記２）と同様）。 
 
 
９）検索者の適切性 
事故対応時の検索者としてはどのような立場を想定すべきか、また修理の実務担当レベ

ルでの検索は必要か否か（事業者の品証部門等上位レベルでの検索が必要か否か）という

ことを確認した。 
※今回の実証実験における検索者としては、ガス業界ワーキングの場でのディスカッショ

ンにおいて、実際には製品事故等の対応時における人物像として、作業実務の担当では

なく品証関連部門の方となるであろうとの見解から、お客様担当部門の方（東京ガス様）

にオペレーションを実施して頂いた。 
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第３章  様々な製品流通ルートにおける製品安全情報管理の課題の検討 
 
３.１  検討の必要性 
 
前述の通り、製品所在把握については、対象となる個々の製品の所在を 100%把握するこ

とが取り組みの上での最重要テーマとなる。家電製品のメーカから消費者への流通ルート

及び消費者の家電製品取得後の取り扱いは、例えば、図 ３-１のように整理することができ

る。家電製品安全管理においては、この図に示すような多様な製品流通ルートの中で、ど

の位置にどの状態で家電製品が存在するかを 100%把握していかなければならない。 
 

事業者の

管理範囲

消費者の

管理範囲

事業者の

管理範囲

物流
（メーカ系列）

メーカ

物流
（メーカ系列外）

卸

地域店

百貨店

スーパー

コンビニ

インターネット

消費者

修理

移設
転居

リサイクル

中古市場に

投入

その他物流

その他販売

他の消費者

譲渡

売買

他のメーカ 様々な物流

※販売には複数メーカの
製品が投入される

様々な製品
・有事危険度（高,低）
・製品種別（白モノ,情報,・・・）
・ネット接続（有,無）

廃棄

※インターネットによる販
売は物流と販売店両者の
機能を持つ仮想的なプ
レーヤと見なす ※中古市場への投入は事

業者の管理範囲に製品が
再度投入されることと見な
す

※資金・体力のある大規模
の事業者だけでなく中小規
模の事業者も多く存在する

※資金・体力のある大規模
の事業者だけでなく中小規
模の事業者も多く存在する

※問題意識や情報リテラ
シーの高さ・低さにばらつ
きがある

家電量販店

※製品の管理状態（所在）
が変わる

※製品は消費者の手元に
渡って初めて通電・稼動状
態になる

※製品の管理状態（所在）
が変わる

※製品の管理状態（修理
状況）が変わる

薄黄色の四角

水色の楕円

：製品を取り扱う”プレーヤ”

：消費者が主体的に取る“行動”

：本事業での実証実験対象範囲赤色の太線

＜判例＞

 

図 ３-１ 家電製品の消費者への流通ルート及び消費者の製品取得後の取扱い 

 
一方、現状のメーカでの製品所在把握の主な方法は、平常時は消費者からのユーザ登録

カードの返送に依存しており、その返送率は製品に依るが数％～十数％程度と言われてい

る。また、事故発生時も社告等を目にしたり販売店からの連絡を受けた消費者からのメー

カへの連絡や販売店個々の活動により収集された情報の販売店からメーカへの連絡に依存

しており、情報収集の迅速性や正確性への懸念がある。 
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本事業では、量販店での家電製品販売時における製品所在把握に関する実証実験を行い、

その効果を検証したが、大手量販店以外の流通ルート（以下「その他の流通ルート」と記

す）の考慮も必要である。また、大手量販店ルートでも配送品のように実証実験システム

のような仕組みづくりだけでは管理が容易ではない販売形態もあり、それらの検討も必要

である。さらに、製品が消費者の手元に渡った後（既存品）の製品所在の変動（移転・譲

渡等）への対応も検討が必要である。 
以上を踏まえ、実証実験で対象とした場面以外の製品安全管理に関する検討を行う。 
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３.２  事業者－消費者間の流通ルートにおける製品安全情報管理の課題整理 
 
３.２.１  課題整理の方法 
 
３つの観点から実証実験モデルを検討の基準においた課題整理を行う。 

 
（１） 量販店での適用における課題 
 
量販店での製品販売において、実証実験モデルを整備した際に考慮した持ち帰り製品販

売時以外での必要情報の取得や管理方法にどのような課題があるかを整理する。 
課題整理の重点事項は以下の通りとする。 

 
１）個品の特定 
エアコンや冷蔵庫等の大物家電のような配送品（製品そのものは販売カウンターに持ち

込まれないもの）の個品特定がどのように行われるかに着目する。 
 
２）顧客情報の正確性 
購入時に取得する顧客情報が量販店のポイントカード会員登録に基づくものとした時に、

それがどの程度正確と見なせるかに着目する。また、製品の配送先のようにポイントカー

ド会員登録情報以外で製品所在に関連する情報の有用性や製品購入者が非会員の場合の対

応についても着目する。 
 
３）製品所在情報変動時の対応 

製品の贈答・配送や譲渡、製品購入・使用開始後の転居等により、製品購入時の顧客情

報と実際の製品使用時の所在情報が異なる場合の問題点に着目する。 
 
（２） 量販店以外の販売店における課題 
量販店以外の販売店（特に地域店）での製品販売において、実証実験モデルを整備した

際に考慮した必要情報の取得や管理にどのような課題があるかを整理する。 
課題整理の重点事項は以下の通りとする。 

 
１）顧客情報の管理 

現在、量販店では主にポイントカード会員として管理されている顧客情報が量販店以

外の販売店（特に地域店）ではどのように管理されているかに着目する。 
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２）個品特定情報の管理 
現在、量販店の多くでは管理されていない個品特定情報が量販店以外の販売店（特に

地域店）ではどのように管理されているかに着目する。 
 
３）必要な情報の管理主体・管理方法 

量販店以外の販売店（特に地域店）において、顧客情報及び個品特定情報がどのよう

に管理されているかに着目する。 
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３.２.２  量販店での適用における課題 
 
量販店での適用における課題とその解決方針を表 ３-１に示し、その詳細を以下に記述す

る。 
 

表 ３-１ 量販店での課題と解決方針 

運用 検討項目 検討結果・解決方針 

個品の特定 配送品の個品特定のタ

イミング 

・ 個品特定のタイミングに応じた実証実験モデルの拡

張が必要 

・ 配送事業者の関与も考慮が必要 

ポイントカードの個人

情報の正確性の担保 

・ クレジットカード機能付なら信頼度は高い 

・ 不正確さのリスク<正確な情報取得の可能性を重視> 

他の個人情報の適用の

可能性 

・ 製品配送時等の個人情報の適用も有用だが、個人情報

の取り扱い範囲や別目的システムとの連携の改変規

模等が課題 

会員の個人情報の取り

扱い 

・ 既存顧客及び見込み顧客への周知は必須 

・ 消安法の「協力」の範囲の明確化により関係者が対応

しやすい環境づくりが必要 

・ 消費者による適用是非の選択権が必要か 

顧客情報の

正確性 

非会員の個人情報の取

り扱い 

・ 管理情報や管理主体の集約、管理のためのシステム整

備、管理費用等の観点から慎重な検討が必要 

量
販
店 

製品所在情報変動時の対応 ・ 製品購入者への連絡が取れれば、そこからの情報伝達

が期待できるため、まずは製品購入者の把握が重要 

・ 転居による製品所在の変動や、他人への譲渡・転売に

よる製品使用者の変動に対応するためには、消費者主

体の情報登録・更新の仕組みづくりや環境整備が必要

 
 
（１） 個品の特定 
 
エアコンや冷蔵庫等の大物家電は，製品そのものは販売カウンターに持ち込まれずに会

計手続きが行われた後に、配送センター等から購入者が指定する住所に配送される。この

時、持ち帰り製品販売時で可能であった製品購入者の顧客情報と個品特定情報の同一タイ

ミングでの取り扱いが実現しない。 
このような場合に、どのようなタイミングで個品の特定が行われ、それが顧客情報とど

のように関連付けられるかを整理しておく必要がある。 
 
どの個品がどの購入者の手元に渡るかが確定するタイミングは、製品の特性のみならず、

量販店での製品販売から製品配送・設置までの業務手順等に依存するため、異なることが

予想される。 
個品特定のタイミングとなり得る主なケースを表 ３-２に示す。 
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表 ３-２ 量販店での個品特定のタイミングとなり得る主なケース 

ケース 個品特定のタイミング 備   考 

1 販売カウンターでの会計時 
※実証実験モデルの想定場面 

・ 購入者が販売カウンターに持ち

込みそのまま持ち帰る製品 
2 販売カウンターでの会計時 ・ 例えばバックヤードで個品梱包

に購入者を特定する紙等を貼付 
3 製品が量販店の配送センターから出

荷されるまで 
・ 持ち帰り製品販売時の個品特定

と同様・類似の仕組みを量販店内

の適切な位置に設置することで

個品特定は可能か 
4 配送先への製品到着時 ・ 配送者が持ち帰り製品販売時の

個品特定と同様・類似の仕組みを

携帯することで個品特定は可能

か 
・ 配送事業者が量販店とは別事業

者の場合有 
5 配送先での製品設置時 ・ 梱包を解いた時に保証書による

個品特定が可能 
・ 配送事業者が量販店とは別事業

者の場合有 
6 製品の配送完了後の報告時 ・ 配送事業者が量販店とは別事業

者の場合有 
 
 
製品の購入から配送までの各処理を通して固有となる何らかの ID やコードがあれば、そ

れをキーとした情報の関連付けが可能になるものと思われる。 
例えば、ポイントカード ID がキーとなるのであれば、 

 
① 販売カウンターではポイントカード ID と顧客情報や製品型番を管理 
② 配送先での製品設置時ではポイントカード ID と個品タグの識別 ID を管理 
③ 後に両者をポイントカード ID をキーとして関連付け 

 
のような手順で顧客情報と個品特定情報を対にすることが可能である。 
量販店との議論の中で、購入時と配送時の情報の関連付けを販売時の伝票番号で行うデ

ータ構造の一案が挙げられた。この場合は、 
 
① 販売時に販売伝票番号とポイントカードの顧客情報を関連付けて管理。配送品の場合

は販売伝票番号と配送伝票番号を関連付けて管理 
② 配送先と個品との関係が確定した時に電子タグの識別 ID を読み取り配送伝票番号と
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関連付けて管理（例えば製品を配送先で荷降ろしして個品が特定したタイミング） 
③ 配送後の適切な時期に販売伝票番号をキーとしてポイントカードの顧客情報と電子

タグの識別 ID を関連付け 
 
のような手順で顧客情報と個品特定情報を対にすることになる。 
 
どのような情報をキーとするにせよ、量販店各々が独自の方針で定めている業務手順の

上にさらに新たな情報システムを導入したり、延いては現在の業務手順を変更することが

必要となること、また、配送業務までを巻き込んだ仕組みづくりとなれば、場合によって

は配送事業者とも情報システムの連携や共通化等も考慮しなければならないが、仕組みと

しては実証実験モデルに準じたもので対応可能と考えられる。 
 
販売カウンターへの製品持ち込み及び製品配送の両者について顧客情報と個品特定情報

を関連付けて管理可能となれば、量販店による一般消費者への製品販売時点での製品所在

把握が網羅的に可能となるため、個品タグが貼付・内蔵された製品の流通に合わせて適切

な仕組みづくりを検討していく必要があるものと思われる。 
 
（２） 顧客情報の正確性 
 
１）ポイントカードの個人情報登録の正確性 

購入時に取得する顧客情報が量販店のポイントカードの個人情報登録となることを基本

と考えた場合、その情報がどの程度正確と見なせるかについては整理しておく必要がある。 
 
量販店が発行するポイントカードの機能及び取り扱い情報の構成を、クレジット機能の

有無、個人情報の管理有無、製品購入履歴の管理有無の観点から整理した結果を表 ３-３に

示す。 
 

表 ３-３ 量販店が発行するポイントカードの機能及び取扱情報の構成 

構成 ポイントカード有無 クレジット機能 個人情報 購入履歴 
１ ○ ○ ○ 
２ × ○ ○ 
３ × ○ × 
４ × × ○ 
５ 

有 

× × × 
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ポイントカード発行時に併せてクレジットカード発行の審査が行われる構成１の個人情

報が高い正確性を持つことが予想される。しかし、量販店全体で見れば現時点では普及の

主流ではない。 
構成２及び構成３については、消費者の自己申告情報に依存するため、一般に個人情報

の正確性は構成１と比較して低いことが予想される。 
消費者が敢えて誤情報を登録する理由としては、 

 
① 万が一の登録情報の漏えい時の自己防衛の手段となること 
② 登録情報を希望しないＤＭの発送先に利用される懸念の回避の手段となること 
③ 必ずしも情報が正確でなくてもポイントカードが発行されポイント取得が可能とな

ること 
 
のように、登録時に高い慎重性を必要としないこと等が挙げられる。 
 
このように、ポイントカードの個人情報の正確性における不安はある。しかし、消費者

の情報と製品の情報の関連付けが可能となる場としての販売場面は非常に重要であり、ま

ずは誤情報の登録による不正確さのリスクよりも確実に情報が取得できる可能性を重視し

て、販売場面を活用するべきと考える。 
 
なお、製品安全管理の観点から見れば、ポイントカードの個人情報の誤情報の登録は可

能な限り防いでいく必要がある。誤情報の登録を防ぐためには、 
 
① 個人情報管理の徹底（関連情報システム全般の漏えい防止等のセキュリティ対策） 
② 目的外使用の禁止の徹底 
③ 消費者が正しい情報を登録したくなるような環境づくり 

 
等が必要になるものと思われる。 
 
【参考】 
別途実施された消費者へのグループインタビューでは、消費者は予想以上にポイントカ

ードの個人情報を正確に登録していることが聞き取れている（20 代～60 代の男女各世代計

30 人中 28 人は正確な情報を登録していると回答。ただし、特に独身女性は電話番号の登録

は避ける傾向有）。 
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【参考】量販店が発行する主なポイントカードの個人情報及びクレジット機能の管理有無

（表 ３-４参照） 
 

表 ３-４ 量販店が発行する主なポイントカード 

量販店 カード名 個人情報 クレジット

機能 
ヤマダポイントカード(リライト式) ○  
ヤマダポイントカード(LABI) ○ ○ 

ヤマダ電機 

ヤマダ WEB.COM ポイント ○ ○ 
ee カード（DeODEO、EIDEN） ○ ○ 
ＩＤカード ○  
エディオンカード ○ ○ 

エディオン 

ミドリちゃんカード ○  
ゴールドポイントカード(バーコード) ○  
ゴールドポイントカード ○ ○ 

ヨドバシカメラ 

おサイフケータイ対応ゴールドポイント

カード 
○ ○ 

コジマ コジマカード ○ ○ 
ポイントカード ○  ビックカメラ 
ビックカメラ Suica カード ○  
ベストカード ○  ベスト電器 
ポイントカード   
ジョーシンポイントカード ○ ○ 上新電機 
ポイントカード EX ○  

 
 
２）ポイントカードの個人情報以外での個人情報の管理 
量販店では、販売カウンターでのポイントカードの読み込みによる個人情報取得以外に

表 ３-５に示すような個人情報の取り扱いの場面がある。 
 

表 ３-５ 量販店における個人情報の取り扱い機会                

（販売カウンターでのポイントカード読み込みを除く） 

機会 ポイントカード有無 シーン 個人情報 購入履歴 
A 配達 ○ ○ 
B 配達 ○ × 
C 修理 ○ ○ 
Ｄ 修理 ○ × 
Ｅ 部品 ○ ○ 
Ｆ 部品 ○ × 
Ｇ 

無 
 

契約商品 ○ × 
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なお、量販店からは、表 ３-５に示すような機会のうち、特に配送時における個人情報の

取り扱いについて、以下のような特徴・課題があることを聞き取っている。 
 
ア）配送伝票の構造 
・ 配送伝票等では個人情報保護の観点から個人情報の露出をできる限り避けてコード化

する等の措置が取られる場合が多い。 
・ 配送伝票には記載情報の目的外利用が認められていないと明記されている場合が多い。 
 
イ）配送業務の実施者 
・ 配送業務を別事業者（例えば子会社）に委託することも一般的。この時、配送業務を行

う別事業者との情報管理の共通化・一元化等が十分には行われていない場合がある。 
 
ウ）配送時のデータ管理 
・ 配送時の製品管理は個品ではなく製品群のセットコード（例えば PC の場合は本体＋デ

ィスプレイ＋配線類のセット）で管理する場合もある。購入管理と配送管理は別構成の

システムで行われている場合もある。なお、別システムの継続利用の理由の１つは、顧

客からの問い合わせやクレーム対策のために配送・設置の実績を長期間保管しておく必

要があるためであり、システムの一元化を早急に進めるメリットが小さいという。 
 
以上を考慮すれば、現時点では購入時と配送時のデータ管理は関連付けがそれほど容易

ではないと考えられる。 
しかし、その一方で、製品所在の正確性という観点で見れば、特に大型の白物家電等に

おいては、製品購入者の個人情報よりも製品配送先の住所等の方が正しい製品所在になる

ことも推察される。また、このような製品については、一般に製品購入者または製品購入

者の家族が製品使用者になることが多いことも推察される。 
これらのことから、配送先の個人情報を購入時の情報管理と関連付けることにより、よ

り正確に近い製品使用者情報を取得し、必要に応じて購入時の個人情報を配送時の個人情

報で更新するような仕組みづくりも有用になると考えられる。 
 
【参考】 
別途実施された消費者へのグループインタビューでは、消費者は手間の軽減等の観点か

ら量販店での製品購入時の情報登録を厭わないことが聞き取れている。このことを考慮す

ると、例えば製品購入後の配送伝票作成時に、もし製品購入者の個人情報と配送先の住所

が異なっていれば「配送先の住所を製品安全情報として更新登録しますか？」と製品購入

者に問いかけて、製品所在の正確性をより高めるような仕組みづくり（システム処理また
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は人的な運用処理）を行うことも一案かと思われる。 
 
３）ポイントカードの登録個人情報の取り扱い 
購入時に取得する顧客情報が量販店のポイントカードの個人情報登録となることを基本

と考えた場合、その情報を製品安全管理に適用することは、ポイントカード作成時に規定

されている個人情報の利用範囲を超えることになる点に注意が必要である。 
 
２.１ （３）で示した通り、ポイントカードの個人情報登録を製品安全管理に適用するこ

とは違法とはならない。しかし、このことを熟知している消費者は多くはなく、また、こ

れまでは想定されていなかった製品安全管理への個人情報の適用が明らかになるのであれ

ば、新たにポイントカードを作成する消費者にはポイントカード作成前にそのことを通知

しておく、既にポイントカードを所有している消費者にもそのことを通知しておくことは

必須と考えられる。 
また、仮に量販店毎に個人情報の製品安全管理への適用・導入時期の差異があると、そ

のことが消費者による量販店の選択条件となる可能性がある点にも注意が必要である（た

だし、製品安全管理への協力が必ずしも悪い方向にはたらくとは限らない）。 
 
以上を考慮すれば、ポイントカードの個人情報を製品安全管理に適用する環境づくりと

して、まずは、現在の消費生活用製品安全法では量販店の解釈に委ねられる「協力」の範

囲をより明確にすることが求められる。緊急時に限ってはメーカからの要請を受けて量販

店が顧客リストをメーカに提示することを義務化する等、より限定的かつ明確な規定にな

ることが望ましい。このことにより、量販店側の対応策は明確になるものと思われる。 
しかし、このような「協力の範囲の明確化」が規定されても、その後の仕組みづくりの

具体化を量販店業界の独自判断や自主行動だけに依存するのは困難と考えられる。量販店

での仕組みづくりを促進するコスト支援的な施策を検討することも一案である。 
また、製品安全管理の観点では望ましくはないが、製品安全管理への個人情報の適用可

否の選択権を消費者に与えておくことも検討して必要になるものと思われる。ただし、こ

の場合、個人情報の適用を可とした消費者との対応の差異が生じてしまうことは否めず、

それを全てメーカや量販店の責任とされることがないよう、消費者の責任の下での拒否を

明確化しておくことも検討しておく必要があるものと思われる。 
 
４）ポイントカードを所有しない消費者の個人情報の取り扱い 
購入時に取得する顧客情報が量販店のポイントカードの個人情報登録となることを基本

と考えた場合、ポイントカードは所有しないが製品安全管理のための個人情報の提供は可

という消費者の個人情報（以下、便宜上「非会員個人情報」と記す）の取り扱いを考慮し

ておく必要がある。 



 104

 
非会員個人情報の取得方法については、消費者による紙への記入が行われるとその紙自

体が個人情報管理の対象になること等の問題はあるが、仕組みとしては様々なものが考え

られる。例えば、実証実験モデルで用意したような販売カウンターでの情報システムへの

直接入力等も考えられる。 
 
特に問題となるのは、取得した非会員個人情報の管理主体を誰にすべきかである。取得

した非会員個人情報は、ポイントカードの個人情報と同様、製品安全管理のためのみに使

用されるべきであり、製品事故が発生しない限り全く使用されない情報であり、それを管

理することが大きな負荷になってしまう点に注意しなければならない。 
考えられる管理主体は以下の３つとなる。 

 
ア）量販店での管理 
個人情報の管理主体と同様に非会員個人情報について量販店管理とできれば、量販店で

の製品販売時における個人情報の原本の管理は量販店に一元化され、必要となる運用面・

制度面等の諸策の適用も集約化される。 
しかし、非会員個人情報の管理は、それが目的外利用不可となれば、量販店にとっての

直接的なメリットはほとんどないことが推察される（製品安全管理に協力するという方針

が CS 向上に寄与する可能性は高い）。一方、量販店でのデメリットとしては、情報管理の

ためのリソースの増強等物理的な負荷のみならず、個人情報保護法に従って非会員個人情

報を管理し続けなければならないという運用面での負荷等も挙げられる。 
以上を考慮すれば、少なくとも量販店の独自判断や自主行動に依存することは困難と考

えられる。 
 
イ）メーカでの管理 
もし、製品所在情報が全てメーカで管理されていれば、より効果的な製品安全管理が可

能になることから、非会員個人情報だけでもメーカで管理するという方策も有効な一案で

はある。 
しかし、現在、量販店での製品販売時に非会員個人情報をメーカに伝送する仕組みはな

いため、新たな仕組みづくりが必要になることや、製品安全管理のための個人情報の原本

の管理が分散するため（量販店会員の個人情報は量販店に、非会員の個人情報はメーカに

分散）、その利用のための仕組みづくりも複数行わなければならなくなる。 
このような分散化・複数化に対応する仕組みづくりとしては、専用の情報システムを新

たに整備する案の他に、例えば、メーカがユーザ登録サイトを用意しておき、量販店での

製品販売時に店員が消費者を当該サイトでユーザ登録をするよう誘導する等運用面と組み

合わせたものについても検討していく必要はあるものと思われる。 
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ウ）量販店でもメーカでもない第三者での管理 
製品安全管理を適切な法制度等の下で国も関与して行う施策として位置付けられるので

あれば、製品安全のための諸情報、特に個人情報に関しては、国や業界が定める専門機関

が厳重なセキュリティ管理の下で管理することで消費者の個人情報登録に関する不安感、

具体的には個人情報の流出や目的外利用への懸念を解消させ、消費者にとって受け入れや

すい環境を整備することも可能になるものと思われる。 
しかし、このような専門機関の設立・運営するとすれば、費用面を含む様々な問題を解

決しなければならない。 
 
このように、上記３つの管理主体には各々に長所・短所がある。また、別の観点、例え

ば、販売店の統合や停廃業に伴うデータの継続保有や中小規模の事業者群での効率的かつ

確実な情報管理等の観点からは、必要なデータを各事業者で管理するア）ではなく集中的

に管理可能なウ）が求められるようなことも予想される。 
これらを踏まえ、非会員個人情報の管理主体を決定するに当たっては、関係者の合議的

な手段による慎重な検討が必要であり、場合によっては法制度等による統制が必要になる

と考えられる。 
 
（３） 製品所在情報変動時の対応 
 
製品の贈答や譲渡とそれに伴う配送、製品使用開始後の転居等により、製品購入時の顧

客情報と実際の所在情報が異なってしまうことがある。 
製品購入時の顧客情報と実際の所在情報が異なる状況は表 ３-６のように整理される。 

 
製品購入者をキーとした所在追跡が困難となるのは、製品使用者の所在が変更される、

② 転居、及び製品使用者自体が変更される、⑤ 他人への贈答、⑦ 他人転売、となる。 
なお、① 他所使用、④ 知人への贈答・配送、⑥ 知人への転売、についても、状況は上

記②、⑤、⑦と各々同様ではあるが、製品購入者がその製品移動先を把握していると見な

せることから、製品購入者への連絡が取れれば、そこから先への情報伝達は期待できるも

のと考えられる。 
 
一方、③ 誤情報については、登録情報がそもそも誤っているため、所在把握は無理と考

えざるを得ない（誤情報の登録に関する課題ついては前述）。 
また、⑧ 事業者への転売、⑨ リサイクル、⑩ 再販のような事業者への製品移動につい

ては、その事業者が製品安全管理の仕組みを持つ必要がある新たな販売店に相当すると位

置付ける。 
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このように整理すると、製品購入者の顧客情報が製品使用者の顧客情報と一致しない場

合の対策として、製品使用者自体または製品使用者の所在が変更となった際の情報更新の

仕組みづくりが重要になると考えられる。 
しかし、製品使用者自体または製品使用者の所在の変更は、メーカや量販店等事業者が

主体となった行動での把握は困難であり、消費者が主体となった情報更新の行動が必要不

可欠になるものと思われる。 
消費者側からの情報更新の行動としては、例えば以下のようなものが挙げられる。 

 
・ 製品同梱のユーザ登録カードのメーカへの返送を実施する。 
・ メーカが用意するユーザ登録ホームページでユーザ登録を実施する。 
・ メーカへのユーザ登録が可能な手軽なツールを携帯電話等を活用して用意し、消費者へ

のユーザ登録を実施する。 
・ 家電をネットワークに接続し、ネットワーク経由での自動または手動によるユーザ登録

を実施する。 
 
これらの方法は一つに限定する必要はなく、多様な方法を用意した上で方法の選択は消

費者に任せ、消費者がもれなく情報更新を実施できる仕向けることが重要と考えられる。 
また、これらの方法による情報更新を実施する環境づくりについても様々な工夫が必要

になるものと思われる。例えば、ユーザ登録ホームページの利用を量販店内でも可能にし

ておき、自宅での実施が困難な消費者にも情報更新の場を提供したり、たまたま思い立っ

た時や何かのついでに、といった機会も逃さずに情報更新を促すことで、有効な製品安全

管理のための情報取得を進める必要があるものと思われる。 
 
なお、製品購入時の顧客情報と製品使用時の所在情報が異なる場合を検討する上では、

製品の特性も考慮すべきと考えられる。 
TV、エアコン、冷蔵庫、洗濯機等のように日常生活で据置き使用し、長期間の使用が一

般的な大物家電は、PC やデジカメ等のような使用期間が比較的短めで他所・他人への移動

も容易な小物家電と比較して製品購入者と製品使用者が一致する場合が多く、また、贈答・

配送や転売についても大物家電は家族や友人等、製品を受け渡した後にも両者の連絡が取

れる場合が多いと推察される。 
このことから、製品購入時の顧客情報と製品使用時の所在情報が異なる場合においても、

まずは製品購入者の個人情報を正しく把握可能とする仕組みづくりが肝要と考えられる。 
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表 ３-６ 製品購入時の顧客情報と実際の所在情報が異なる状況 

状況 製品 
使用者 

登録 
個人情報 

原因 所在追跡可否 キーワード

① 購入者 正確 登録住所以外で使

用 
購入者自身が用意に把握

可 
他所使用 

② 購入者 正確 転居 郵便物転送や転居先登録

があれば可だが容易では

ない 

転居 

③ 購入者 不正確 誤記または意図的 個人情報が誤っているた

め一般に不可 
誤情報 

④ 家族･友人 正確 贈答・配送 贈答・配送先に連絡するこ

とで可 
知人への贈

答・配送 
⑤ 不特定 正確 景品等での贈答 贈答先に連絡が取れれば

可だが容易ではない 
他人への贈

答 
⑥ 家族･友人 正確 転売 転売先に連絡することで

可 
知人への転

売 
⑦ 不特定 正確 転売 転売先に連絡が取れれば

可だが容易ではない 
他人への転

売 
⑧ 事業者 正確 転売 事業者が製品安全管理の

仕組みを持つことで可 
事業者への

転売 
⑨ 購入者 正確 リサイクル 事業者が製品安全管理の

仕組みを持つことで可 
リサイクル 

⑩ 事業者 正確 再販 事業者が製品安全管理の

仕組みを持つことで可 
再販 

 
① 消費者が自身での使用を目的として製品を購入。ポイントカードの個人情報は正確だがポイントカ

ードの個人情報とは異なる場所で製品を使用している。 

② 消費者が自身での使用を目的として製品を購入。ポイントカードの個人情報は正確だったが転居に

より製品購入時のポイントカードの個人情報と製品使用場所が異なっている。 

③ 消費者が自身での使用を目的として製品を購入。ポイントカードの個人情報が誤記または意図的に

より誤った状態になっている。 

④ 消費者が家族や友人等への贈答等を目的として製品を購入して家族や友人等の元に配送。ポイント

カードの個人情報は正確だが製品使用場所はポイントカードの個人情報とは異なっている。 

⑤ 消費者が景品等贈答を目的として製品を購入。製品を他の消費者に贈答する。 

⑥ 消費者が自身での使用を目的として製品を購入後、家族や友人等に転売する。 

⑦ 消費者が自身での使用を目的として製品を購入後、ネットオークション等で不特定の他の消費者に

転売する。 

⑧ 消費者が自身での使用を目的として製品を購入後、中古事業者等に転売する。 

⑨ 消費者が自身での使用を目的として製品を購入後、リサイクル事業者等に製品を引き渡す。 

⑩ 事業者が他の消費者への再販を目的として製品を購入する。 
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（４） その他（量販店が所有する顧客情報の利用是非等） 
 
量販店が所有する顧客情報の利用については、ポイントカード作成時に規定されている

個人情報の利用範囲を超えるかどうかのような観点とは異なり、量販店の「財産」として

の利用是非という観点でも検討しておく必要がある。 
現時点では、量販店が所有する顧客リストは量販店の「財産」という見方が一般である。

メーカは量販店が管理しているいつ誰にどの製品を販売したかという情報を取得しておら

ず、これらの情報は量販店のみが知り得るものであることから「財産」化している。 
現時点では量販店の「財産」と見なせる顧客リストのメーカへの提示がどこまで許容さ

れるかについて、メーカや量販、国等、各々の立場でその期待・考え方にズレが生じてい

るものと思われる。 
 
１）メーカからの量販店への期待 

顧客リストの目的外利用は一切行わないことを保証して（注：現行の個人情報の保護に

関する法律ではそもそも本検討で取り扱う情報の目的外利用は認められない）、緊急時のメ

ーカからの要請については、対象製品を購入した顧客リスト（住所・氏名・電話番号等）

の提示を期待する。 
 

２）量販店の考え方 
メーカに提示した顧客リストを他の目的に使われても把握できず、また、量販店側にメ

リットがないため、対象製品を購入した顧客リスト（住所・氏名・電話番号等）の提示は

できれば回避したい。改正消費生活用製品安全法及び個人情報保護法の解釈では、顧客リ

ストのメーカへの提示は必須とされてはいないと考える。 
 

３）国の量販店への期待 
改正消費生活用製品安全法及び個人情報保護法に基づき、量販店にはメーカに対象製品

を購入した顧客リストの提示を期待する。 

 
現時点では、メーカや国が期待する量販店からメーカへの顧客リストの提示は量販店側

の考え方に依存し、必ずしも全ての状況において提示されるとは限らない。また、協力の

形は量販店各社の考え方に依存し、ある量販店はメーカに顧客リストを提示し、ある量販

店は自社で製品所在把握の行動を取る、といった差異が発生することも考えられる。 
以上を考慮すれば、前述の通り、顧客リストを製品安全管理に適用する環境づくりとし

て、現在の消費生活用製品安全法では量販店の解釈に委ねられる「協力」の範囲をより明

確化し（理想的には緊急時に限って量販店の顧客リストをメーカに提示することを義務化）、

より限定的かつ明確な規定とすること等が必要になるものと思われる。 
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【参考】 
顧客リストが量販店の「財産」であるという見方は、消費者が購入時にユーザ登録カー

ドをメーカに返送しない（返送率は数％～十数％と言われている）という現状の下で成立

しているものと言える。そして、現在は量販店の「財産」として機能してはいるものの、

必ずしも今後も普遍的な「財産」価値を持ち続けるものではないという見方もある。 
仮に全ての消費者が製品購入時に正しい情報を記載したユーザ登録カードをメーカに返

送すれば、メーカでは製品購入者の情報を管理できることになり、量販店のみが知り得る

情報ではなくなるため、その「財産」価値は低下することも考えられる。 
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３.２.３  量販店以外の販売店における課題 
 
特にメーカ系列の地域店の現状を確認するために、メーカの地域店営業部署からの聞き

取り調査を実施した（Ａ社及びＢ社各々の地域店営業部署、計２部署に対して実施）。 
なお、聞き取り内容はメーカ個々の戦略に関係する箇所も含まれるため、適宜具体的な

数値等は伏せて記述している。また、記述はメーカ側からの視点に基づくものとしている。 
量販店以外の販売店における課題と解決方針を表 ３-７に示し、その詳細を以下に記述す

る。 
 

表 ３-７ 量販店以外での課題と解決方針 

適用 検討項目 検討結果・解決方針 
顧客情報の管理 ・ 一般客単位で家族構成や住所、保有製品リスト、修

理履歴等を管理 

・ 顧客との関係が密なため管理情報の正確性は高い 

・ 地域店間の情報共有の仕組みはなく、顧客の遠方へ

の転居や停廃業時の情報管理の継続は困難 

個品特定情報の管理 ・ 延長修理保証対象製品の製造番号管理は 100% 

・ 延長修理保証対象外の製品の製造番号管理は各地域

店に依存 

・ 消安法の「協力」の範囲の明確化により関係者が対

応しやすい環境づくりが必要 

地域店 

必要な情報の管理主体・管理方法 ・ 現在の情報管理主体は各地域店 

・ 量販店と共通の仕組み(製品安全情報管理 DB の適

用)には、合理的な設備投資や情報管理の継続性等を

考慮した仕組みづくり(集中化)が適切な場合も有り

 
 
（１） 顧客情報の管理 
 
Ａ社系列地域店では、製品流通量における情報システム管理の比率は約 90%となってい

る。この内、上位ランクの約 75%の地域店に専用顧客管理システムを導入している。 
Ａ社系列地域店の製品流通量における情報システム管理の比率の概算を表 ３-８に示す。 

 

表 ３-８ 製品流通量における情報システム管理の比率（概算） 

管理方法 割合 

専用顧客管理システム 50% 
独自システム 40% 

紙台帳 10% 
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Ａ社系列地域店では、地域店が取り扱う製品の約半数が共通の専用顧客管理システムに

よってデータ管理されていることになる。 
Ｂ社系列地域店でも、上位ランクの地域店についてはＡ社系列地域店と同様の専用顧客

管理システムを導入し、顧客情報のメーカでの収集・管理を行っていたが、個人情報保護

法の施行に伴う個人情報の管理方法の方針変更等に伴って当該システムの使用を停止した。

現在、当該システムを導入していた地域店の多くでは、独自システムによる顧客管理が行

われている。 
 
Ａ社系列地域店の専用顧客管理システムによる顧客管理の構造は概ね図 ３-２に示すよ

うなものとなっている。１顧客（１世帯主）単位で情報を管理し、１世帯の構成家族や住

所、保有する製品リストや修理履歴等を関連情報として登録している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３-２ Ａ社系列地域店の専用顧客管理システムによる顧客管理の構造（概略） 

 

 

地域店の業務形態から、顧客との関係が密なため、管理されている情報全般の正確性は

高いと考えられる。 

顧客(個人) 家族 

住所 

修理 

保有製品 

家族 

家族 

保有製品 

保有製品 

保有製品 

修理 

・・・ 
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また、例えば、贈答のための配送（例えば母が別居の娘に製品を購入）の場合は、① 製

品の納入先（＝娘）の情報を新たに登録、② 製品の購入者（＝母）の情報として登録し、

配送先を備考等で記入しておく、の２ケースが考えられ、どちらを採るかは地域点毎にま

ちまちではあるが、製品購入者と製品使用者が異なる場合においても製品所在把握が可能

なデータ管理構造となっている。 

 

なお、地域店間のデータ授受の仕組みはなく、例えば顧客の遠方への転居時に地域店間

で当該顧客の情報を授受するような措置は取っていない。また、製品購入後の顧客独自の

の製品譲渡は特に申し出があった場合を除いては管理していない。 

 

（２） 個品特定情報の管理 
 
地域店における既存の個品特定情報の管理方法としては以下の２つの形態がある。 

 
ア）保証書による管理 
地域店では保証書の預かり管理を行っていることが多く、保証書レベルで顧客と製品の

製造番号との関連付けを把握することが可能な環境にある。しかし、保証書の預かり管理

の実施比率はメーカや地域店毎に格差があり、また、保証書の形態の違いによる回収可否

（TV や冷蔵庫等の大物家電は複写式で回収可能だが炊飯ジャー等の小物家電は取扱説明

書内に綴じこまれており回収不可能）もあることから、全ての製品について一様に保証書

に依存して個品特定情報を管理することは困難と考えられる。 
 
イ）情報システムや紙台帳による管理 
Ａ社系列地域店の専用顧客管理システムでは顧客の保有製品という形で販売した製品を

管理している。 
当該システムでは保有製品の製造番号も管理可能である。製造番号管理は延長修理保証

や修理時に必要となることから登録・管理を可能としているが、総じて製造番号管理は実

施している。なお、延長修理保証対象とすることが多い TV、エアコン、冷蔵庫、洗濯機に

ついては製造番号の登録比率は高くなっている。 
 
個品特定のタイミングについては、顧客の製品購入決定後のメーカへの製品注文時とな

ることが多い（製品注文時の伝票に「○○様向け」と明記することも多い）。よって、製品

注文時に個品が特定していることになる。しかし、情報システムに製造番号が入力され、

購入者と製造番号が関連付けられるのは製品配送後の保証書持ち帰り時以降が多い。 
 
Ａ社系列地域店の独自システムにおいても、地域店が延長修理保証を取り扱っていれば、
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対象製品の製造番号は必須となることから、何らかの形で製造番号レベルでの個品特定が

可能な状況にあることが推察される。 
 
Ｂ社では、現在専用顧客管理システムを導入していないこともあり、製品の製造番号レ

ベルでの管理状況は明確にはなっていない。しかし、Ｂ社でもＡ社と同様の延長修理保証

を行っていることから、製造番号レベルでの個品特定は可能な状況にあることが推察され

る。 
 
紙台帳による管理を行っている地域店においても、必要とされる情報は情報システムを

導入している地域店と同様であり、延長修理保証を行っていれば、製造番号レベルでの個

品特定は可能な状況にあることが推察される。 
 
以上を踏まえると、地域店では、延長修理保証の対象製品については個品特定情報の管

理が 100%なされていると考えて良い。 
一方、保証の対象外の製品については各地域店の情報管理に程度に依存しており、情報

システムや紙台帳に登録済みのものをベースとしつつ保証書による管理や製品の型番によ

る管理を付加することで個品特定がどの程度可能となるかが問題となる。 
 
地域店も消費生活用製品安全法における販売事業者であり、製品事故時の「協力」は地

域店の解釈に委ねられるが、前述の量販店に対する「協力」の範囲の明確化と同様、地域

店においても適切な「協力」の範囲を明確化し（理想的には緊急時に限って量販店の顧客

リストをメーカに提示すると共に通常時にその準備となる製品の製造番号を管理すること

を義務化）、より限定的かつ明確な規定とすることや、地域店での仕組みづくりを促進する

コスト支援的な施策を検討すること等が必要になるものと思われる。 
 
（３） 必要な情報の管理主体・管理方法 
 
Ａ社、Ｂ社共に顧客情報（製品情報を含む）の管理主体は基本的には地域店毎となって

いる。管理方法についても基本的には地域店の意志に任されており、専用顧客管理システ

ムを含むシステム導入のための費用も地域店負担となっている。 
 
Ａ社、Ｂ社共に過去には専用顧客管理システムをメーカ地域店間でネットワーク接続し

て顧客情報を両者間で授受していたが、個人情報保護法の施行に伴ってメーカでの個人情

報の管理方法の方針が変更されたことや地域店の独立性の観点を強めたことから授受を停

止した。現在、Ａ社はメーカ→地域店で製品価格やシステム更新情報を、地域店→メーカ

で実販データを授受している。Ｂ社は専用顧客管理システムの利用そのものを停止してい
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る。 
 
Ａ社、B 社共に製品事故時の対応は以下のような手順となっている。 

 
＜製品事故公表前の措置＞ 
① 地域店がメーカから対象製品の型番の連絡を受ける。 
② 地域店が情報システム他で対象製品の有無や所在（顧客の住所・氏名・電話番号）を

検索する。 
③ 上記②の検索結果を指定の用紙に転記して対象製品リストを作成する。 
④ 上記③の対象製品リストをメーカに FAX 送信または郵送する。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
＜製品事故公表後の措置＞ 
⑤ 上記③の対象製品リストに基づいて地域店が顧客と接触する（電話連絡や訪問）。 

 
なお、製品事故時の製品所在特定率は高く、経験的には 80～90%は特定が可能とのこと

である。 
 
実証実験モデルの必要情報の管理方法は、製品購入者の顧客情報が量販店側で、個品の

特定情報となる製造番号がメーカ側で各々管理され、製品事故時に初めて両者を外部提供

した上で関連付けることを考慮したものである。 
一方、地域店では通常時から製品購入者の顧客情報と個品の特定情報が地域店内で関連

付けられて管理されているため、実証実験モデルで量販店内及びメーカ内に配置した、必

要情報を関連付ける役割としての製品安全情報管理 DB は、地域店では必ずしも必要とは

ならない。 
しかし、迅速な情報取得の観点から見れば、製品事故時の必要情報の取得方法は可能な

限り単一化しておくべきであり、地域店が管理する製品購入者の顧客情報と個品の特定情

報を外部から参照可能とするために製品安全情報管理 DB が配置されることは望ましい。 
ただ、実証実験モデルのように一つの販売事業者毎に一つの製品安全情報管理 DB を配

置することは、中小規模やいわゆる「パパママショップ」の地域店にまで一律に求めてい

くことが特に費用面で困難なことや、地域店の停廃業によるデータの消失の懸念を解消す

る必要があること等から非現実的と考えられる。中小規模の地域店での効率的かつ確実な

情報管理や地域店の停廃業に伴うデータの継続保有等の観点からは、必要なデータを集中

的に管理可能な仕組みが求められるようなことも予想される。 
 
【参考】メーカによる地域店の管理形態 
メーカでは、メーカと地域店との関係の密接度から複数のランク（Ａ社、Ｂ社共に３ラ
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ンク）を設けて各地域店を位置付け、最上位ランクの地域店を特に重視した業務を展開し

ている。 
Ａ社及びＢ社の地域店の各ランクの構成比（概算）を表 ３-９に示す。 

 

表 ３-９ メーカによる地域店のランク付け構成比（概算） 

ランク Ａ社 Ｂ社 
１ 約 10% 約 40% 
２ 約 30% 約 30% 
３ 約 60% 約 30% 

計(店舗数) 約 5,000 約 3,500 
 
 
例えばＡ社ではランク１とランク２に相当する地域店の合計売上が全売上の約 75%を占

めている（製品取り扱い数とランク毎の店舗数は比例関係にはない）。 
よって、上位ランクの地域店で製品所在把握に必要な情報が管理されていれば、地域店

経由での製品所在についてはその半数以上が追跡可能になると言える。 
 
地域店の多くはいわゆる「パパママショップ」であり、メーカ側では世代交代が懸念さ

れている。Ａ社、Ｂ社共にランク３に相当する地域店は、業務を継承できる二世や社員が

いないことも多く、また、全般に地域店経営者の高年齢化が進んでいること等から、早け

れば数年内の停廃業の不安も大きくなっている。 
製品安全管理の観点から見れば、停廃業に伴う管理情報の消失が大きな懸念事項となる。 

 
例えばＡ社における販売店への製品流通比率は、 

 量販店：地域店：その他（BtoB）＝65%：20%：15% 
となっており、量販店、中でも大手量販店への流通比率が非常に高くなっている。 
一方、地域店への流通比率は減少傾向にある（Ａ社ではここ１年は減少傾向が一段落し

ている）。 
その他（BtoB）には、他の事業者（例えばキッチンメーカや映像システムメーカ等）へ

の納入や、ネット通販等が含まれる。スーパーや百貨店への流通は近年ほとんどない。 
 
【参考】 
電子タグの用途としては、電子タグからの製造番号取得を「情報の正確性の確保」と位

置付けることも必要かも知れない。いわゆる「パパママショップ」の高齢化した経営者は

一般消費者と同レベルで製造番号確認に問題を抱えているのではないかと推察される。 
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仕組みづくりを進める上で特に重視すべき点としては、地域店が可能な限り少ない設備

投資で量販店と同程度の情報管理を実現可能としておくことが挙げられる。 
製品使用者の安全管理は業界の課題であると共に国の施策でもあり、国民誰もが製品使

用者となり得る前提の下、消費者の製品購入方法等で不公平感が発生してはいけないこと

も常に考えておく必要がある。 
 
この他、地域店の停廃業によって顧客情報が焼失する恐れや、顧客の遠方への転居によ

って所在追跡が困難となる点についても何らかの施策も必要になるものと思われる。現在

は、Ａ社、Ｂ社共に地域店間やメーカ地域店間での顧客単位または全てのデータ授受を行

う仕組みは用意していないため、このような事象が発生した場合、当該顧客情報に関連付

けられている製品の所在把握は困難となる。 
 
【参考】 
別途実施された消費者へのグループインタビューでは、消費者は製造番号の確認に意外

と手間取っていることが確認できている。まずどこに製造番号が書いてあるか分からない、

製品を移動させないと分からない、製品を使いながら製造番号を調べることができない、

それらしきものを見つけても英数字の羅列が多くどれが製造番号か分からない、分かって

も書き写すのが面倒、等の不満が消費者にはある。 
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３.２.４  製品安全情報管理の課題解決のための対応策の一案 
 
本事業の成果を踏まえ、今後の製品安全管理の実施に向けては、具体的には以下のよう

な取り組みを行っていく必要がある。 
 
ア）販売店（特に量販店）との協働による製品所在把握のための情報管理の充実 
電子タグが貼付された製品が流通する前提の下では、消費者への流通の過半を占める量

販店での家電製品の販売時に、製品（個品）貼付の電子タグ識別 ID をキーとして、量販店

管理の顧客情報とメーカ管理の製造番号を関連付けることで製品所在を把握する仕組みが

有用である。今後は、配送品を含む量販店での製品販売形態全てに適用が可能なように、

その仕組みを拡張していくことが望まれる。また、このような仕組みを全ての量販店で導

入することで、製品所在把握のための情報管理が網羅的に行われるようにしていくことが

望まれる。 
しかし、このような仕組みを導入するには、個人情報の取り扱いの範囲や管理主体の明

確化が必要なこと、各事業者の情報システム整備のインセンティブや合理的な設備投資の

ための環境づくりが必要なこと等、技術面以外の課題も多いため、関係者による更なる検

討が必要になるものと思われる。 
 
イ）消費者が主体的となる情報登録・更新の仕組みづくりの推進 
製品所在管理を確実なものとするためには、メーカや販売店のような事業者が主体とな

った情報管理のみならず、製品を使用する消費者が製品使用の最新状態を消費者が主体と

なって通知するような仕組みづくりも必要である。 
具体的には、移設や転居、譲渡や売買で製品使用位置または製品使用者そのものが変更

される場合に、変更後の製品所在情報をメーカに通知するようなツールの提示や通知の環

境づくりが必要となるものと思われる。 
ツールとしては以下のようなものが考えられる。 

 
案１）タグリーダ付携帯電話で電子タグの識別 ID を読み取り新所在等と併せてメーカサイ

トに送信する。 
 
案２）各メーカのユーザ登録サイトの充実を図る。 
※ メーカ横断型のユーザ登録サイトの充実も一案であろう。一般に消費者は複数メーカの

製品を使用しており、転居時にメーカ毎のユーザ登録サイトにアクセスして情報更新を

行うのは非常に面倒との意見が多数であった。各メーカのユーザ登録サイトへのページ

リンクを置いたポータルサイトが整備されれば消費者による情報更新の負荷は軽減さ

れることが予想される。 
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【参考】 
家電コンソ幹事４社のユーザ登録サイトは平成 20 年 3 月初現在では以下のように整備さ

れている。 
 

・ ソニー：製品カスタマー登録（総合） 
http://www.sony.jp/support/customer.html 

・ 日立製作所「ユーザー登録（AV 機器、PC）」 
https://www13.hitachi.co.jp/home/info/dmu_touroku.top（AV） 
https://e-biz.hitachi.co.jp/cgi-shell/regist_con/userexp.pl（PC） 

・ 東芝「オンラインお客様登録（デジタル機器）」 
http://www.toshiba.co.jp/digital/support/index.htm 

・ 松下電器産業「ご愛用者登録」 
http://club.panasonic.co.jp/reg/n/（National） 
http://club.panasonic.co.jp/reg/p/（Panasonic） 

 
案３）製品をネットワーク接続して新所在等と併せてメーカサイトに送信する。 
※ ECHONET 対応サービスやアクトビラ等、既存のネットワークの活用が考えられる。 
 
案４）その他様々な手段を消費者に提示して情報登録・更新を促す。 
※ 消費者の IT リテラシーの幅を網羅する多様な選択肢の用意が必要である。 
※ 既存のユーザ登録ハガキの同梱もその一つとして必要である。 
 
これらはいずれか一つだけを整備するのではなく、消費者の生活環境や要望に応じて適

切なツールを選択できるようにすることが必要である。 
 
また、消費者が主体的に情報登録・更新を行うよう仕向けるためには、製品安全管理を

正しく理解するために必要な情報提供の方策を検討することや、消費者が物理的なメリッ

トを享受する仕組みを検討することも必要になる。例えば、情報登録・更新を可能とする

設備・環境を充実させること（ツールを量販店の販売カウンター付近に設置する等）など

も必要になるであろう。 
 
さらに、このような仕組みづくり・環境づくりを支える観点からは、消費者責任を明確

化し、自身の製品安全管理への取り組みを意識付けることが必要となる。消費者自身の取

り組みの意識付けの方策としては、以下のようなもの等が挙げられる。 
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案１）必要性の正しい理解の促進 
案２）メーカによる物理的なメリット享受の検討 
案３）量販店等販売店での消費者の様々な手段の利用 
 
また個人情報の利用範囲を明確化し、その取り扱いにおける安心感の醸成を行うような

法制度の整備等も必要になるものと思われる。 
 
ウ）事業者による製品状態管理の仕組みづくりの推進 
電子タグが貼付された製品が流通する前提の下では、電子タグへの修理履歴の登録によ

り製品の状態変更を製品側で記録しておき、次回修理時に過去の修理履歴（他の事業者が

実施した場合も有）を参照可能とすることによって適切な修理を行う仕組みが有用である。 
また、製品と電子タグとの連携技術を適用して製品の誤使用による異常値を電子タグに

記録し、電子タグの読み取りを通じて、メーカ、修理事業者や再販・リサイクル事業者、

さらには消費者に通知するような仕組みも有用である。 
このような仕組みは、複数の事業者や不特定多数の消費者が関与するものとなるため、

各事業者が個別に独自の仕様の下で導入するのではなく、関連業界が一体となって仕様の

標準化や情報共有の仕組みづくり等を行い、かつ可能な限り一斉に導入を進めていくこと

が望まれる。 
また、ある時点での状態把握情報がその時点及び以降でどのように有用か等、製品ライ

フサイクル全体を見通した上での必要情報の抽出・整理やその管理方法（電子タグ側ある

いは情報システム側のどちらに登録すべきか）等を検討していくことが必要である。即ち、

電子タグを利活用した製品状態管理においてどのような情報が必要となるかについては、 
 
① 情報登録時点を含むある特定の作業・事業における利用 
② 製品ライフサイクルにおける情報登録時点以降の作業・事業での活用 

 
の 2 つの観点から検討を進める必要があるものと思われる。 
 
必要な情報を電子タグ側あるいは情報システム側のどちらに登録すべきかについては、

当該情報項目が以下の観点からどう整理されるかを考慮して判断していく必要がある。 
 
① 製品ライフサイクルにおける情報の利用頻度 
② 製品ライフサイクルにおける情報の変更頻度 
③ 個人情報に相当するか否か 
④ 情報容量  等 
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例えば、製品購入年月日は、製品ライフサイクルにおける製品の大きな状態変動（事業

者から消費者への移動）を示し、変更がない情報であり、また、製品修理時の保証期間内

外の判定や製品再販時の価値判断等、製品ライフサイクルにおいて複数の場面での高頻度

の利活用が見込まれ、情報容量が比較的小さいこと等から、電子タグ内への登録が適切と

判断される。 
 
また、製品（個品）にタグが貼付されていること、即ち製品（個品）と情報登録ツール

が一体化していることを踏まえれば、製品（個品）自身の状態を示すものではあるが他の

媒体で管理されている情報を電子タグ内に登録しておくことは有用と考えられる。 
他の媒体で情報を管理している場合、必要な時にその媒体を提示することで初めて製品

状態の正しい認識が可能となるが、媒体の紛失・破棄等が懸念される。当該情報を電子タ

グ内に登録しておくことにより、紛失・破棄等が懸念される媒体の管理・提示は必須では

なくなり、製品状態の正しい認識が容易に可能となる。例えば、保証書や修理時の伝票等

の情報がこれに相当するものと思われる。 
 
電子タグによる情報管理は、製品への通電・非通電の状態に依らない形で可能となる点

にも着目できる。例えば、消費者が製品の使用を終了してリサイクル事業者に製品を持ち

込んだ場合を考える。この時、電子タグ内に必要な情報が記録されていることで、リサイ

クル事業者はその情報を読み取ることで適切な措置を講じることが可能となる。後述「製

品安全管理に必要・有用な電子タグ技術の検討」で示す、誤使用や不注意な使い方を製品

がセンサー等で感知・認識してその情報をタグに記録し、修理時や再販時に読み取ること

で問題点の特定の迅速化や価値の定量的指標への適用を可能とする考え方も、何を電子タ

グに書き込んでおくべきかについての一つの提案となる。 
 
なお、このような情報登録の問題は、以下の２つの観点とセットにして検討を進める必

要がある。 
 
ア）情報利用の権限について 
複数の事業者による情報共有を行う場合、ある事業者が記録した情報を次に別の事業者

が参照することになる。この時の作業者の権限については、例えば資格制とすることで運

用上の制約を設けることや、電子タグ側のセキュリティ機能の活用により不正な参照・登

録を不可とすること等の検討が必要になるものと思われる。 
 
イ）登録情報の統一化・規格化について 
複数の事業者による情報共有を行う場合、その情報によってはコードの統一化・規格化

等が必要となる。例えば、今回のガス実証実験では情報共有項目が修理内容を今回実験向
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けにコード化したものとしたが、実運用においてはこのコードを複数事業者で共通認識し

なければならない。住所や日付のようなものについては、そのまま登録するのであれば可

読性の高いものであるため、フォーマットの統一化・規格化を行っておけば良いものと思

われる。 
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第４章  電子タグに関する仕様及び運用の標準化に向けた検討 
 
今回の実証実験モデルのように、複数の事業者が関連する仕組みづくりを行い、また、

その仕組みを関連業界全体に適用するような運用を考えていく際に、事業者間の情報授受

に関わる部分については標準化された仕様の下での整備が必要になるものと思われる。特

に、国際的に流通する家電製品については、関連する事業者が国外企業となることも想定

しておかなければならない。この観点から、電子タグに関する仕様や運用の標準化を行う

EPCglobal や ISO 等が策定している国際標準に準拠した仕組みづくりを行うことが必要で

ある。 
また、本事業で検討した製品安全管理のプロセスについては、必要に応じてさらに検討

を行いながら、電子タグのユースケースの一つとして標準化を図っていくことも必要にな

るものと思われる。 
以上を踏まえ、本事業では、以下の３つの事項について、電子タグに関する仕様及び運

用の標準化に向けての検討を行った。 
 
（１） 電子タグの仕様 
 
本事業において使用する電子タグに登録するデータの内、特に製品（個品）の特定に適

用する電子タグの識別 ID である UII（Unique Item Identifier）、について、「電子タグ運

用標準化ガイドライン」ではUIIはEPCコード体系にSGTINを適用するとしていること、

また、同ガイドラインでは製品の製造番号が一般に英数字の混在となる製品の製造番号へ

の対応も可能な SGTIN-198 の採用を推奨していること等を踏まえ、今回の実証実験では、

UII として SGTIN-198 を採用した。 
電子タグの UII とユーザメモリに登録したデータ項目仕様を表 ４-１に示す。 
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表 ４-１ 実証実験における電子タグのデータ項目仕様 

# ﾊﾞﾝｸ 項   目 桁 備   考 

1 Header 8bit “STGIN-198” 

2 Filter Value 3bit Item(商品) 

3 Partition 3bit “5” 

(Company Prefix / Item Reference) 

4 Company Prefix 24bit JAN ﾒｰｶｺｰﾄﾞ 

5 Item Reference 20bit 商品ｱｲﾃﾑｺｰﾄﾞ 

6 

UII 

ｺｰﾄﾞｴﾘｱ 
EPC 

Serial Number 38bit 製造番号 

7 販売年月日 検討中 

8 修理履歴 検討中 

9 製造者名 検討中 

8 製造ﾛｯﾄ番号 検討中 

9 現在の製造工程 検討中 

8 販売店名 検討中 

9 設置年月日 検討中 

8 設置者名 検討中 

9 (製造者使用領域) 検討中 

9 (販売者使用領域) 検討中 

9 

ﾕｰｻﾞｴﾘｱ 

(正当性保証情報) 検討中 

EPCglobal の CEIAG 等で検討中 

家電実証実験では使用せず 

 
 
（２） 各事業者における情報管理の仕組みづくり 
 
本事業における顧客情報の利用の仕組み（情報システム）の整備については、電子タグ

の識別 ID をキーとして、製造番号と顧客情報を各々メーカと量販店で管理し、両者を関連

付ける必要があった。 
ここで、家電電子タグコンソーシアムでは、電子タグの識別 ID（EPC コード）に関する

履歴情報の管理やデータ交換機能として用意される EPCIS（EPC Information Service）を

事業者内・事業者間で利活用する際の構成を図 ２-４のように考え、各事業者に置かれる「外

部提供用 EPCIS」（外部提供が可能な情報のインタフェース）を EPC ネットワークで接続

することを想定している。 
以上を踏まえ、本事業においては、「外部提供用 EPCIS」の位置に製品安全情報管理 DB

を置き、各事業者が保有する製品安全管理に必要な情報を外部提供する際のインタフェー

スとして適用した。 
家電電子タグコンソーシアムが考えるEPCISの構成と製品所在管理に関する実証実験モ

デル（システム構成）との関係を図 ４-１に示す。 
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例：メーカ

業務システム
(ERP/WMS)

EPCIS 外部提供用
EPCIS

イベント

データ

業務データ

商品マスタ

ミドルウェア

リーダライタ

(ｸｳｪﾘIF)

(ｷｬﾌﾟﾁｬIF)

タグ

EPC
ネットワーク

ONS
サーバ

業務システム
(ERP/W MS)

EPCIS

ミドルウェア

リーダライタ

タグ

イベント

データ

販売データ

顧客マスタ

外部提供用
EPCIS

(ｸｳｪﾘIF)

(ｷｬﾌﾟﾁｬIF)

例：量販店

 
 
 

メーカ 量販店

トレース
DB

製品製品

製品安全情報
管理DB
（EPCIS）

タグ タグ

販売データ

顧客マスタ

製造番号

製品事故時

（キーコード）

ポイントカード

顧客情報

キーコード
(EPCコード)

実証実験用

ﾒｲﾝｼｽﾃﾑ

キーコード
(EPCコード)

検索

プログラム

トレースDB

業務データ

商品マスタ

キーコード
(EPCコード)

製造番号 ※量販店DBを代替

※実験時は量販店内に模擬設置

ミドルウェア

リーダライタ

JANコード

顧客情報

キーコード
(EPCコード)

製品安全情報
管理DB
（EPCIS）

検索プログラム
（Webﾌﾞﾗｳｻﾞ）

顧客情報
キーコード

(EPCコード) 製造番号

リーダライタ

検索

プログラム

キーコード
(EPCコード)

製造番号
キーコード

(EPCコード)

顧客情報

 

図 ４-１ 家電電子タグコンソーシアムが考える EPCIS の構成と製品所在管理に関する

実証実験モデル（システム構成）との関係 
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（３） 実証実験のシナリオの活用 
 
本事業で対象とした製品安全管理の場面（事業者から消費者への製品販売時における製

品所在管理、及び消費者が使用する製品の事業者による製品修理時における製品状態管理）

は、製品ライフサイクル管理では「動脈」（事業者から消費者へ）から「静脈」（消費者か

ら事業者へ）の転換点に位置するものと考えられる。 
これまで、動脈及び静脈の各フェーズ、例えば動脈では物流時の入出庫管理や店舗での

在庫管理等、静脈では保守・修理等における電子タグの利活用については、実証実験を含

む諸検討を通じて、家電電子タグコンソーシアムにおいて電子タグ利活用のユースケース

として整理が進められている。ここにさらに製品安全管理に関するユースケースを組み込

むことで、個品タグ・ソースタギングによる製品ライフサイクル管理のユースケース標準

モデルがより有用なものとなる。 
以上を踏まえると、本事業で整理した実証実験のシナリオを、消費者による製品使用フ

ェーズにおける電子タグのユースケース案として位置付け、必要に応じて改変を加えた上

でユースケース標準モデルに組み込み、EPCglobal 等に提案していくことが望まれる。 
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第５章  製品安全管理に必要・有用な電子タグ技術の検討 
 
５.１  背景と課題の設定 
 
消費生活用製品の安全性を確保することや、万が一不具合等が発生した際に、迅速に対

応を進めるためには、製造年月日、販売店、保証の範囲、メンテナンスの記録、機器安全

確保上の重要な事象を含む環境情報等を記録し、その情報を製品のライフサイクルにわた

って関係者間で必要に応じて共有することが効果的である。情報通信技術を最適に用いて

こうした製品安全に関する情報システムを構築することが求められている。本稿では、特

に RFID 技術を用いた製品安全に関する情報システムに関する検討を行う。 
 
平成 18 年度の検討では、製品安全のための RFID 情報システムのサービスシナリオ、ネ

ットワーク機能、タグ・リーダの特性を明らかにした。主要な結論は以下であった。 
 
RFID 情報システムのサービスシナリオ 

・ 業務アプリケーションとミドルウェアサービスを分離 
・ マルチサービスタグ、マルチサービスリーダが重要 
・ リーダオフラインオペレーションのためユーザデータが必須である 
・ タグオンラインオペレーションについて検討する必要がある。 

ネットワーク機能 
・ さまざまなユーザデータを効率的に読み取るためには、メモリスキーマリゾルバ

を用いることが有効である。 
タグ・リーダ 

・ （梱包状態での読み取りのために）パッシブ給電が可能な形式であることが望ま

しい 
・ プロトコルは ISO/IEC 18000-6 Type C を中心に検討することが妥当である。 
・ ユーザデータが大量となる場合には、タグーリーダ回線の高速化の検討が必要で

ある。 
・ 製品とタグ間でのバイタルデータ連携が有効である 

 
この結論を踏まえ、平成 19 年度は以下の点について検討した。 

 
（１）タグと製品の連動の仕組み： 

RFID タグを貼付する製品の外部インターフェイスの一つとして扱うことで、製品情報、

サプライチェーンで得られた情報、製品の利用中に得られた情報を融合したサービスや運

用が可能となる。今年度はタグと製品連動の具体化を行うとともに、アプリケーションに
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よってその有効性を示した。本件は５.２ で述べる。 
 
（２）ユーザメモリの効率的な利用： 

RFID タグにユーザデータを記録し、それを一般的な形で取り扱うためには、タグデータ

の書き方、読み取りプロトコル、アプリケーションインターフェイスについて包括的に検

討を進める必要がある。ISO/IEC や EPCglobal での検討状況を踏まえ、ユーザメモリから、

効率的にデータを取り出すための検討を行った。本件は５.３ で報告する。 
 
（３）金属対応のあり方に関する検討 
製品材質による RF タグの特性変化、特に金属に貼付する際の対策について検討する。こ

の検討項目については、５.２.４ で述べる。 
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５.２  タグと製品の連動の仕組み 
 
５.２.１  はじめに 
 

製品安全という見地では、製造者が使用者を把握することが重要である。図 ５-１は、

家電機器メーカがそれぞれの使用者をどのくらいの割合で把握しているかアンケート調査

した結果である[1]（回答 22 社）。60％以上の家電機器メーカが使用者の 25％以下しか把

握できていないことがわかる。 

No data available
11%

less than 25%
60%

more than 25%
7%

more than 50%
4%

more than 75%
11%

more than 90%
7%

 

図 ５-１ 家電機器メーカが利用者を把握している割合 

 
実際、家電機器の多くは量販店で購入されているように思えるし、最近ではＴＶショッ

ピングやインターネットを利用した通信販売も盛んに行われている。こうした背景から家

電機器メーカが利用者を把握しにくいことは理解できる。そこで製品事故等が発生した場

合に、量販店の販売情報を家電機器メーカと連携させることや、無線通信やインターネッ

トを通じて製品事故情報を消費者に伝える方法が検討されている。一方、NITE による消費

用生活製品の事故の要因分析は図 ５-２のようになっており[2]、製品に起因する事故より

も製品に起因しない事故のほうが多いことがわかる。 
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Ａ： 専ら設計上、製造上又は
表示等に問題があったと考え

られるもの
24%

Ｂ： 製品自体に問題があり、
使い方も事故発生に影響した

と考えられるもの
2%

Ｃ： 製造後、長期間経過した
り、長期間の使用により性能
が劣化したと考えられるもの

4%

Ｄ： 業者による工事、修理又
は輸送中の取り扱い等に問題

があったと考えられるもの
3%Ｅ： 専ら誤使用や不注意な使

い方によると考えられるもの
47%

Ｆ： その他製品に起因しないと
考えられるもの

2%

Ｇ： 原因不明のもの
18%

収集総数　1061件

 

図 ５-２ 消費生活用製品の事故要因分析(平成 18 年度)  

 
つまり、消費者保護の立場からは、製品起因の情報のみならず誤使用や、不注意な使い

方も検出して消費者に通知することができることが望ましい。消費者への通知が正しく行

われ、かつ消費者がそれに気づけば大半（8 割程度）の事故を防止することができるはずで

ある。こうした Proactive な対応を進めることは重要であるが、これが 100％の信頼性で機

能することを期待することは、非現実であろう。誤使用や、不注意な使い方を検出してデ

ータとして製品とともに蓄積し、万が一事故が起こったとしてもそれを取り出して分析し、

経験として蓄積する Responsive な対応も並行して進めるべきである。いずれにしても、製

造者や国の施策の一方通行のみで製品安全を完全に担保することは、非効率かつ非現実で

ある。消費者が自らの問題として取り組み、消費者主導型になる必要があろう。このため

には、消費者が製品に関する情報を容易にかつ継続的に知ることができ、また逆に製造者

や販売者が消費者の利用状況を適切な範囲で、知る仕組みを作ることが重要であろう。 
 
家電製品を中心にして RFID を用いて消費生活用製品のライフサイクルに渡った情報管

理を行う動きが始まっている[3], [4].  ライフサイクルに渡った情報管理を行うとなれば、

個装や集合単位ではなく、製品そのものに RF タグを貼付する必要がある。いわゆる個品タ

グ（Item level tagging= ILT）である。 
 
家電製品のライフサイクルに渡って個品タグに記録する情報の代表例は以下のように整
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理されている[4].   
(1) 製品固有の情報 

実製番 
ロット番号 
企業独自区分 
製造年月日 
製品容積 
製品重量 
リサイクル情報 

(2) 流通・運用中に追記・変化する情報 
販売情報 
保証情報 
修理情報 

 
これらの情報は基本的に、製造者工場、物流倉庫、店舗、修理者などによりリーダ・ラ

イタによって RF タグに書き込まれ、読み取られる。 
 
先に述べた誤使用や、不注意な使い方に関する情報も(2)流通・運用中に追記・変化する

情報の一部として RF タグに書き込むことで、修理における問題点の特定の迅速化や、再販

時の価値の定量的指標のために用いることができる。ところがこうした情報をリーダライ

タを使って消費者の誤使用や、不注意な使い方に関する情報を RF タグに書き込むことはコ

ストや、筐体内あるいは外部に与える電波干渉の面で、現実的でない。 
 
そこで、平成 18 年度の検討では、電子タグと製品のマイクロコントローラを連携させる

方式を考案した（図 ５-３）[5]. 以下ではこれをレコーダタグと呼ぶことにする。 
 

タグ制御
回路

電源回路
回路

EEPROM/
FRAM

製品ＭＰＵ

製品電源
回路

センサー

製品運用情報

データI/F

RFタグ

製品

RFIDリーダ

• 製品固有の情報
• 流通・運用中に追記・変

化する情報

 

図 ５-３ RF タグと製品の連携 

 
今年度は、レコーダタグの技術的な実現性と、利用上の有効性をプロトタイプ試作によっ
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て確認する。 
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５.２.２  要求条件 
 
基本設計に当たりレコーダタグに対する要求条件を以下のように定めた。 

・ 消費用生活製品の利用期間は場合によっては 10 年を越えるものがある。バッテ

リを必要としないパッシブタグを基本的に用いること（レコーダタグとした場合

に、メモリやステートモデルの寿命は 10 年と言われている。たとえばパッケー

ジ化した際の寿命への効果や、寿命が尽きる前の通知方法などに関して検討が必

要である）。 
・ 個品単位でタグを貼付するため、流通段階では梱包に入っている状態で読み書き

できる必要がある。梱包の大きさはさまざまであるが、大型製品を考えタグを貼

付した状態で、数 10ｃｍ程度の距離からの読み取り、書き込みが実現できること。 
・ 製品の種類に依存せず安定した読み書きが可能であること。 
・ ベースバンド通信が実現できること。 
・ タグデータが保護できること。 
・ タグデータを圧縮した形でタグ内に保存できること。 
・ 小型の家電製品にも貼付できる小型であること。 
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５.２.３  基本設計 
 
（１）システム概要 

要求条件を鑑みて以下のようにシステムパラメタを定めた。 
 

要求条件 対応 
パッシブ通信 
見通し外での読み取り 

ISO 18000-6 Type C(Gen2)採用 

安定した読み取り パッチアンテナの開発 
ベースバンド通信 制御装置の開発 
データセキュリティ ISO 18000-6 Type C (Gen2) Lock, Access 
データ圧縮 タグメモリ記述法の定義 
小型タグ 高誘電率材料による小型化 
 
 

今回製作するシステムは、レコーダタグが消費生活用製品（パソコン）に組み込まれた

状態を想定して製作した。パソコンはシリアルで制御装置と接続し、制御装置はベースバ

ンド Gen2 プロトコルでタグボードと通信する。 

シリアル

タグボード

電源＋Enable

制御装置（１）
制御装置（２）

ベースバンド Gen2

RF Gen2

リーダライタ

PC

将来的には1つのモジュール  

図 ５-４ レコーダタグシステム 

 
 
（２）タグチップ 

チップメーカは、多くの場合、テスト目的で無線インターフェイスとは別に、ベースバ

ンドのインターフェイスを設けている。つまり図 ５-５に示すように、無線周波数回路(RF)
と論理回路(Logic)の間のベースバンドおよび電力信号を取り出せるのである。 
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RF

Logic

baseband

Power

Passive tag chip

Power

 

図 ５-５ パッシブタグ構成 

 
ただし、こうしたテストポートは、実用チップの際には切り取られてしまう。そこで、

Auto-ID ラボ中国(Fudan University)の協力により、Quanray2230 チップに関してベース

バンドインターフェイスを有する SSOP パッケージを作成した（図 ５-６）。 

 

図 ５-６ べースバンドインターフェイスを有する Gen2 パッケージ 

 
（３）制御回路 
今回、制御回路を初めて製造せねばならなかったため、確実に実現でき、Gen2 の高速通

信がベースバンドで利用できるが大きさや電力に余裕がある回路（制御回路Ａ）と、Gen2
の限定的な仕様しか満足しないが、小さく将来的なイメージに近い回路（制御回路Ｂ）の 2
つを並行して開発した。制御回路Ａについて、回路設計まで行った時点で、制御回路Ｂが

限定した仕様ながら動作することができたので、その後は制御回路Ｂに集中して開発を行

った。なお制御回路Ａの設計については日立製作所 中央研究所殿の協力を得た。 
 
ａ）制御回路Ａの構成 
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制御回路Ａは市販 FPGA ボードと CPU ボードで構成されている（図 ５-７）。回路構成

上、少し困難である点はタグボードの電源電圧が 1.5V で、FPGA ボードと CPU ボードが

3.3V である点である。この電圧で双方向のトランシーバの入手性が悪かったので、タグボ

ードへの出力信号用には、片方向トランシーバ（TC74VCX125FT）、タグボードからの入

力信号にはコンパレータを用いることとした（図 ５-８）。 
 
 

ヒューマンデータ
ＸＣＭー００５－１５００

YellowSoft
H8S/2633
YH2633-1

をベースに基板作成

ＣＮ１から16bit BUS
で接続

DSUB 9pin
ＰＣ

タグボード

ＣＮ２から
IN/OUT/EN

CN1 or CN2を介してＸＣＭ
へのＶｄｄ 3.3Vを供給  

図 ５-７ 制御回路Ａの構成 

1.5V
LDO

TC74VCX125FT

CN2

3.3V

EN

IN

OUT
-

+

3.3V

VrefIN

EN

OUT

VDD

GND

14 Vcc

5 2A

2 1A
1 4

6 2Y
3 1Y

DTC144EM

TC74VCX125FT

CN2

3.3V

EN

IN

OUT
-

+

3.3V

VrefIN

EN

OUT

VDD

GND

14 Vcc

5 2A

2 1A
1 4

6 2Y
3 1Y

DTC144EM

 

図 ５-８ 変換回路 

 
 
ｂ）制御回路Ｂ 
制御回路Ｂはベースバンド通信速度を 40kbps に固定することで、マイコン１つで制御す

ることを狙った回路である。構成を図 ５-９に示す。制御回路は、ルネサス社のマイコン

H8/3664F を用いた。 
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制御回路

TAG_EN
PIE_OUT
FM0_IN

タグボード
Vcc

EN
DI

DO

スイッチ

コンパレータ

レギュレータ

レベルシフタ部

USB
シリアル

変換モジュール

USB

制御回路

TAG_EN
PIE_OUT
FM0_IN

タグボード
Vcc

EN
DI

DO

スイッチ

コンパレータ

レギュレータ

レベルシフタ部

USB
シリアル

変換モジュール

USB

 

図 ５-９ 制御回路Ｂの構成 

 
制御回路ＢとＰＣとのインターフェイス仕様を付録に掲載する。制御回路Ｂとタグチッ

プ間でのベースバンド通信における UII の読み出しおよびデータの書き込みのスペースタ

イムチャートを図 ５-１０に示す。タグチップに連続的に制御回路Ｂから給電しているため、

データライトの際には、UII の読み出しを改めて行う必要がない。 

PC Controller Tag chip
‘Q’ command

Query

RN16

Ack

UII
UII

PC Controller Tag chip
‘W’ command

Req_RN

RN16

Write

Data
Data

Retrieval of unique identifier
Data write

 

図 ５-１０ ベースバンド通信 
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５.２.４  アンテナ設計 
 
今回、金属対応アンテナとして平面パッチアンテナと逆Ｆアンテナを検討した。平面パ

ッチアンテナは基本的に半波長を必要とするため 900MHz 帯では高誘電率の基板を使って

小型化する必要がある。一方、逆Ｆアンテナは波長の 1/4 で共振するためアンテナサイズを

小型化できる可能性が高い。さらにスロットやローディングによって小さくすることも可

能である。ただし金属対応とするためには立体となるため、製造が難しいという課題があ

る。 
 
（１）逆Ｆアンテナ 
今回用いた逆Ｆアンテナの構成と寸法を図 ５-１１に示す。 

45mm

35mm

3.75mm

 

 

図 ５-１１ 逆Ｆアンテナの構成 

 
逆Ｆアンテナと Gen2 チップを組み合わせた写真が図 ５-１２である。 



 138

 

図 ５-１２ 逆Ｆアンテナの実際の形状 

 
非常にコンパクトに実装されているが貼り付けるものによって特性が大きく変化してし

まうことがわかった。表 ５-１は試作した逆Ｆアンテナの EIRP=2W 送信時の読み取り距離

をメタルに貼付した場合と単独の場合で比較した結果である。メタルに貼付した場合には

ある程度の距離での読み取り（40cm）が可能であるが、単独ではきわめて読み取り距離が

短い。 

表 ５-１ 試作した逆Ｆアンテナの特性 

 
 
 
このアンテナを試作したレコーダタグの回路部分に接続して読み取り試験を行ったとこ

ろ、読み取り距離が 10cm 未満となってしまうことがわかった。もともと逆Ｆアンテナはグ

ランド面に対して鏡像を作ることで、アンテナを小型化しているためグランド面の大きさ

や実装状態によって特性が大きく変わる。また本逆Ｆアンテナは立体構造をしているため、

その製造が難しく、接続部分の形状安定性が十分でないことも読み取りが安定しない要因

と分析された。ただし今回の逆Ｆアンテナはそのサイズが魅力であるので、今後は、設計

ツールの高性能化や、製造の工夫で広帯域化を実現したい。 
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（２）平面パッチアンテナ 
逆Ｆアンテナの実測性能が必ずしも好ましくなかったため、誘電率 10.7 のテフロン基板

を用いた平面パッチアンテナを設計した。試作品を Gen2 チップに接続した状態（以下では

パッチインレイと呼ぶ）の写真を図 ５-１３に示す。 

 

図 ５-１３ 平面パッチアンテナ 

 
アンテナの寸法は図 ５-１４のとおりである。 

10.3 6.6 10.3

52.7

1.38.6

33.4

70

47

(mm)

 

図 ５-１４ 平面パッチアンテナ形状 

 
アンテナの特性をネットワークアナライザで確認したところ図  ５ -１５のように

950MHz 近辺で共振していることを確認した。 
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図 ５-１５ アンテナ特性測定の様子 

 
NEC トーキン社のリーダライタを用いて測定した読み取り距離は 24dBm EIRP(FM0)

時で表 ５-２に示す通りであった。 
 

表 ５-２ パッチインレイの通信距離 

貼付物 通 信 距 離

(24dBm) 
通信距離 
13dBm 換算 

通信距離 
36dBm 換算 

空気 90cm 25cm 360cm 
PC 68cm 19cm 272cm 
プラスチック容器 68cm 19cm 272cm 
金属板 60cm 17cm 240cm 
 
 
性能としては十分であるので、今回はこのパッチインレイ構成で進めることとした。測

定時の写真を図 ５-１６に示す。 
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図 ５-１６ パッチインレイの貼付状態 

 



 142

５.２.５  レコーダタグデータ構造 
 

Quanray2230 の 128bit ユーザメモリのみを利用した。TID メモリバンクも 128bit ある

ようだがバンクが出荷時に永久ロック(PermaLock)されているため、用いることができなか

った（EPC 仕様に合致しているらしい）。ユーザデータをレコーダタグ内に収納するために

表 ５-３に示すデータ構造(メモリスキーマ)を定義した。 

表 ５-３ レコーダタグメモリ構造 

0x00 0x0F

0x10 0x1F

0x20 0x2F

0x30 0x3F

0x40 Event Type 0x4F

0x50 0x5F

0x60 Event Type 0x6FData

Warrant period

Number of data

Day of Purchase
(origin 1/1/2000)

Event date

Event date

Data

 

 
 
各要素は以下を意味している。Number of data を除けば、ひとつのエントリは 2 ワード

で構成され、1 ワード目はイベント発生日時、2 ワード目は 4 ビットのイベントタイプと、

12 ビットの詳細データをあらわす。イベントタイプをたとえば ISO/IEC 15961 形式で

OBJECT ID であらわすことも考えられるが、メモリ領域が小さい場合には、このようにコ

ンパクトにまとめないとメモリが不足し、エントリ数が大幅に制限されてしまう。 
・ Number of data: 修理情報等を記録することを考えるとエントリ数をあらかじ

め固定することができない。このためデータエントリ数を記録する。 
・ Day of Purchase: 販売記録である。最大使用期間を 30 年と考えると、30x365

日 = 約 14bit の日付をカバーする必要がある。オフセット値を 2000 年 1 月 1 日

にすることで、2030 年までの日付はカバーできる。 
・ Warrant period:販売に関係するデータとして保証期間を年単位で記録している。 
・ Event data: イベントが発生した日付を 2000 年 1 月 1 日を 1 として整数値で表

す。 
・ Event type: 発生したイベントを区別する識別子。 
・ Event data: イベントの詳細データ。今回、イベントを分単位で表したかったた

め 12 ビットを確保した（24x60=1440 分=約 11 ビット）。Event type の 4 ビッ
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トは Event data が 12bit であることから決定した。 
 
このスキーマ例でわかるように、128bit メモリでは当初組み込むつもりであった実製番

やロット番号等の製造に関わる情報を書き込むことができない。また先に述べたように

ISO/IEC で定めるデータフォーマットにも対応することもメモリスペースの関係で難しい。

ユーザメモリのサイズについては、書き込むデータのみならず、読み書きの方法も含めて

検討する必要がある。またレコーダタグの場合には、ベアチップで実装することはあまり

考えられないので通常のパッシブタグよりは有利と考えられるが、チップ寿命が消費用生

活製品で想定している利用期間に比べて、現実的であるかについても調査する必要がある。
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５.２.６  アプリケーション 
 
レコーダタグのベースバンド通信を行うため、C#でプログラムを作成した。プログラム

中でのステート遷移を図 ５-１７に示す。 

READY

READY_ACT

電源投入

send ‘I’ and receive ‘OK’

ACTIVATED

send ‘Q’ and receive ‘OK’

ACTIVATED_READ ACTIVATED_WRITE

send ‘R’ and receive ‘OK’ send ‘W’ and receive ‘OK’

 

図 ５-１７ 制御プログラムの構成 

 
プログラムを動作させた画面例が図 ５-１８である。上のテキストボックスには、タグチ

ップとの情報のやりとりが表示されている。下のテキストボックスには、生データを表 
５-３のスキーマに応じて分割し、場合によっては適切な変換と意味付けを行った後に表示

している。タグチップ上のデータを適切に（効率的に）読み書きし、アプリケーションや

オペレータにとって意味のあるデータとするためには、製品によって異なるであろう、メ

モリスキーマを解決する手段と、データに意味を持たせるために必要なデータ変換の仕組

みが重要である。 
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raw data from tag user memory

Tag unique ID

translated data

 

図 ５-１８ ベースバンド通信デモンストレーションアプリケーション 

 
上記アプリケーションは任意のメモリ位置への書き込みが可能であるが、通常利用する

のであれば、簡単なインターフェイスで情報が取れればよい。そこで、図 ５-１９に示す常

駐型のアプリケーションも作成した。このプログラムであれば、マウスをアイコンにフォ

ーカスすることでレコーダタグにアクセスし、その情報をユーザに簡単に提示することが

できる。 

 

図 ５-１９ 常駐型アプリケーション 
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５.２.７  評価 
 
試作したレコーダタグ装置を図 ５-２０に示す。Quanray タグチップにルネサス社マイ

コン（Ｒ８）を用いたコントローラを接続して構成した。 
 

Patch antenna

passive tag chip
controller

 

図 ５-２０ レコーダタグプロトタイプ 

 
このレコーダタグを PC に貼り付け、梱包状態で通信距離（読み取り、書き込み）に関す

る特性を実測した。ＰＣに貼付した状態を図 ５-２１に、測定の様子を図 ５-２２に示す。 

USB UART converter

 

図 ５-２１ レコーダタグ貼付状態 
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図 ５-２２ 実験の様子 

 
ＰＣは梱包内に図 ５-２２右図のような形で納められている。このとき、レコーダタグと

梱包間の距離は約 6cm である。 
 
測定では、アンテナ利得6dBi、1dBiの2つのアンテナを使い空中線電力17dBmと27dBm

を試みた（EIRP では、33dBm, 23dBm と 28dBm, 18dBm）。2 種のアンテナを試みた理由

は端末が小型化することがのぞましいためで、空中線電力は、小さな電力で読み書きでき

るほうが電波干渉や医療機器への影響を軽減、払拭できるためである。利用した 2 つのア

ンテナを図 ５-２３に示す。 
 
※ 現在、UHF 帯 RFID はある条件でペースメーカへの影響が確認されている。このため、

一般への利用がやりにくいという面がある。一定の時期で試験結果を見直すことと平行

して、出力がどの程度まで下げられるであれば、大丈夫か、という点も明確にすべきで

ある。今回のレコーダタグの利用形態では 4W(36dBm) EIRP は必ずしも必要ない。 
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図 ５-２３ 使用したアンテナ 

 
読み書き距離は梱包の外側からの距離で測定している。 
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図 ５-２４ 空中線電力 17dBm(EIRP 23dBm(Large), 18dBm(Small))での読み書き距離 
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図 ５-２５ 空中線電力 27dBm(EIRP 33dBm(Large), 28dBm(Small))での読み書き距離 
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表 ５-２に示したパッチインレイ単体での試験結果に比して、大幅に通信距離が短くなっ

ている。これはケーブルや近接金属による影響、見通し外による、読み取りアンテナアラ

イメントや角度の誤差が起因していると考えられる。ダンボールによる影響は[7]によれば、

小さいと考えられる。 
インレット単体に比べると読み取り距離は劣化しているものの、空中線電力 17dBm で小

型アンテナを用いた場合(EIRP 18dBm)にも、読み書きができている。実験してみると、離

れた位置で読み書きができてしまうと、対象としている製品に対する読み書きなのか、即

座に判断できない。対象物に合わせてできるだけ梱包に近い位置でのみ読み書きができる

しくみが必要かもしれない。また、梱包を通した読み取りにしても直接、製品タグを読み

取る場合でも、リーダライタを当てる位置に共通化したマーキングが必要であろう。 
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５.２.８  小型化の試み 
 
レコーダタグの基本機能を確認したので、ユニバーサル基板で構成されていたレコーダ

タグを表面実装によって小型化することを進めている。現在、基板加工およびアンテナ調

整中である（図 ５-２６、図 ５-２７）。 
 

 

図 ５-２６ 表面実装モデル（基板のみ） 

 

図 ５-２７ 表面実装モデル（チップ搭載） 
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５.３  タグメモリの効果的な利用 
 
上述したように今後は、RFID には ID を含めさまざまなデータが記録され、それを生産

管理、サプライチェーンマネジメント、リサイクル、リユース、製品安全など多目的に使

われる。これはるのみならず、サプライチェーンで取得したデータの流通が一つのユーザ

アプリケーションのカテゴリとして広がると考えられる。この場合、たくさんの種類ある

いは、大量のユーザデータをタグから取り込む可能性がある。この際、懸念される事項の

一つが、現実的な無線通信回線におけるユーザデータの読み取り確度である。特に、今後、

電波法令が改正され、さまざまな種類のリーダライタやアクティブタグシステムが同一の

周波数を用いることにより、雑音の影響を考慮せねばならない場合が大きくなると考えら

れる。ここでは RFID タグからの大量データの取り出しについて検討した結果を報告する。 
 
まずは RFID タグから大きなブロックデータを読み出す場合の、ＣＮＲと読み取りに必要

となる時間の関係について、予備調査した。実験構成を図 ５-２８に示す。 

 

図 ５-２８ 予備実験の様子 

 
ここで R/W はリーダライタ（UHF 帯パッシブ）、SA はスペクトラムアナライザ、BAP

は慶大で開発した電池付タグ、OSC は BAP の受信信号と反射信号を観測するためのオシロ

スコープである。今回用いている BAP の外観および特性を図 ５-２９と表 ５-４に示す。

4Mbit SRAM を搭載しているため、大量データの読み取り試験には有効である。また、上

記したように優先で実験ができるため、安定したＣＮＲ環境を作り出すことができる。 
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 Embed inverted F antenna

MPU（Atmega64L)SRAM

External I/O

CPLD (CoolRunner-II) 

95mm

SMA connector

 

図 ５-２９ 実験に用いた電池付タグ(BAP) 

表 ５-４ BAP の代表的な特性 

 

CR2032, ACPower source

RF power measurement, temperature  
sensor

Onboard sensors

-4.4dBiEmbedded antenna 
gain

15dB (Cochannel)Permissible Carrier to  
Interference Ratio

31cm2Radar cross section 
difference between 
matching and short 
states

-22dBm～5dBmRecommended receive 
level

40kbps/ FM0
50kbps@318kbps/Miller subcarrier

Response bit rate1

40 － 80 kbpsCommand bit rate

ISO/IEC 18000-6 Type CProtocol

950MHzFrequency band

Specification or performanceItem

CR2032, ACPower source

RF power measurement, temperature  
sensor

Onboard sensors

-4.4dBiEmbedded antenna 
gain

15dB (Cochannel)Permissible Carrier to  
Interference Ratio

31cm2Radar cross section 
difference between 
matching and short 
states

-22dBm～5dBmRecommended receive 
level

40kbps/ FM0
50kbps@318kbps/Miller subcarrier

Response bit rate1

40 － 80 kbpsCommand bit rate

ISO/IEC 18000-6 Type CProtocol

950MHzFrequency band

Specification or performanceItem

 
 
この状況 SG からＡＷＧＮ信号を発生させ、Gen2 プロトコルで読み取りブロックサイズ

を変えて、オシロスコープ画面から受信に掛かる時間を測定した。オシロスコープの画面

は図 ５-３０のようであり、このときのユーザデータの読み取り時間をカーソルを合わせて

計測する。 
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図 ５-３０ オシロスコープの画面 

 
結果を図 ５-３１に示す。 

 

図 ５-３１ 読み取りブロックサイズと読み取り時間の関係 

 
ここで 1WORD は 16bit であり、用いたリーダライタの制御ソフトの関係で 60WORD

以上の読み取りはできなかった。60 ワードの読み取りは一般的にはかなり長い。さて、結

果をみるとノイズがない場合には、読み取り時間はワード長に比例し、SN が悪くなると、

安定して読めるブロックサイズが小さくなる。AWGN によってビット誤りが生じてタグか
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ら発生したパケットが CRC エラーで欠落し、リーダが何度か送り直しを指示するためであ

る。 
 
つまり、読み取りデータの長さによって適切にブロックサイズを決定することが大量デ

ータの効率的な読み取りには重要である。たくさんのデータをいっぺんに読もうとすると

パケット誤りが起こる確率が高いのである。これを解決するためには、回線品質に応じて

送信ブロックサイズを最適することが効果的と考えられる。ブロックサイズが小さい場合

にはパケットロスが小さくなるのであるから、単純に考えると小さいブロックサイズから

初めて徐々にブロックサイズを大きくすることが効果的と考えられる（図 ５-３２）。 
 

 

図 ５-３２ 徐々にブロックサイズを広げるアルゴリズム 

 
この時、何回読み取りが成功したらブロックサイズをどのくらい増やすことがもっとも

効率がよいのか、について検討する必要がある。500word のデータ読み取りをさまざまな

ブロックサイズ単位で読み取る時間の期待値を表 ５-５に示すパラメタで計算した。 
 

表 ５-５ プロトコルパラメタ 

parameters values 
BER  1E-4 
Packet length (L) 500 (words) 
要求PER  0.01 
Bit rate  40 kbps 
Overhead  300 (usec) 

 
結果を図 ５-３３に示す。 

 



 156

 

図 ５-３３ ブロックサイズによる読み取り時間 

 
図中示されているように、ブロックサイズを数ブロックから増やすと、読み取り時間は

小さくなる。この場合、ブロックサイズが 10 ワード弱の場合にもっとも読み取りが早くな

る。そこを過ぎると読み取り時間が不連続に大きくなる点は、再送が起こり始めるブロッ

クサイズである。そのサイズを過ぎると、少し振動しながらも少しずつ時間が少なくなる。

これは再送 2 回と考えた場合の最適なブロックサイズ(70 ワード弱)に収束するためである。

ブロックサイズを大きくすると基本的にこの動きを繰り返すことになる。 
 
この結果を踏まえて、実験を行った。実験の構成図を図 ５-３４に示す。 

 

 

図 ５-３４ ブロック読み取り実験構成図 
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この結果、図 ５-３５の結果を得た。図中-46dBm とは雑音の絶対的な大きさを表し、CN
比相当 22dB である。-43dBm は CN 比 19dB 相当であり、ASK に対する通信品質では、

必ずしも悪いレベルではないが、特に-43dBm の場合には、読み取り時間が大きく劣化して

いる。また、図 ５-３３で予想したよりも短いパケットで読み取り効率化が達成されておら

ず、30 ワードが最適なブロックサイズとなっている。再送による劣化が予想より小さいこ

とがわかる。 

 

図 ５-３５ 実験による読み取り時間 

 
この原因は RFID タグからデータ読み取りをする場合のプロトコル上のオーバーヘッド

にある。 
 

UHF 帯 RFID においてデータ読み出しを行う際のプロトコルシーケンスを図 ５-３６に

示す。 
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図 ５-３６ データ読み取りシーケンス 

 
データ読み取りにおいては、タグを Select で指定し、EPC を読み取るまでのシーケンス

（インベントリ）を行った後に ReqRN によって Read するためのハンドルを入手し、ユー

ザデータを読み取る。大量データを読み取る場合にもハンドルを永久に使い続けられるわ

けではないので、インベントリによるオーバーヘッドが無視できない。これが短いブロッ

ク長での読み取り速度が低い理由と考えられる。現実的なオーバーヘッドを考慮し、シミ

ュレーションで実験データを再現すると図 ５-３７となる。 
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図 ５-３７ オーバーヘッドを考慮した読み取り時間 
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図中示されているように、実験と同様、ノイズ環境では短いパケット長の読み取り時間

が大きくなっている。実験環境のＣＮ比が 19dB であり、対象としている ASK の BER カ

ーブが図 ５-３７で与えられるので変調度が大きい場合には誤りは小さいと考えられる。今

後、変調度の低いケースについて検討する場合には、要求ＣＮ比が大きくなるため注意が

必要である。 
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図 ５-３８ ASK 変調度 100%であれば CNR20dB の場合、誤りは小さい 
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５.４  結論 
 

RFID 技術は、シリアル番号を含めて自動的に製品を特定することができ、また情報を書

き込むことも可能であるという特徴を活かし、製品を特定して情報システムとやり取りす

る手段として有効である。消費生活用製品は、消費者宅に存在する時間が、製品ライフサ

イクルの中で特筆的に長いため、消費者に対して製品安全に関する情報を「見える化」し、

消費者にもメリットがある形で「気づき」を促進することが、結果的に製品安全につなが

ると考えられる。製品事故の少なからぬ部分が誤った利用によって引き起こされているこ

とを考えると、国やメーカ側からの一方的な働きかけのみで、製品安全に関する問題のす

べてを解決することは、非現実的かつ、非効率といえる。消費者、メーカ、流通、国が相

互補完し、消費者参加型の製品安全施策を講じることが望ましい。今回提案したレコーダ

タグは製造・流通に関する情報を、消費者に提供するとともに、これまで途絶していた消

費者における利用情報を適切な範囲でメーカや流通にフィードバックすることができる。 
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５.５  今後の課題 
 
今後以下の課題について検討を進めたい。 
 消費生活用製品がどの販路で消費者に渡っているのか、統計情報について調査する。

これにより、サプライチェーンのどこをモニタすることが有効であるのかが判断でき

る（５.２.１ ）。 
 消費生活用製品の寿命（使用期間）を考慮したレコーダタグメモリの耐用年数性能の

実現と、寿命が切れる前の通知方法(５.２.３ ) 
 小型でかつ広帯域なアンテナ設計(５.２.４ )。今回 2 つのアンテナを作成したが、小型

で安定した特性とは必ずしもいえない。標準的なアンテナを作ることと平行して、将

来的には製品にアンテナを埋め込む（無線LANアンテナのように）ことも考えられる。 
 読み書き方法も含めたユーザメモリのフォーマット(５.２.５ )。ユーザメモリのスキー

マ（分割方法）と、データの翻訳に必要な、参照情報を少なくとも業界標準として定

義する必要がある。またその定義を配布する方法についても検討が必要である。 
 標準的なベースバンド通信方式(５.２.５ )。レコーダタグと消費生活用製品の通信プロ

トコルを業界標準として定義する必要がある。 
 電子タグ読み取り標準マークの決定。どの位置にリーダライタを当てるのか、を特定

する標準的なマークが必要である。 
 リーダライタの送信電力制御（５.２.７ ）。金属対応アンテナであったとしても貼付す

る製品によって、通信距離が変化する。梱包や、周囲の金属の影響もある。また、あ

まり遠くでアクセスできてもどの製品に対してアクセスしているのかがわかりにくい。

リーダの送信電力を最小限に制御することが、干渉に対する影響を軽減する意味でも

適切と考えられる。 
 送信電力を抑圧した場合の医療機器への影響評価（５.２.７ ）ペースメーカに対する

影響評価を一定の期間経過後に、行うべきである。またどのくらいの電力以下であれ

ば、影響がないのか、という点も明確にしたい。 
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５.６  簡易リーダ（レコーダタグ専用）概略仕様書 
 
５.６.１  仕様概要 
 
製品リサイクル等で将来の利用が考えられるレコーダタグ（製品が通電状態のときはケ

ーブル接続で機器のマイコンからユーザデータの読み書きを行い、製品が非通電状態のと

きは一般のリーダからタグのアンテナを介してユーザデータの読み出しを行うことが可能

なタグ）のユーザエリアのデータアクセスをケーブルにて行う簡易リーダの構成、コマン

ド・レスポンスについて記述する。 
タグとのインターフェースにおいては、簡易に構成できるよう機能を限定した。 
・通信速度は４０ｋｂｐｓ固定 
・リターンリンクはＦＭ０ 
・メモリアドレスは０～３ｆｆｆ 
・一度にリード可能データは 8 ワードまで 
・ライトは 1 ワード単位で行う 
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５.６.２  簡易リーダの構成 
 
（１）リーダ部 

単一のマイコンを使用してリーダ部を実現する。マイコンは、開発環境、演算能力の点

から、ルネサス製のＨ８Ｔｉｎｙシリーズ、H8/3664F を使用した。 
内蔵のリソースとしては、上位ＰＣとのシリアル通信用のＵＡＲＴ、ＰＩＥ信号の作成、

ＦＭ０信号の受信の時間を管理するために１６ｂｉｔフリーランニングタイマを使用する。

これ以外の内蔵リソースは割込みコントローラを含め使用していない。マイコンを１６Ｍ

Ｈｚで動作させ、上記２つ以外の機能についてはソフトウェアで実現している。 
タグインタフェース：３ピン、シリアル：２ピン、計５本の汎用Ｉ／Ｏピンを利用して

いる。 
 
（２）タグとのインタフェース 
タグとのインタフェースについては、タグ側が有する、Ｖｃｃ、ＥＮ、ＤＩ、ＤＯピン

（１．８Ｖ系）とマイコン（５．０Ｖ系）をレベルシフト回路を経由して接続する。 

 

CPU 
 
 

TAG_EN 
PIE_OUT 

FM0_IN 
 

Tag 
Vcc 

 
EN 
DI 
DO 

 

スイッチ 

コンパレータ 

レギュレータ

レベルシフタ部 

 

図 ５-３９ 制御回路の構成 

 
レギュレータは、Tag の動作電圧（1.5～1.8V）を作成し、その電圧をスイッチ（TAG_EN

信号で電源を供給するか／しないかを決める）経由で Tag に供給する。 
TAG_EN、PIE_OUT 信号は、Tag の動作電圧までレベルを下げる必要があるため、レベ

ルシフタ部（簡易な抵抗分圧回路で構成）経由で接続する。 
CPU と Tag の電源電圧差のため Tag のハイレベル出力が CPU のハイレベル入力値に達

しないため、コンパレータを用いてレベルシフトを行う。 
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５.６.３  上位インタフェース 
 
（１）方式 
上位インタフェースは、RS232C 調歩同期方式でテキストベースの通信方式とする。 
・通信速度 38400bps 
・データ長 8 ビット 
・パリティ なし 

 
（２）コマンド送信条件 
リーダの電源投入後、”READY”を受信した後から、TinyReader へのコマンドを受け付

ける。コマンド送信に対して必ずレスポンスが帰ってくるので、それを待ってから次のコ

マンドを送信する。 
コマンドは、状態によって受け付けない（エラーになる）場合があるので、イニシャラ

イズコマンド→インベントリコマンド正常終了後、リード／ライトコマンドを発行し処理

を行う。処理完了時にはターミネイトコマンドを発行し終了する。 
 
（３）イニシャライズコマンド 
タグへの電源供給を開始し、Tag の EN 信号をアサートして、ワイヤによる通信が可能な

状態にする。 
 
コマンドフォーマット 

オフセッ

ト 

レング

ス 

項目名 値 備考 

+0 1 chr コマンド ‘I’ ‘i’でも可 
+1 1 chr 終 了 コ ー

ド 
‘¥r’  

 
レスポンスフォーマット 

オフセッ

ト 

レング

ス 

項目名 値 備考 

+0 2 chr 結果 ‘OK’  
+2 2 chr 終了コー

ド 
‘¥r¥n’  

 
本コマンドでは、エラーは発生しない。 
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（４）インベントリコマンド 
イニシャライズの後、このコマンドを受付ける。タグに Select、Query、QueryRep、Ack

コマンドを発行し、EPC コードを取得する。 
 
コマンドフォーマット 

オフセッ

ト 

レング

ス 

項目名 値 備考 

+0 1 chr コマンド ‘Q’ ‘q’でも可 
+1 1 chr 終了コー

ド 
‘¥r’  

 
レスポンスフォーマット（正常時） 

オフセッ

ト 

レング

ス 

項目名 値 備考 

+0 4 chr PC  ascii コードに変換 
+4 24 chr EPC  ascii コードに変換 
+28 2 chr 終了コー

ド 
‘¥r¥n’  

 
本コマンドでは、エラーが発生する。その際は、レスポンスとしてエラーコードが返さ

れる。エラーコードについては、エラーコード一覧を参照のこと。 
 
（５）データリードコマンド 
インベントリ完了後、このコマンドを受付ける。タグに ReqRN、Read コマンドを発行

し、ユーザデータを読み出す。 
 
コマンドフォーマット 

オフセッ

ト 

レング

ス 

項目名 値 備考 

+0 1 chr コマンド ‘R’ ‘r’でも可 
+1 1 chr MemBank ‘0’-‘3’ ‘0’: Reserved 

‘1’: EPC 
‘2’: TID 
‘3’: User 

+2 4 chr WordPtr ‘0000’－‘3FFF’ この範囲外はエラーとな

る 
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+6 1 chr WordCount ‘1’-‘8’  
+7 1 chr 終了コード ‘¥r’  

 
レスポンスフォーマット（正常時） 

オフセット レングス 項目名 値 備考 
+0 4 –32 chr 読出データ  ascii コードに変換 

+(4-32) 2 chr 終了コード ‘¥r¥n’  
 
本コマンドでは、エラーが発生する。その際は、レスポンスとしてエラーコードが返さ

れる。エラーコードについては、エラーコード一覧を参照のこと。 
 
（６）データライトコマンド 
インベントリ完了後、このコマンドを受付ける。タグに ReqRN、Write コマンドを発行

し、ユーザデータを書き込む。 
 
コマンドフォーマット 

オフセッ

ト 

レング

ス 

項目名 値 備考 

+0 1 chr コマンド ‘W’ ‘w’でも可 
+1 1 chr MemBank ‘0’-‘3’ ‘0’: Reserved 

‘1’: EPC 
‘2’: TID 
‘3’: User 

+2 4 chr WordPtr ‘0000’－‘3FFF’ この範囲外はエラーとな

る 
+6 4 chr Data   

+10 1 chr 終了コー

ド 
‘¥r’  

 
レスポンスフォーマット（正常時） 

オフセッ

ト 

レング

ス 

項目名 値 備考 

+0 2 chr 結果 ‘OK’  
+2 2 chr 終了コー

ド 
‘¥r¥n’  
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本コマンドでは、エラーが発生する。その際は、レスポンスとしてエラーコードが返さ

れる。エラーコードについては、エラーコード一覧を参照のこと。 
 
（７）ターミネートコマンド 

Tag の EN 信号をデアサートして、タグの電源供給を終了し、一連の処理を終了する。 
 
コマンドフォーマット 

オフセッ

ト 

レング

ス 

項目名 値 備考 

+0 1 chr コマンド ‘T’ ‘t’でも可 
+1 1 chr 終了コー

ド 
‘¥r’  

 
レスポンスフォーマット 

オフセッ

ト 

レング

ス 

項目名 値 備考 

+0 2 chr 結果 ‘OK’  
+2 2 chr 終了コー

ド 
‘¥r¥n’  

 
本コマンドでは、エラーは発生しない。 

（８）エラーコード一覧 
レスポンスとしてエラーが返される場合のエラーフォーマットと内容を下表に示す。 

 
レスポンスフォーマット 

オフセット レングス 項目名 値 備考 
+0 4 chr 結果 ‘ERR-’  
+4 2 chr エラーコード  下表参照 

+6 2 chr 終了コード ‘¥r¥n’  
 
エラーコード一覧 

エラーコー

ド 
名前 内容 
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0x  タグがバックスキャッタするエラー

（annex-I 参照） 
00 ： その他のエラー 
03 ： メモリオーバーラン 
04 ： メモリロック 
0B ： 電力不足 
0F ： 不特定のエラー 

11 UART_BUF_OV 上位通信でのバッファオーバフロー 

12 UART_CHR_TO 上位通信でのキャラクタ間タイムアウト 
20 CMD_UNDEFINE 未定義コマンド 
21 NOT_PON タグに電源が供給されていない 
22 NOT_ACKED_OPEN インベントリが完了していない 
23 CMD_FORMAT_ERR コマンドフォーマットエラー 
31 TAG_NO_DETECT タグが検出できない 
39 EPC_CRC_ERR EPC の CRC エラー 
3x ACK_RESP_ERR ACK コマンド応答に対するエラー 
41 WORDPTR_OV WordPtr の定義範囲外 
42 WORDCOUNT_OV WordCount の定義範囲外 
59 REQRN_CRC_ERR ReqRN コマンド応答に対する CRC エラ

ー 
5x REQRN_RESP_ERR ReqRN コマンド応答に対するエラー 
67 READ_HEADER_ERR Read コマンド応答に対する header エラ

ー 
68 READ_HANDLE_ERR Read コマンド応答に対する handle エラ

ー 
69 READ_CRC_ERR Read コマンド応答に対する CRC エラー

6x READ_RESP_ERR Read コマンド応答に対するエラー 
77 WRITE_HEADER_ERR Write コマンド応答に対する header エラ

ー 
78 WRITE_HANDLE_ERR Write コマンド応答に対する handle エラ

ー 
79 WRITE_CRC_ERR Write コマンド応答に対する CRC エラー

7x WRITE_RESP_ERR Write コマンド応答に対するエラー 
+A T1_TR_TIMEOUT T_1、もしくは T_REPLAY タイムアウト

+B P_LEVEL_OV 受信波形、パルス幅が不正 
+C NO_PREAMBLE Preamble 未検出 
+D WRONG_PREAMBLE Preamble フォーマットエラー 

サ
ブ
コ
ー
ド +E SHORT_OF_DATA データ受信ビット数が少ない 
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第６章  消費者メリットＰＲに関する検討 
 
６.１  調査概要 
 
６.１.１  調査目的 
 
製品安全における情報管理において、電子タグの利活用を実現するための消費者の理解

度向上や普及に向けた方策や課題の解決策を提示するために、製品安全管理への電子タグ

の適用という観点から、電子タグに関する消費者の認識状況を消費者アンケート及びグル

ープインタビューにより調査する。また同時に、電子タグ利活用の普及促進や阻害要因等

についての見解を有識者ヒアリングにより調査するのと共に、特に海外での電子タグ利活

用事例に関する公開情報の収集・整理などを行うことにより、製品安全管理を含む製品ラ

イフサイクル管理としての電子タグ貼付が数年後に市場導入となることを想定した上で、

下記の基礎資料を得ることを目的とする。 

１）対象となる一般消費者への円滑な施行の為のキーポイントの抽出 

２）電子タグに対する一般消費者の理解向上や普及に向けた方策等の要素の抽出 

３）一般消費者の電子タグの利活用の実現・促進要素の抽出 

 

上記の目的を図る為に、以下の４種類の調査を実施した。 

 

１）消費者ＷＥＢアンケート調査 

－電子タグに関する認識状況や製品貼付への印象評価の把握 

１）消費者グループインタビュー調査 

－電子タグに関する製品ライフサイクル管理効用を説明した上での態度変容評価の 

把握 

２）有識者ヒアリング調査 

－電子タグに関する認識・評価、活用の社会的意義、普及促進、プライバシー保護 

見解の把握 

３）海外電子タグ活用事例デスクリサーチ 

－海外での電子タグ活用事例をインターネット等のオープンデータで収集 
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６.１.２  各調査の概要 

（１） 消費者ＷＥＢアンケート調査 

 －調査方法 ： ＷＥＢ調査法（弊社Ｒ－ＮＥＴシステム利用） 

 －実施地域 ： 全国 

 －対象者条件 ： ２０～６９才一般男女個人 計５００名回収 

  ＊性×年代（２０～６０代）の計１０セルを各５０名ずつ均等割付 

 －実施時期 ： 平成２０年２月１日（金）～２月６日（水） 

 

（２） 消費者グループインタビュー調査 

 －調査方法 ： グループインタビュー 

 －実施地域 ： 首都圏 

 －対象者条件・実施日時 ： 下記５ＧＲ（計３０名） 

・第１ＧＲ：２０～３０代未婚女性 平成２０年２月２６日（火）１９：００～２１：００ 

・第２ＧＲ：３０～４０代有職既婚女性 平成２０年２月２７日（水）１９：００～２１：００ 

・第３ＧＲ：３０～４０代専業主婦 平成２０年２月２６日（火） １５：００～１７：００ 

・第４ＧＲ：５０～６０代専業主婦 平成２０年２月２７日（水） １５：００～１７：００ 

・第５ＧＲ：３０～５０代既婚男性 平成２０年２月２８日（木） １９：００～２１：００ 

 ＊原則、調査１の協力者[一部ＷＥＢではなく、ＦＡＸでの協力含む] 
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（３） 有識者ヒアリング調査 

－調査方法 ： ヒアリング調査法 

－対象者 ： 下記有識者 

１）松崎陽子氏（生活経済プランナー）  

 ＜ヒアリング視点＞ 

・主婦にとって、リサイクルや有害物質など懸念する点 

      ・主婦にとって、「電子タグ」への期待（導入された時のメリット） 

      ・「電子タグ」を利用した製品安全情報の公開に関する期待 

      ・「電子タグ」がついた商品の体験談（海外含めて）  

＜実施日＞ 平成２０年２月２５日（月） 

２）野村昌弘氏＆石本昌子氏（株式会社富士通総研 流通コンサルティング事業部）  

 ＜ヒアリング視点＞ 

・商品販売における個人情報保護法やセキュリティ対策に関して 

      ・高齢者からみた「電子タグ」 

      ・プロセス・マネジメントにおける「電子タグ」の可能性 

      ・海外での「電子タグ」活用事例 

＜実施日＞平成２０年２月２７日（水） 

３）永田潤子氏（大阪市立大学大学院 創造都市研究科准教授） 

＜ヒアリング視点＞ 

・ＣＳＲ視点での「電子タグ」導入のあり方 

      ・「電子タグ」付き商品への期待（安全管理／製品内容など） 

      ・「電子タグ」付き商品として相応しいもの／相応しくないもの 

      ・製品情報の伝播の仕方 

＜実施日＞平成２０年３月５日（水） 

 

 

（４） 海外電子タグ活用事例デスクリサーチ 

－調査方法 ： インターネット掲載オープン資料を中心としたデスクリサーチ 
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６.２  電子タグの評価 
 
６.２.１  電子タグの現状 
 

（１） 家電情報への期待（安全性） 

 

①当事者にならない限り、事故・不具合は気にしない。 
消費者ＷＥＢアンケート調査によると、製品不具合・事故を気にする人は８割を超え

ている。一方で、グループインタビューによると、製品の不具合や事故のお知らせや

お詫び広告が出ると気にするが、自分や自分の周囲に被害を受けた人がいなければ、

自分には関係ないものという人が多い。 
②大手国内メーカであれば、家電製品の安全性は当たり前である。 
家電製品に対して、安心・安全は当たり前のことであり、大手家電メーカの製品であ

れば、気にするまでもなく、安全ということは大前提だと考えている。家電製品が火

を噴くものという認識は全くなく、20 年以上使っているものであっても、その認識は

変わらない。ネットで安い価格の家電製品を購入した場合、故障しても仕方ないと割

り切っている。 
③家電製品の購入前には、ＷＥＢの口コミサイトで評価をチェックする。 

「価格コム」などのサイトで、価格やユーザ評価をチェックする人が多い。実際の購

入では、近所、あるいはポイントカードが使える量販店で、実物を見て購入している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６-１ 製品不具合・事故を気にする度合い（Ｑ７） 
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表 ６-１ グループインタビュー結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家電情報への期待（安全性への意識）  

 価格コムのレビューで評判を調べて、量販店で購入する。 

 国産メーカしか目に入れていない。日本製の方がアフターサービスが

良い。 

 お詫び広告で、松下電器は真摯な姿勢に好感を持ったが、パロマは情

報の隠蔽で不信感を抱いた。 

 お詫び広告は、自分に関係ない製品だったので、気にならなかった。

 安全はピンとこないが、故障は気になる。 

家電製品を 年くら 使 も 火を噴くと 思わな

第２ＧＲ 

（30～40代 

有職 

既婚女性） 

 機械ものは、あたり／はずれがある。携帯電話で調子が良くないと、

はずれたと思う。 

 家電製品は口にする物ではないので、○○製という事は気にしない。

 口コミの評判は気にする。 

 家電に関して、安全性や事故のことはあまり気にしない。 

 壊れた時は嫌な気になるが、ＴＶＣＦにあるような不具合・事故が自

分の家電に起きていないのであれば、それでいいという気になる。 

第１ＧＲ 

（20～30代 

未婚女性） 

 価格コムで調べて、近くの量販店で購入する。 

 信用できるメーカしか目に入らない。 

 国産メーカの方がアフターサービスが安心できる。 

 自分や自分の周りではなかったので、お詫び広告は他人事である。 

 お詫び広告を見て、まだこんな古いものを使っているのと思った。知

人で古い家電製品を使っているところが心配になった。 

 基本的に安全と思っているが何かあるかもしれないとも思っている。

 製造番号が見えにくいので、何とかして欲しい。 

第４ＧＲ 

（50～60代 

専業主婦） 

 安全性などは、口コミサイトを参考にしている。 

 ネット通販で購入の家電製品は安いので多少壊れてもしょうがない。

 日本の大手メーカであれば、安全性について心配していない。 

 聞いたことがないメーカは親しみがないので不安である。 

 お詫び広告などを見るとこんなことがあったのかと驚くが、対象とな

っているのが古い型なので、自分の家電は大丈夫と見ている。 

 安全性の高い製品をつくるのはメーカの責任で、使うのはユーザの責

任になる。 

第３ＧＲ 

（30～40代 

専業主婦） 

 家電製品を買う時に、安全は意識しない。 

 お詫び広告などを見ない限り、何かあるとは気づかない。 

 安全性よりも、その企業への不信感で買わなくなる。 

 日本製ならば最低限の品質はクリア。安全の事は、気にしたくない。

 お詫び広告を見ても、自分が持っていなければ関係ない。地の果てま

で回収する必要があるのか疑問である。 

第５ＧＲ 

（30～50代 

既婚男性） 
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（２） 「電子タグ」の認知度 
①「ＩＣタグ」の認知率は約９割である。 
「ＩＣタグ」の認知度に関して、消費者ＷＥＢアンケート調査によると「言葉だけは

知っている」までで 88.0％となり、認知率は約９割である。また、「内容・特徴まで少

しは知っている」という人は６割以上となっている。 
②男性の方が「ＩＣタグ」の認知率が高く、理解も深い。 
男女別にみると、男性の方が認知度は高く、また理解も深くなっている。 

③加齢とともに「ＩＣタグ」の認知率も高くなる。 
男女ともに、50 代までは加齢とともに認知率が高くなる傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６-２ ＩＣタグ認知度（Ｑ１１） 

表 ６-２ グループインタビュー結果 

  

総
数 

内
容
・
特
徴
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ど
を 

詳
し
く
知
っ
て
い
る 

内
容
・
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徴
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を 

少
し
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っ
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る 

言
葉
だ
け
は
知
っ
て
い
る 

知
ら
な
い 

認
知
（
計
） 

詳
細
認
知
（計
） 

全体 (500) 15.8 45.2 27.0 12.0 88.0 61.0

男性２０代 (50) 38.0 42.0 12.0 8.0 92.0 80.0

男性３０代 (50) 20.0 50.0 24.0 6.0 94.0 70.0

男性４０代 (50) 30.0 46.0 18.0 6.0 94.0 76.0

男性５０代 (50) 28.0 66.0 6.0 0.0 100.0 94.0

男性６０代 (50) 16.0 64.0 14.0 6.0 94.0 80.0

女性２０代 (50) 6.0 38.0 30.0 26.0 74.0 44.0

女性３０代 (50) 8.0 38.0 34.0 20.0 80.0 46.0

女性４０代 (50) 4.0 42.0 40.0 14.0 86.0 46.0

女性５０代 (50) 4.0 32.0 50.0 14.0 86.0 36.0

女性６０代 (50) 4.0 34.0 42.0 20.0 80.0 38.0

 

 

15.8 45.2 27.0 12.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内容・特徴などを詳しく知っている

内容・特徴などを少しは知っている

言葉だけは知っている

知らない
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（３）「電子タグ」の浸透状況 
①「ＩＣタグ」について、知っている情報内で活用方法がイメージできている。 
グループインタビューの結果においても、「ＩＣタグ」の認知率は高く、50～60 代専業

主婦グループの２名の他は、全員が「ＩＣタグ」について聞いたことがあった。万引

防止、在庫管理、生産者情報、子どもやペットにつけて行動状況を知るなど、多様な

活用方法を、テレビのニュースや情報番組、雑誌などを見て知っている。 

※ 消費者ＷＥＢアンケート調査からグループインタビュー対象者を選んだことから、

特に年代の高い層では、世の中一般に比べ情報リテラシーが高いことが予想される。 
②「Ｓｕｉｃａ」「ＰＡＳＭＯ」などの普及によって、理解されやすい環境にある。 
「Ｓｕｉｃａ」「ＰＡＳＭＯ」も「ＩＣカード」の一種と知っている人は少数であるが、

そのことがわかると、普段から使っていることで親近性が増している。 

 

表 ６-３ 有識者ヒアリング結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一般の人の電子タグの認識は低い。家電製品につける電子タグの場合、個人情報が

気になるが、「パスモ（PASMO）」や「スイカ（Suica）」と同じと言われると納得す

る。                              ［松崎氏］

 「パスモ（PASMO）」や「スイカ（Suica）」と同じ原理と言うと、殆どの人は理解し

てくれる。                        ［野村氏・石本氏］

 百貨店コンソーシアムで、電子タグと電子ペーパーを実験したが、個人情報の問題

は出ず、94％のモニターが再度利用したいと答えた。     ［野村氏・石本氏］

 電子タグは、薬に付けて誤用を避けたり、飲み合わせの危険性が指摘されたり、冷

蔵庫を開けなくても中身が分かるようにするものと理解している。   ［永田氏］

電子タグの浸透状況 
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表 ６-４ グループインタビュー結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「電子タグ」の浸透状況  

□ 「ＩＣタグ」について全員が認知 

 靴の在庫が瞬時にわかるというのをテレビで見て便利だと思った。 

 「ワールド・ビジネス・サテライト」で、野菜の生産者情報がわかるの

を見た。 

 ニュースで見たが、在庫管理の話で、自分には関係ない。 

 ＣＤショップで万引防止という話を聞いた。

第２ＧＲ 

（30～40代 

有職 

既婚女性） 

□ 「ＩＣタグ」について全員が認知 

 回転寿司の皿に付いていて、すぐに会計ができる。 

 テレビでスーパーで「どこの誰が作った野菜」なのかが分かるというの

を見た。 

 「ＩＣタグ」がつくと、購入履歴や事故歴がわかるという記事を読んだ。

 ペットにつけて、迷子になっても安心という話が家族の会話で出て来

た。 

第１ＧＲ 

（20～30代 

未婚女性） 

□ 「ＩＣタグ」について４名が認知 

 海外の手さげ袋についていた。ピッピッと鳴るので、行動を監視されて

いる気がした。夫から「ＩＣタグ」と聞き、ネットで調べ、アメリカで

は不買運動があると知った。 

 夕方のニュースで「ＩＣタグ」が開発されつつあるというのを見た。 

 ラジオやテレビの情報番組で見た。さらに調べて追跡産地まで判ると知

った。 

第４ＧＲ 

（50～60代 

専業主婦） 

□ 「ＩＣタグ」について全員が認知 

 テレビで万引防止用として紹介していた。 

 どこかのデパートで、ワインについているタグをピッとすると、原産地

や合う料理がわかるというのを経済番組でやっていた。 

 「Ｓｕｉｃａ」「ＰＡＳＭＯ」や銀行のキャッシュカードについている。

 夫から、カートに入れるとレジの前に合計金額がわかるような社会にな

る話を聞いた。 

第３ＧＲ 

（30～40代 

専業主婦） 

□ 「ＩＣタグ」について全員が認知 

 冷蔵庫の中に何が入っているのかわかるという研究があるのを知った。

 雑誌か新聞で、本の万引防止や販売経路を探るというのを見た。実施す

るのは良いが、価格が上がるのは嫌。「Suica」など履歴を追跡できる。

 食品の生産履歴など、今まで以上に多くのデータを蓄積でき、正確な情

報を提供できる。 

 子どもが行った所の追跡など、近未来に当たり前になるのは凄い。 

第５ＧＲ 

（30～50代 

既婚男性） 
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（４）「電子タグ」の期待と不安 

①便利なものであるが、個人情報流出の不安は残る。 

消費者ＷＥＢアンケート調査において、「ＩＣタグ商品貼付で不安に感じること」に関

して、８割以上が何らかの不安を感じている。 

特に「個人情報（氏名・住所・電話番号等）が流出しそう」が最も多く、グループ

インタビューにおいても、女性若年層ほど個人情報の流出を気にする人が多かった。 

一方で、事故や不具合が起きた時、その情報をくれるのは良く、松下電器のストー

ブが販売された時代にはできなかったが、今の時代では誰が購入者かわかるようにで

きるという肯定的な意見が、グループインタビューでは出ている。 
②メーカ流通－ユーザで、メリットを共有できると良い。 
メーカは事故や不具合が起きた時の連絡が取りやすい、流通は販売員が正しい情報で

販売できるといったメリットがイメージできている。 

一方で、ユーザのメリットが実感できなければ、個人情報流出や購買履歴の追跡など

の不安要素が目立つ可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６-３ ＩＣタグ商品貼付で不安に感じること（Ｑ１３） 
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表 ６-５ グループインタビュー結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「電子タグ」の内容（印象・不安）  

 ＱＲコードの大きい版で、自分の仕事（在庫管理）に使えそう。 

 メーカ側にメリットがあるが、消費者側のメリットが見えない。 

 「ＩＣタグ」に入っている情報がいつ消えるのか疑問に思った。 

 野菜の生産者情報などは過剰な気がする。そこまで知らなくても、パ

ッケージに載っているくらいで良い。 

 「ＩＣタグ」は遠い存在で、情報を取られるのは嫌だが、不具合の時

の連絡なら良い。 

第２ＧＲ 

（30～40代 

有職 

既婚女性） 

 事故が起きた時、その情報をくれるのは良いが、誰かが個人情報を見

ていると思うと嫌な気になる。 

 カード会社が管理してくれると良い。カード会社であれば、個人情報

をずさんな管理しない。 

 「ＩＣタグ」の話を読んだ時、個人情報の話も出ていたが、具体的に

はわからなかった。 

 店頭の接客にうんざりしているので、「ＩＣタグ」で自分で商品の説

明が見られると助かる。 

第１ＧＲ 

（20～30代 

未婚女性） 

 松下電器のストーブが出た時代にはできなかったが、今の時代では誰

が購入者かわかるようになる。 

 販売店の情報をメーカも把握できると、何かあった時の処理が早い。

 番号での管理ができる／できないを自分で選べると良い。 

 商品情報が入るなら、販売員がきちんとした情報で販売できる。 

 万引防止は良いが、タグをつけるので、服に穴が開いていた。試着も

しづらいので、小さいタグになると良い。 

第４ＧＲ 

（50～60代 

専業主婦） 

 取扱説明書や保証書がいらなくなる。何かあれば、自分は何もしなく

ても連絡が来る。 

 情報を自宅で見ることができると良い。 

 食品は原産地が気になるので、加工食品でもわかると便利である。 

 店頭で読み取る機械のところが混雑しているのは嫌なので、スムーズ

に使いたい。 

 買った情報が管理されたり、追跡されたりする危険があるという記事

を読んだが、何故危険なのかわからない。 

第３ＧＲ 

（30～40代 

専業主婦） 

 企業は、消費者動向を知りたいのが本音ではないか。 

 大袈裟過ぎる。車なら良いが、10万円くらいの家電製品にはいらない。

 どのような情報が入っているのか個人でも見ることができると良い。

 コストのことが気になる。データベースの構築も必要になる。 

 買ったことがわかるとまずいものまでわかるのは嫌。 

第５ＧＲ 

（30～50代 

既婚男性） 
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表●● 有識者ヒアリングの結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表●● 海外デスクリサーチの結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 消費者に対するガイドラインがみえない。金融商品の場合、プライバシー情報は機

密性が重要になる。今の電子タグの情報が漏洩した際の補完がない。ファイアウォ

ールをきちんと設ける必要がある。                ［松崎氏］

 金融の場合は情報漏洩で不信感が大きくなった。誰がどういう責任を負っていると

いうことを明確に消費者に示すことが大切になる。         ［松崎氏］

 リスクがあるとすると、電子タグを叩く消費者団体が登場した時だろう。世間を騒

がせたかったら、個人情報や電磁波などの問題を上げれば問題になる。 

［野村氏・石本氏］ 

 アマゾン・ドットコムのように、「この本を買った人はこの本も購入しています」

的な個人情報の活用は一般生活者に受容されている。とはいえ、アマゾン・ドット

コムは全員が同意している訳ではなく、嫌な人はサービスを受けない。だから、消

費者に選択権を付与するのが望ましい。               ［永田氏］

［実用例：パスポート（アメリカ）］ 

 米国民の圧倒的多数が RFID パスポートに反対している。2005 年の意見公募期間に

意見を寄せた国民のうちの 98.5％が電子パスポートに反対していた。 

 寄せられた 2,335 件の意見のうち、2､019 件はセキュリティとプライバシーを最大

の懸念として挙げた。 

 一部の議員及びセキュリティ推進者らは、米国務省が 2007 年 12 月 31 日に発行した

新規則（カナダ、メキシコ、バミューダ諸島、カリブ諸国に旅行する米国人に発行

されるパスポートカードに“近接型”ＩＣタグの採用を義務付ける）に強く反対し

ている。 

 近接型ＩＣタグは読取り距離が最大 20 フィートでセキュリティとプライバシーの

面で重大な脅威をもたらす。この技術は本質的にセキュリティが欠如しており、Ｉ

Ｄの盗難、政府やテロリストによる国民の監視といったプライバシー侵害の問題が

ある。 

電子タグの不安 

アメリカでの導入反対事例 
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６.２.２  電子タグのメリット／デメリット 
 

（１）事故・不具合の時にメーカから連絡がくることは良い 

 

事故・不具合が起こった時にメーカから連絡がくることを評価しており、事故・不具合

が起こってからすぐに連絡が来ることを期待している。 

広告を見て自分でチェックする必要がなく、便利になると感じている。メーカのメリッ

トはわかるが、消費者のメリットが見えない。またメーカは、松下電器のようにしつこく

広告する必要がなくなるといったことは見えるが、自分とどういう関係があるのかわから

ないという声があり、消費者のメリットが明確ではない。故障時に、以前の修理を一から

説明する必要がないことは評価している。 
 
（２）メーカが安全管理することに異論はない 
 
メーカに安全管理をしてもらえることに反対する人はいない。したがって、デメリット

というよりも、情報漏洩といった仕組みへの不安の声が出て来る。 
 
（３）情報漏洩のリスクは付きまとう 
 
個人情報の管理を気にする人にとっては、個人情報漏洩へのリスクがある。情報登録す

る大元のコンピュータが故障したらどうなるかといった不安まで考える人もいる。 
 
（４）情報管理が面倒で忘れてしまう 
 

家電購入時に情報登録をしても、引越や譲渡の時に情報更新を忘れてしまいそうという

人は多い。また、情報更新が面倒で、中古市場で売りにくくなるという声もある。 
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表 ６-６ グループインタビュー結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「電子タグ」のメリット  

 リコール情報の連絡などであれば、ぜひやって欲しい。 

 事故・故障の場合だけなら良い。 

 長く大切に使いたい家電製品の場合は情報登録する。 

 自分の家にどのような家電製品があるのか把握してない人には良い。

 自分には起こらないと思うが、安心は持っておきたい。メーカ側が安

全管理を積極的にするのは良いことである。 

第２ＧＲ 

（30～40代 

有職 

既婚女性） 

 販売店に知られているより、メーカに知られている方が良い。販売店

が近所なので、自分のことをあまり知られたくない。 

 家電製品の不具合をメーカから直接教えてくれるので、広告を自分で

チェックする必要がなく便利になる。 

 レンジやストーブなど火が出そうな家電製品なら入れる。 

第１ＧＲ 

（20～30代 

未婚女性） 

 取扱説明書を読むのは嫌だが、「ＩＣタグ」の情報で簡単に見られる

と良い。 

 保証期間を越えても管理してくれるのは良い 

 以前の故障を一から説明する必要がないので良い。 

 事故・不具合の際の連絡までは、メーカの責任として当たり前にして

欲しい。 

第４ＧＲ 

（50～60代 

専業主婦） 

 「Ｓｕｉｃａ」に自分の情報が入っていたことにより、連絡すれば落

としたカードを使用停止し、残金も返ってきた。 

 新聞やテレビを見て自分がチェックすべきことをメーカがしてくれ

るのは良い。 

 メーカもしつこく広告する必要なくメーカとユーザの双方にメリッ

トがある。 

 何かあった時に、メーカから直接連絡が来るので、リコール商品を消

費者が知 プが

第３ＧＲ 

（30～40代 

専業主婦） 

 何かあった時に、メーカから連絡してくれるのは良い。 

 型番や品番を見るのが大変なので、それを伝えないで済むのは良い。

 レンジのように火を噴きそうなものはすぐにやりたい。 

 今の世の中の流れでは、「ＩＣタグ」がつくのはしょうがない。恩恵

を受けた時、初めてあって良かったと思う。 

 マーケティング情報を入力し、今後の製品開発に活かしてくれるので

あれば協力したい。 

第５ＧＲ 

（30～50代 

既婚男性） 
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表 ６-７ グループインタビュー結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「電子タグ」のデメリット  

 管理されている感じがする。 

 「ＩＣタグ」に情報を入れる必然性を感じない。 

 自分で管理できるかどうか不安である。 

 登録しただけでは、その後、忘れてしまう。 

 情報登録において、店では誰かに見られるので、家でする。 

個人情報が入っているカードは、落とした時の不安が大きい。

第２ＧＲ 

（30～40代 

有職 

既婚女性） 

 「何かあったら」を管理するのは、「ＩＣタグ」ではなくても良い。 

 個人情報が絶対に安全ということはなく個人情報の流出が気になる。

 販売店で人前で住所と名前を書くのに抵抗がある。店員の目や客を待

たせているプレッシャーが気になる。 

 引越の時は、故意ではなく、単純に忘れてしまう。引越の心得などに、

電気ガス水道の連絡先と一緒に掲載してあると良い。 

 情報登録を、引越業者にはしてもらいたくない。 

第１ＧＲ 

（20～30代 

未婚女性） 

 大元のコンピュータが壊れるとどうなるか不安である。 

 外から操作できる不安はある。 

 どんなに信頼していても、頭のどこかに「でも･･･」がある。 

 仕方がなければ、個人情報を登録するが、やたらに入れたくはない。

 人にあげる時に面倒なので、あげるのをやめるような気がする。 

 店の中で大量のセンサーが肌を通る恐怖を感じる。 

 自分とどういう関係があるのかわからない。 

第４ＧＲ 

（50～60代 

専業主婦） 

 「ＰＡＳＭＯ」などには、自分の情報を入れないようにしている。個

人情報が出ることへの不安はある。 

 「ＩＣタグ」以外では管理してくれないのかと思うと不安になる。 

 値段がすごく上がるのであればいらない。 

 「製造番号」「作られた時期」「工場名」「故障・修理履歴」くらいで

あれば、大したことはない。 

 「ＩＣタグ」自体が壊れないのか気になる。 

第３ＧＲ 

（30～40代 

専業主婦） 

 消費者のメリットが少なく、メーカのためという気がする。 

 動機づけがなければ、登録しない気がする。 

 メーカの数だけ入力するのであれば、メーカ数を限定しそう。 

 引越する時に、住所の情報を書き換えるという意識はない。引越業者

に頼むのは、別にお金がかかりそうで嫌。 

 個人が特定できる情報は、できるだけ入れたくない。 

 中古市場で売りにくくなる。

第５ＧＲ 

（30～50代 

既婚男性） 
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６.２.３  電子タグの利用条件 
 

（１）インセンティブがあると、登録のモチベーションになる 

 
インセンティブについては、キャッシュバックやポイント還元、買い換え時の下取り優

遇、懸賞付などが出て来ている。有識者ヒアリング調査でも、消費者は手間に見合ったメ

リットがなければ、手間をかけないという指摘もあり、インセンティブの必要性を指摘し

ている。 
 
（２）保証書レスなど、具体的なメリットのあるサービスは受け入れやすい 
 

ＷＥＢアンケート調査によると、「保証書の代わりになるサービス」という人が８割強と

最も多い。保証期間の延長などの付加や廃棄の際の割引も、ＩＣタグによる魅力的なメリ

ットとして、挙げられている。また、登録しないと保証されないという状況なら絶対登録

するという意見も挙げられている。 

取扱説明書については、女性からは「ＩＣタグ」に入っていると良いという意見が聞か

れたが、男性は本として持っていたいという意見が多かった。 
 
（３）登録の手間を省いてくれるサービスを望んでいる 
 

ポイントカードやクレジットカードを読み込む際に一緒に登録まで済ませる方法や、店

頭で伝票を書く際に何枚も書かず、１枚で済ませられる方法など、個人情報を登録する作

業を軽減することを望む声もグループインタビューでは多く出ていた。第三者機関での一

括登録や一括の書き換えを望む意見もみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６-４ ＩＣタグ商品貼付時望ましいサービス（Ｑ１７） 
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表 ６-８ グループインタビュー結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「電子タグ」の利用条件  

 ポイントカードなど、すでに個人情報を入れたものを使うのであれば

良いが、新たに個人情報を入れるのは嫌。 

 メーカからの返答やユーザへの特典があるならやっても良い。 

 廃棄の際、割引されると良い。 

 引越業者に任せるのは不安なので、書き換えは自分でやりたい。 

 ○○協会等で一括登録して、書き換えも一括でやってくれると良い。

 取扱説明書が「ＩＣタグ」に入っていると良い。 

第２ＧＲ 

（30～40代 

有職 

既婚女性） 

 １回入力すると、全てのメーカの製品が済むのであれば、入力する。

 店頭にＰＣを置いて、自分で入力できると良い。 

 買い換えの時に割引や下取りしてくれると良い。 

 量販店のポイントカードに個人情報が入っているので、レジで一緒に

やってくれると便利である。 

 カードで購入するため、クレジット会社で入れてくれると良い。 

 保証書がなくても「ＩＣタグ」で分かるなら、情報を入れても良い。

第１ＧＲ 

（20～30代 

未婚女性） 

 目に見える喜びが欲しい。 

 保証期間を過ぎても保証してくれると良い。 

 キャッシュバックやポイント還元にして欲しい。 

 ポイントカードで一緒にピッとやって欲しい。 

 言われたことはやらなければという気になるので、言われたら書く。

 何枚綴りの１枚が登録用になっていると良い。複数枚書くのは面倒。

第４ＧＲ 

（50～60代 

専業主婦） 

 キャッシュバックやハワイ旅行などの懸賞があると良い。 

 保証期間の延長や、買い換えの時の下取りなどがあると良い。 

 販売店のポイントカードを活用して、購入の際に自動的に入ると便利

である。別の用紙に書くのであれば、構えてしまう。 

 誰かにあげる時、インターネットや携帯電話で、自分で自分の情報を

消去できると良い。 

 販売店で手続きが済むなら良いが帰ってからは面倒なのでしない。 

第３ＧＲ 

（30～40代 

専業主婦） 

 登録の入口はいくつか用意しておいて欲しい。 

 保証期間が長くなると良い。 

 登録する理由が明確ならする。登録しないと保証書がもらえない等。

 保証書ペーパーレスにして連動させると便利になる。取扱説明書は本

として持っていたい。 

 キャッシュバックや何か安くなるといったものがあると良い。 

 家電製品を買ったその場で、情報登録したい。 

 個人情報は、メーカ相乗りのサイトで、一括管理して欲しい。 

第５ＧＲ 

（30～50代 

既婚男性） 
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〈有識者ヒアリングより〉 

表●● 有識者ヒアリングの結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［消費者メリット／インセンティブ］ 

 消費者、特に主婦は手続きが面倒でも手間をかけることもあるが、その手間に見合

うだけのメリット、有益性がないと動かない。            ［永井氏］

 消費者に対するインセンティブを厚くしないと継続できない。消費者のインセンテ

ィブとして、登録の際のキャッシュバックが効果的だろう。  ［野村氏・石本氏］

 保証書は今でも紙で発行されているが、電子タグを付けることで保証書レスにする

などのアイデアはどうか。                 ［野村氏・石本氏］

 リコールや在庫管理などサプライヤーであるメーカや販売店のメリットが大きい。

それを消費者のメリットに置き換えることが必要になる。電子タグをつけること

で、より安全になり、その分無駄なコストがなくなり、それが回りまわって消費者

のメリットになることをアピールできると良い。           ［松崎氏］

 家電製品に電子タグがついているメリット、例えば、取扱説明書を電子タグで検索

すると、一発で取扱説明書の URL を表示し、ダウンロードできると良い。［松崎氏］

 家電ＩＤ番号を一元管理するとその番号が名義代わりとなり、住所変更されても生

活者の番号は変わらない。個人情報に対する抵抗も少なくなる。［野村氏・石本氏］

 電子タグの本来のメリットは、使っている側が意識しなくても情報が取れる点にあ

る。                           ［野村氏・石本氏］

［理解促進・普及の方法］ 

 電子タグについての疑問点やメリットなどを記載した小冊子を作成するのも良い。

小冊子を発行することで、漠然とした不安が解消されるのではないか。 ［松崎氏］

 活用できる電子タグのメリット、将来性を示すことで、興味を獲得する。例えば、

図書館や医療への応用などで、電子タグの可能性をイメージさせる。  ［永井氏］

 （タグ付き家電購入者全員を加入させたいなら、）最終的にはリサイクル法・リコ

ール法のようなものを作って、強制的に加入させるしかない。     ［永井氏］

 ETC の実証実験のように、一緒にプロセスに関与させていくことで、信頼感を高め

る方法もある。                          ［永井氏］

［女性へのＰＲ］ 

 家電購入決定者の中心は女性であろう。彼女らの電子タグなどに対するリテラシー

を高めるためには、理性的な情報を大量に発信しても理解は進まない。 ［永井氏］

 女性は、手を変え品を変え、こまめに情報を発信して常にコンタクトさせていくこ

とが必要である。その際、使用しての体験の声、「こんなに便利でした」的な情報

が理解されやすい。                        ［永井氏］

 女性へのＰＲは言語を分かりやすくするこが大切である。これにより「あなたは賢

い消費者になれる」「社会に貢献している」というスタンスを明確に示す。［永井氏］

電子タグ利用の条件 
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表 ６-９ 海外デスクリサーチの結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ＰＲ：プライバシーガイドライン（アメリカ）］ 

 米国プライバシー保護団体ＣＤＴは、RFID（Radio Frequency Identification）活

用に対する消費者の不安払拭を目的とした意見書を公開した。 

 同意見書には、商品に RFID タグを使用する企業は必ずその旨を消費者に対して通知

すること、RFID タグを解除する方法を消費者に対して説明すること、設計の第 1段

階でセキュリティ機能を組み込むこと、といった RFID タグ利用時のガイドラインが

明記されている。 

［ＰＲ・啓蒙活動：小売業者（アメリカ）］ 

 以前バーコードが導入された時と同様、RFID にもそのメリットやセキュリティに関

して、消費者に啓蒙活動をし、小売業者は商品にタグを取り付ける前に消費者に理

解を得る必要がある。 

 これまでの RFID の実証実験は、サプライ・チェーンに関わるものであり、直接消費

者に向けたものではなかった。 

 今後、小売業者は RFID がもたらす潜在的なメリット、正確な製品情報の提供等が強

く求められている。 

 そのような背景のもと、啓蒙活動を行う為に消費者の意識調査を行った。レポート

はランダムに集めた 1000 人以上の消費者から回答をベースにしている。 

【結果】 

 ガソリンスタンドやハイウェイパスでＲＦＩＤが使われているが、消費者は実際に

利用していたり、聞いたことがあっても、このサービスにＲＦＩＤが使われている

と知っていたのは２割だった。 

 RFID について知っている人は 23％。そのうちの 42％が好意的にみており、10％が

そうではなかった。 

 また盗難防止や盗難品の追跡にメリットがあると答えた人は７割。消費者は返品が

簡単に出来る事や品切れの解消等、サービスの改善に期待する回答が多かった。 

 その反面、半数以上の回答者がプライバシーの面で懸念があるとしており、RFID に

関するさらなる情報を求めている。 

ＲＦＩＤタグ活用に向けた取り組み事例 
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６.２.４  電子タグの受容性 
 

（１）電子タグによる安全管理は８割以上が許容している 

 
ＷＥＢアンケート調査によると、事故時にメーカから連絡がいくことを踏まえてのＩＣ

タグ商品貼付に関して、７割以上が許容している。事故時にメーカに個人情報がいくこと

を踏まえると 10 ポイント程度下がるが、個人情報がＩＣタグに書き込まれないことを踏ま

えると８割以上が許容する。 
 
（２）登録が当たり前になると嫌な話ではない 
 
グループインタビュー調査においても、当たり前になればするという人は多く、中には

ＩＣタグが導入されると、登録しないことによって機会損失になるという人もいる。ただ

し、情報登録への抵抗はなくても、積極的ではないので、家電購入時に店員から「書いて

下さい」と言われないと、忘れてしまいそうという意見もある。 
 
（３）価格に関しては、表示されたものを受け入れる 
 

安全管理のためのＩＣタグ貼付には理解できても、それに伴って価格がアップすること

については、反対する人が多い。ＷＥＢアンケート調査においても、７割以上が「今と同

じ価格ならば組み込んで欲しい」となっている。 

ただし、グループインタビュー調査で聞くと、安全管理を含めて表示された価格で購入

するかどうかを判断するので、価格の中身をあえて言われない限り、気にすることはない

という意見が多く聞かれた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６-５ 事故時メーカから連絡がいくことを踏まえての             

ＩＣタグ商品貼付許容度（Ｑ１４［１］） 
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図 ６-６ 事故時メーカから連絡がいくことを踏まえての             

ＩＣタグ商品貼付許容度（Ｑ１４［２］） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６-７ 個人情報が書き込まれないことを踏まえての              

ＩＣタグ商品貼付許容度（Ｑ１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６-８ ＩＣタグ商品貼付時価格上昇許容有無（Ｑ１６） 
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表 ６-１０ グループインタビューの結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電子タグの受容性  

 ５年保証と同じくらいの価格なら、あっても良い。 

 価格が上がっても、安心を買うという意味で支払う。 

 企業が安全管理するためのコストであれば、払っても良い。中小企業

は、自分たちが負担しなければ、対応できない。 

 万一は起きないと思うが、メーカが対応してくれるのであればする。

 携帯電話でできるのであれば、その方が良い。 

 もっと自分の身近になれば、やっても良い。 

第２ＧＲ 

（30～40代 

有職 

既婚女性） 

 登録するのが当たり前になれば、嫌な話ではない。 

 販売店で「つけますか」と聞かれるとつけるが、自宅ではつけない。

 買い物の時は疲れているので、家で時間のある時に入れたい。 

 価格はそんなに高くないイメージである。高くなっても気づかない。

 世の中が値上げしたと騒げば気になるが、インクルードした価格で表

示してくれれば良い。 

 登録する際には、ＰＣよりも携帯電話の方が良い。ＡＮＡもチケット

レスで、空港で携帯電話をかざすだけになった。 

第１ＧＲ 

（20～30代 

未婚女性） 

 普及して登録するのが当たり前になればする。今は忘れる気がする。

 義務化すると良い。所有者が登録することを義務にしなければ、広が

っていかない。 

 携帯電話より、ＰＣでのインターネット登録の方が良い。 

 人にあげて移っていくと、商品の所有者が誰なのか特定できない。面

倒になり、誰かにあげるのを止めそう。 

 松下電器があれだけ広告するのであれば、その分、良い製品やより安

くの方に向けて欲しい。 

第４ＧＲ 

（50～60代 

専業主婦） 

 ずっと管理されているイメージがある。見守ってくれるのは良いが、

監視されるのは嫌。その兼ね合いが問題になる。 

 自分にとってのメリットがなく、困らないので入力を忘れそう。 

 情報を入れることに抵抗はないが、店員の方から「書いて下さい」と

言われないとしない。 

 捨てる時は自分の情報を消去するが、引越の場合住所の書換えは×。

家電製品が多いと大変なのでまとめて消去や書換えができると良い。

第３ＧＲ 

（30～40代 

専業主婦） 

 業界で「ＩＣタグ導入」ということになれば、メリットがなくても機

会損失になるので入れる。 

 ルールができれば、しょうがないと思って、情報を登録する。 

 値上げの材料に使われるのは嫌。 

 値段の中身が開示されなければ、値段は受け入れられる。 

 携帯電話よりもＰＣで入力する方が良い。 

 個人情報の漏洩で、どのような被害を受けるのか、イメージできない。

第５ＧＲ 

（30～50代 

既婚男性） 
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表 ６-１１ 有識者ヒアリングの結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［電子タグの受容性］ 

 電子タグ自体は、幅広い業界・業態で活用が進み、非常に便利なものだ。［松崎氏］

 消費者メリットを考えずとも、販売する側にメリットを感じてもらえば、ある程度

普及するのではないか。                  ［野村氏・石本氏］

 電子タグがつくことによるコスト高は、安全性が優先されるのでそれほど気になら

ない。                              ［松崎氏］

 家電製品は１つではないので、登録や手続きが面倒になる。窓口を一本化するなど

で面倒臭さを解消すべきである。例えば、個々人にカードを持たせ、そのカードの

情報を更新すれば、タグ付き家電品の情報を更新できるような仕組みが望ましい。

［永井氏］

［メーカの安全管理］ 

 不祥事後の対応、それをどう改善したかを注目する消費者は多い。その意味で電子

タグで事故を防ぐというのは、メーカへの好意イメージ要素になる。 ［永井氏］

 タグ付き家電製品は、言わば保険が付いた家電製品ではないか。タグや仕組みとい

う保険料は企業自身が負担している。それをアピールした方が消費者には響く。

［永井氏］

 メーカの責任として消費者の安全を守るために電子タグを導入するということを

大々的に訴えれば、消費者の安心につながるのではないか。     ［松崎氏］

電子タグの受容性 
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６.２.５  電子タグ普及の課題 
 

今回の調査により、消費者のＩＣタグの認知率が高く、また安全管理を目的としたＩＣ

タグ商品貼付に関しても、大きな反対もなく、導入に際しての理解を得られていた。した

がって、今後のＩＣタグ普及に向けた課題としては、１つは家電製品購入時の個人情報の

登録、もう１つは登録後の情報更新の２つが大きなテーマとなる。ただし、ＩＣタグ導入

に理解を示しても、個人情報の取扱など気になる点はあり、ＩＣタグによる安全管理の仕

組みの理解促進は、ＩＣタグがある程度普及するまで、継続的な課題として存在する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６-９ 電子タグ普及の課題 

 家電製品へのＩＣタグ貼付による安全管理に対

する容認度は高いが、家電購入時に消費者に

情報登録してもらう必要があり、容認度の高さ

がそのまま情報登録の行動に結びつくわけで

はない。 
 情報登録の行動を起こすに見合うインセンティ

ブが必要になる。また、情報登録の方法は、店

頭、インターネットなど複数ある方が、幅広くカ

バーでき、登録漏れを軽減することができる。 

 家電購入時には情報登録しても、引越や譲渡

などで住所や所有者が変更する場合、情報の

書き換えを忘れるという人は多い。 

 引越業者に頼むという方法も、若い女性を中

心に嫌がる人が多く、情報更新の必要が出て

来た場合、漏れなく情報更新してもらう方策を

考える必要がある。 

 ＩＣタグを活用した安全管理の仕組みへの理解があっても、

事故や不具合があって初めて消費者にメリットが実感できる

ものなので、消費者メリットは感じにくい。 
 情報登録が世の中の当たり前になるまでは、理解促進するた

めの活動を継続的に展開する必要がある。 
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（１）理解促進課題：個人情報管理の信頼性の付与 
 
若い女性ほど、個人情報を登録することを気にする傾向がある。ＩＣタグには個人情報

が登録されないこととともに、個人情報を登録する際には、その情報が安全に管理される

ことを一緒に伝えることによって、情報登録のハードルを低くする必要がある。 

 

（２）初期登録課題 

 

①初期登録課題１：登録方法の複数化 

購入時にその場で済ませたいという人は多く、量販店などで店員から「書いて下さい」

と言われると、そのまま書いてしまうという人も高齢者で目立つ。また、ポイントカー

ドやクレジットカードと連動し、レジでカードを読み込む際に、一緒に登録できると良

い・便利という意見も多い。 

女性では、若く一人暮らしの人ほど、量販店などの店頭で名前と住所を登録するのを

嫌う（店員や周囲の人に見られることを避けたい）傾向があり、自宅に帰ってからイン

ターネットで登録したいという要望が強い。 

 

① 初期登録課題２：入力方法の簡便化 

若い女性は、携帯電話での登録が可能であれば、携帯電話でするという意見が多い。一

方で、高齢になるに連れて、見づらさや使いづらさから、携帯電話での登録は避ける傾向

にある。手書きの場合、店頭で何枚も書くのは面倒なので、何枚綴りかの伝票の中で、他

と一緒に名前と住所を書くやり方を望んでいる。 

 

（３）情報更新課題 
 
①情報更新課題１：住所変更対策 
引越の際には、住所変更しなくても家電製品は継続して使えるので、「忘れてしまう」

という人が多い。引越業者が住所変更することに対しても、若い女性ほど否定的である。 
 
②情報更新課題２：所有者変更対策 
人にあげたり、もらったりする時や、リサイクルショップで売買する時の変更も、引

越同様に忘れるという人は多い。 
ただし、自分が使っていたものを他社に渡す際に、自分の情報は消したいという意向

は強い。 
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６.３  課題解決策とＰＲ施策 

 

家電製品の決定者は、日常使っている主婦層であることが多い。電子タグによる安全管

理の仕組みは、全国民に理解してもらう必要があるが、普及を進めるに当ってのコミュニ

ケーション・ターゲットは、高齢者ほど理解を示す人が多かったことから、家電製品の主

使用者で、今後、さらに理解促進が必要となる 30～40 代女性として、ＰＲ活動を進めてい

く必要がある。電子タグ普及の課題として、初期登録時と情報更新時の課題が浮き彫りに

なり、そのための施策を考えることが求められている。 

一方で、電子タグの安全管理の仕組みへの理解を示しても、個人情報漏洩など気になる

点はあるので、電子タグによる安全管理の仕組みを理解してもらうための施策も、継続的

に実施することが重要である。 

 

６.３.１  理解度促進施策 
 
（１）理解促進施策１：個人情報管理のガイドラインを示す 

 

若い一人暮らしの女性を中心に、個人情報漏洩に対する危機感が強いので、小冊子など

を作成して、管理体制や責任所在など情報管理のガイドラインを明確に伝える。  

有識者ヒアリングによると、消費者に対するガイドラインが見えない点を指摘し、小冊

子を発行することで、漠然とした不安が解消されると言っている。 

 

（２）理解促進施策２：メーカメリットをユーザメリットに置換する 

 

安全管理というだけでは、メーカのメリットは見えても、ユーザのメリットが見えにく

い。そこで、メーカが使用者は誰なのかがわかることで、事故の拡大を防ぐことができる

というように、ユーザのメリットに置き換えて、電子タグによる安全管理の重要性を伝え

る。 

有識者ヒアリングでは、メーカや販売店のメリットが大きく、それを消費者のメリット

に置き換えることが必要だと指摘している。 
 
（３）理解促進施策３：メーカ負担の保険として紹介する 
 

事故や不具合が起こらない限り、ユーザは恩恵を受けることがないので、メリットが見

えにくい。そこで、「保険」という言葉に置き換えて、いざという時のものというイメージ

を浸透させていく。電子タグ商品貼付によって製品価格が上昇しても、そのことは言わな

い。逆に言うことによって、消費者から反発されることが予想される。 
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有識者ヒアリングから、電子タグとはいわば保険がついた家電製品という人もあり、そ

のアピールの方が消費者に響く。 

 

（４）理解促進施策４：リサイクル視点で環境意識の高まりに応える 

 

安全管理だけではなく、リサイクルの円滑化という視点から、電子タグの重要性を伝え

る。 

有識者ヒアリングでは、製品安全よりもリサイクルの方が、自分に身近なこととして共

感を得やすいのではないかという点が指摘されている。 

 

６.３.２  初期登録促進施策 
 
（１）初期登録施策１：登録を「当たり前のこと」にする 

 

登録するのが当たり前のことになれば、自分も登録するという人が多い。「当たり前」化

するためには、導入初期においてメーカ・流通が足並みを揃えて、取り組みの姿勢を示す

ことが必要である。 

きちんとした計画に基づいて、導入側の「本気度」が伝わるコミュニケーションを行な

うことが必要である。 

 

（２）初期登録施策２：登録の際にインセンティブを用意する 

 

ポイントカードやリサイクル時の還元、保証書や保証期間の延長、抽選で旅行などの懸

賞といったインセンティブによって、登録する人は増える。ただし、インセンティブがな

くても登録するという人もおり、高額なものは必要ない。 

有識者ヒアリングによると、積極的な登録のためには、インセンティブの必要性を指摘

している。 

 

（３）初期登録施策３：入力の簡便化を図る 

 

店頭で情報登録する際の住所・名前の記入は、配送伝票を含めて一回で済むようにする。

ポイントカードやクレジットカードに連動させるという案もあるが、販売店やクレジット

カード会社の協力が必要になる。 

インターネットでの登録では、家電製品ごと、あるいはメーカごとに入力するのはユー

ザ側の負担が大きいので、メーカが共同で一喝登録できるサイトを準備できると良い。 

有識者ヒアリングでは、カードや携帯電話で一元管理して、一括更新の工夫が必要だと
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言っている。 

 

（４）初期登録施策４：登録方法を複数準備する 

 

家電製品を購入したその場で登録するのが一番受け入れられる。若い一人暮らしの女性

を中心に、店頭での登録の際、他人に住所を見られることを避けたい人もおり、自宅に戻

ってから、インターネットや葉書（覆面シール付）での登録も可能にする。若い女性に対

しては、携帯電話での登録が受け入れやすい。 

有識者ヒアリングでは、消費者に登録の選択権を与えること、面倒臭さを解消すること

が大切だと言っている。 

 

（５）初期登録施策５：実験モニターとして登録させながら普及させる 

 

「Suica」「PASMO」など普段から電子タグを活用している地域では電子タグのハードルも

低いことから、首都圏などで実験的な取り組みを始め、実験モニターとして登録する形で

普及させていく。 

有識者ヒアリングでは、ＥＴＣの実証実験のようにモニター募集として登録させ、一緒

にプロセス関与させながら普及させる方法を紹介している。 

 

６.３.３  情報更新促進施策 
 
（１）情報更新施策１：情報更新の必要性を頻度高くアナウンスする 

 

引越や譲渡の際、情報の更新を忘れるという人たちに対して、情報更新をしなければ使

用者が特定できないことを頻度高く伝えることによって、登録忘れのケースを防ぐ。特に、

引越シーズンなどには、情報更新を伝えるための出稿量を増やす。 

有識者ヒアリングでは、女性はこまめに情報発信してコンタクトを取ることが必要であ

ると言っている。 

 

（２）情報更新施策２：家電ＩＤによる管理で情報更新の手間を省く 

 

家電ＩＤをつくり、１つのパスワードで様々な家電製品の名義を一元管理する。 

ＩＤ番号が名義代わりになるので、住所変更をしてもＩＤ番号は変わらない。 

有識者ヒアリングでは、ＩＤカードでの一元管理にすると、個人情報に対する抵抗が少

なくなると言っている。 
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（３）情報更新施策３：携帯電話を管理ツール化する 

 

携帯電話にタグの読み取り機能を持たせ、購入時もしくは配送時に製品に貼付された電

子タグを読み取り、センターに向けて送信。センターでは携帯メールアドレスとともに管

理する。譲渡時、廃棄時には、同様に消去の手続きを取る。 

不具合発生時には、携帯電話宛にメールを送付し、状況を伝達する。 

 



 198

６.４  考察 
 

６.４.１  電子タグに関する認識の状況 
 

「ＩＣタグ」という言葉は既に 88.0％の人に認知されている。内容・特徴などを詳しく

知っている人も 15.8％存在する。男女別では男性の方が認知度が高い傾向が見られた。 

テレビのニュースや情報番組、新聞・雑誌の記事などでの利活用事例の紹介が、主な情

報源となっている。 

 

６.４.２  電子タグと個人情報 
 

当初の仮説として電子タグ貼付に際しての問題として、個人情報の連想が懸念された。

定量調査においては、商品貼付に際して不安に感じることとして 46.2％が個人情報の流出

を上げており、不安要素としては最大のものとなっている。グループインタビューにおい

ても、特に女性若年のグループにおいて、個人情報まわりの不安が指摘された。しかしな

がら、グループインタビューで見られた不安のレベルは、あっても軽い嫌悪レベルであり、

激しく拒絶する人は見られなかった。 

一方で、情報の所在がメーカにあるのか店舗にあるのか不透明である点や、安全施策と

いいながらマーケティング施策に使うのが本当の目的なのではないか、という懐疑的な意

見も見られた。有識者ヒアリングにおいても、一番懸念されるであろうこととして個人情

報が上げられた。日本人は危機意識が希薄であることや、欧米のような大きな反対団体は

存在しないため、現状では問題として大きく取り上げられることはない。しかし、今後の

課題として、誰がどのような目的・利用範囲で、どういう責任で管理するのかといった、

ガイドラインをはっきりさせること、消費者側に利用/非利用の選択権を持たせることの必

要性が指摘された。 

 

６.４.３  電子タグによる製品安全管理 
 
（１）家電製品に対する安全意識 

 

 製品不具合や事故に関しては、86％が気にすると回答しており関心度は高い。情報入手経

路としては、テレビ番組やニュース（94.4％）、新聞記事（66.6％）などの媒体が多い。 

一方で、グループインタビューの結果によれば、日本製の商品の安全レベルの認識、お

よび不具合が起きた場合のメーカの対応ともに満足度が高いため、安全に対する危険意識

は薄い。「自分には関係ない」、「何かあればメーカが従来通りマスメディアで告知してくれ

る」といった認識状況である。有名でないメーカや海外メーカの商品に関しては、危険意
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識が相対的に高い。 

（２）製品安全対策としての電子タグの受容性 

製品安全対策として電子タグを商品に貼付することに対しては、「付いた方がいい」が

67.6％、「付かない方がいい」が 4.4％で、肯定派が圧倒的に多い。さらに、電子タグには

個人情報が書き込まれないことを知らせると、肯定派が 81.8％になる。 

ただ、意識としては、「見守ってもらえるのはありがたいが、監視されるのは嫌」という

意見に代表されるように、利用のされ方によって肯定/否定が変動する可能性を含んでいる。 

価格との兼ね合いに関しては、「今と同じ価格なら組み込んで欲しい」が 74.4％、「今より

価格が高くなっても組み込んで欲しい」は 18.8％である。ただ、購入時に価格が明示され

なければわからず、目に見えない価格ＵＰであれば気にしようがないといった意見が多数

見られた。 

一方で、果たしてお金で 100％の安全が買えるのかという疑問や、安全よりも故障対策の

方が切実といった意見も見られた。付加価値のあるものであれば、対価を払ってもよいと

しているが、危険な状況が生じる可能性に対して不安意識が高くないため、安全管理によ

って得られる効用が低く、費用に対するハードルは高くなっている。 

 

６.４.４  電子タグ導入に際しての課題 
 

今後の電子タグ導入に際しての課題としては、大きく分けて以下の３つがある。 

 

（１） 電子タグに対する理解促進課題 

電子タグがどのようなものであるか、何を目的として導入するのか、それによってどの

ようなメリットがあるのかをきちんと理解してもらう必要がある。製品安全や廃棄・リサ

イクルの徹底を目的としている点、個人情報が電子タグの中には入らないことを知らしめ

るのはもちろんであるが、それだけではなく、情報利用や管理のガイドラインを明確にし、

公表することが望ましい。 

 メーカサイドのメリットは、不具合発生時の告知費用の軽減や、在庫管理の効率化とい

った点で見えやすいのに対し、消費者のメリットは、そもそも家電製品は安全と思われて

いるために、安全対策が付加価値となりにくい。そのためメーカ（や政府）が、「安全に対

してどういった新しい取り組みをするのか」を具体的に消費者に訴求することが重要であ

る。 

（２） 初期登録に関する課題 

家電製品への電子タグ貼付による安全管理に関する容認度は高いが、購入時に情報登録
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の必要性があり、それに関しては様々な課題がある。情報登録への態度は年代によって差

がある。女性若年グループにおいては、個人情報に対する不安意識の高さや家電製品の購

入経験の少なさもあり、登録するメリットが見えなければ登録という行為自体には積極的

ではない。店頭での記入にも若干の抵抗を示している。一方で、女性でも高齢グループは、

購入時の個人情報記入に関して抵抗が少ない。それよりも登録の手間の方が前面に出てい

る。男性グループは登録に関しては積極的である。 

全体的に「登録するのが当たり前のことになれば登録する」という態度であり、強い拒

否感があるわけではない。 

いずれのグループにおいても、登録を促すためのインセンティブの必要性が指摘された。

インセンティブの例としては、保証書代わり、保障期間延長、キャッシュバック、ポイン

ト制、キャンペーン、下取りサービス、買い替え時の割引など、わかりやすく“目に見え

るインセンティブ”が求められた。なお、調査において指摘はされなかったが、配送を伴

う商品に関しては、購入時に現物が売り場にあるわけではなく、倉庫や配送センターにあ

る商品のタグと紐付けることが必要になる。その場合は、そのような紐付けを可能にする

システムを構築するか、配送業者との連繋を図ることが必要となる。 

 

（３） 情報更新に関する課題 

初期登録以上に問題となったのが、引越・譲渡の際の情報更新である。譲渡時や廃棄時

には、もはや自分のものではない商品に関して、自分の情報が残ることを嫌がる気持ちが

強いため、自分の情報を消去する手続きを取ることに関しては一様に積極的である。 

 一方で、引越し時には、書き換えが必要な製品が膨大になるため、その手間に関して抵

抗感が極めて大きい。引越し業者が代行するという方法も、女性若年を中心に嫌がる人が

多い。登録を一度で済ませる方法など、手間を軽減させる方策を講じることが必要である。 

 

６.４.５  ＰＲのポイント 
 

電子タグの円滑な導入のためには、下記のようなＰＲが必要となる。 

 

（１） 理解促進施策 

電子タグに関する個人情報管理のガイドラインを示すことが重要となる。電子タグによ

る製品安全の仕組みやユーザメリットなどをわかりやすい形で示す。またメーカ負担の「保

険」のような形で紹介する、あるいはリサイクル視点で環境意識の高まりに応えるものと

して紹介するといった施策も考えられる。 
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（２） 初期登録促進施策 

初期登録の必要性を啓蒙し、登録を「当たり前のこと」とする。また登録に際してのイ

ンセンティブを設け、それを紹介する。実験モニターのような形で、「体験型」「参加型」

で、口コミを誘発させるという施策が考えられる。 

（３） 情報更新促進施策 

情報更新の必要性を啓蒙する。あるいは家電ＩＤのような共通ＩＤをつくり、普及させ

るといった施策が考えられる。 

 

６.４.６  結論 
 
電子タグの認知度は高く、電子タグ商品貼付による安全管理を受け入れる人も多い。個

人情報に対する抵抗は多少あるものの、情報登録しないというほどではない。登録に関し

ては、家電商品の購入時に、言われるとそのまま登録するという人もいるが、何らかのイ

ンセンティブがあれば、積極的に情報登録する。ただし、引越・譲渡などの際の情報の書

き換えについては、実行に際して障壁が大きい。 

 今後の家電製品への電子タグ貼付導入に際しては、①電子タグに対する消費者の理解促

進、②初期の登録をスムーズに実施させるための施策の検討、③引越しや譲渡時の情報更

新を実施させるための施策の検討の３点が必要となる。 
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第７章  まとめ 
 
（１） 本事業の範囲 
 
製品安全管理のために関係者（メーカ、販売店、消費者、保守・修理事業者、リサイク

ル等事業者、各業界や国等）が取るべき行動は、① メーカによる安全な製品の設計・製造、

② 製品ライフサイクルの中での安全管理、③ 消費者の理解とその促進、④ 安全管理の環

境づくりに大別される。 
このうち、上記① については、メーカが自社内で取るべき行動と考えられ、本事業では、

製品の企画や設計、開発、製造までのメーカによる一連の業務プロセスについては検討の

対象外とし、上記②～④を検討の対象としている（表 ７-１参照）。 
製品ライフサイクルの中での安全管理においては、消費者の手元にある製品の所在を

100%把握すること及び使用開始後の修理等による製品状態を管理することが重要である。 
上記を踏まえ、本事業では、特に製品所在管理（製品使用者の連絡先の把握）、及び製品

状態管理（使用中の製品の修理履歴の把握）の２つの観点に着目して、電子タグを利活用

した課題解決のための方策を検証した。 
製品所在管理については、家電製品を対象とし、量販店での製品販売場面に電子タグ及

び情報システムを適用した実証実験を行った。 
製品状態管理（使用中の製品の状態把握）については、ガス機器を対象とし、製品の修

理場面に電子タグ及び情報システムを適用した実証実験を行った。 
また、量販店における実証実験以外の場面及び量販店以外の販売店や消費者自身での製

品所在に関わる情報の管理方法等について検討を行い、課題を抽出すると共にその解決の

方針等を提示した。 
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表 ７-１ 製品安全管理のための行動 

区   分 担   当 行   動 本事業での取扱

安全な製品の設計･製造 メーカ 安全な設計･製造 対象外 

メーカ 個品の特定  

量販店 実証実験 

地域店販売店

その他

使用者(購入者)の 

連絡先の把握 

使用位置の変更 
消費者 

使用者の変更 

製品所在管理 

廃棄等事業者 
※既存品の把握及び 

管理下への取込 

調査･検討 

修理等事業者 修理等での状態変更 実証実験 

製
品
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
中
で
の 

管
理 

製品状態管理 
メーカ 

製品組込としての 

使用状況把握 
技術検討 

消費者理解とその促進 各業界や国等 
特に主要層への 

正しい理解の促進 
PR 調査 

製
品
安
全
管
理 

安全管理の環境づくり 各業界や国等 
法制度整備や 

環境整備の支援等 
調査･検討 
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（２） 実証実験の実施による仕組みの検証 
 
１）製品所在管理に関する実証実験 
消費者への流通の過半を占める量販店での家電製品販売時において、製品（個品）に貼

付される電子タグの識別 ID をキーとし、量販店が管理する顧客情報とメーカが管理する製

品の製造番号を関連付けることで製品使用者（購入者）の連絡先を把握する仕組みの有用

性について、電子タグ及び情報システムを適用した実証実験によって検証を行った。 
実証実験は、実際の量販店の店舗販売カウンターを拝借した公開実験の形で行った。 
実証実験には、家電量販店の販売担当者に公開実験に参加して頂き、現場の生の声とし

て仕組みの利点や問題点、今後の方向感等についての情報を収集した。 
製品所在管理に関する実証実験の評価結果を表 ７-２に示す。 

 

表 ７-２ 製品所在管理に関する実証実験の評価結果 

＃ 状況 評価項目 評価結果 更なる課題 

1 製

造

時 

情

報

登

録 

製造時の製品特定情報

と製造番号との関連付

け 

製造時に製品(個品)貼

付される電子タグの識

別 ID と製造番号を関

連付けて登録可能か？

(既存の検討結果を踏

まえて予め登録) 

 

2 量販店業務システム内

の製品購入者のポイン

トカード情報から個人

情報を読み取ることが

可能か？ 

3 

情

報

読

み

取

り 製品(個品)に貼付され

ている電子タグの識別

ID を読み取ることが

可能か？ 

4 

販

売

時 

情

報

登

録 

販売時の製品特定情報

と製品購入者情報との

関連付け 

個人情報と電子タグの

識別 ID を関連付けて

量販店業務システムに

登録することが可能

か？ 

・ 製品認識のツールが

異なる以外にポイン

トカードを持つ顧客

への製品販売手順へ

の影響は小 

・ ポイントカードを持

たない製品購入者の

個人情報取得の手間

や誤入力を懸念 

・ 電子タグ情報の読み

取り距離や梱包外か

らの読み取り等の考

慮は必要 

・ 個品特定のタイミ

ング(特に配送品) 

・ 顧客情報の正確性 

・ 非会員の個人情報

の取り扱い 

・ 転居や転売等によ

る製品所在の移動

システム整備の費

用負担構造 

5 量販店業務システムか

ら事故対象製品に関す

る情報を抽出すること

が可能か？ 

6 

情

報

登

録 

量販店による事故対象

製品に関する情報の所

在把握可能な状態への

移行 

事故対象製品に関する

抽出情報を製品安全情

報管理 DB に移行する

ことが可能か？ 

・ 迅速かつ正確な情報

移行は可能 

・ メーカからの事故対

象製品の特定条件の

与え方の規定が必要 

・ 情報移行権限をどの

ように与えるかの明

確化が必要 

7 製品安全情報管理 DB

からの製品型番・製造

期間等による検索が可

能か？ 

8 

事

故

時 

情

報

検

索 

メーカによる製品事故

対象製品の所在把握情

報の取得 

検索した事故対象製品

の所在把握情報の取得

が可能か？ 

・ 迅速かつ正確な情報

収集は可能 

・ 情報移行権限をどの

ように与えるかの明

確化が必要 
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なお、本実験において、メディアを通した一般消費者への周知を試みた結果、NHK ニュ

ースで取り上げられる等の成果を得ることができた。 
 
また、以下に示す試算を行い、製品所在把握について、現状では数％～十数％程度と言

われる所在把握率の大幅な向上が見込めることを確認した。 
 
量販店での製品販売場面での情報管理による製品所在把握率を式７－１で試算する。 

G＝（M＋（100－M）×N）×（100－E）×S   ・・・式７－１ 
G：量販店経由で販売された製品の所在把握率[%] 
M：会員化率（各量販店での会員化率の平均値）[%] 
N：製品安全管理のための個人情報の提示を了解する非会員の比率[%] 
E：会員情報の誤情報登録率[%] 
S：量販店での販売シェア率（各量販店での販売シェア率の合算値）[%] 

ここで、 
M＝60[%]：ある量販店での概算 
N＝50[%]：2 人に 1 人は拒否と仮定 
E＝10[%]：クレジットカード機能付ポイントカードの普及や 

グループインタビューの結果を踏まえ仮定 
S＝78[%]：冷蔵庫の量販店シェア率（「家電流通データ総覧 2007」より） 

と置くと、量販店経由で販売された製品の所在把握率 G は、 
G＝（60[%]＋（100[%]－60[%]）×50[%]）×（100[%]－10[%]）×78[%] 
 ＝56.2[%] 

となる。 
 

表 ７-３ 家電製品の量販店シェア率                    

（「家電流通データ総覧 2007」抜粋、平成 17 年度の値） 

品   目 シェア率[%] 備   考 

冷蔵庫 77.7  

洗濯機 77.7  

エアコン 49.2 電材･住設機器店 24.3[%] 

ビデオカメラ 84.2  

電子レンジ 74.8  

38 品目 60.6 ＴＶ、冷蔵庫、洗濯機、エアコン、ＰＣ、デジカメ等 
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２）製品状態管理に関する実証実験 
製品（個品）に貼付される電子タグへの修理履歴の登録により製品の状態変更を製品側

で記録しておき、次回修理時に過去の修理履歴（他の事業者が実施した場合も有）を参照

可能とすることによって適切な修理を行う仕組みの有用性を実証実験によって検証した。 
実証実験は、実際に消費者家庭（ガス事業者社員寮の各室）に設置されている給湯器を

拝借して行った。 
実証実験には、ガス機器メーカ及びガス事業者の修理担当者に実験に参加して頂き、現

場の生の声として仕組みの利点や問題点、今後の方向感等についての情報を収集した。 
製品状態管理に関する実証実験の評価結果を表 ７-４に示す。 
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表 ７-４ 製品状態管理に関する実証実験の評価結果 

＃ 状況 評価項目 評価結果 更なる課題 

1 電子タグに格納され

た前回修理情報の取

得 

電子タグから前回修

理情報を正確かつ迅

速に取得することが

可能か？ 

2 

状

態

把

握 

前回修理情報を用い

た製品安全情報管理

DB の検索による詳細

情報の取得 

電子タグ内の情報を

用いて製品安全情報

管理 DB を検索するこ

とにより前回修理の

詳細情報を取得する

ことが可能か？ 

・ 現場での判断材料に

役立つ 

・ 判断材料は多い方が

望 ま し く 多 く の 回

数・内容の登録が必要 

・ リーダライタの普及

に伴う読み取りの容

易性とセキュリティ

との関係を懸念 

・ どのような情報が電

子タグ側あるいは

DB 側に登録されて

いれば効果的か要検

討 

3 今回修理情報の電子

タグへの登録 

今回修理情報を電子

タグに正確かつ迅速

に登録することが可

能か？ 

・ 暗所・閉所等での操作

踏まえたハードウェ

アの検討及び高速な

登録が必要 

 

4 

情

報

登

録 

製品安全情報管理 DB

への情報登録 

今回修理情報を製品

安全情報管理 DB に正

確かつ迅速に登録す

ることが可能か？ 

(移行は夜間バッチ等に

よる自動処理を想定) 

 

5 電子タグリーダライ

タの操作性 

電子タグリーダライ

タのサイズ・重量・持

ちやすさやソフトウ

ェアの操作性は適切

か？ 

・ 視認性の悪い環境で

の作業を踏まえれば

各種処理と通知音と

の関係は要改善 

・ ソフトウェアの文字

表示や操作ボタンの

小ささによる操作ミ

スを懸念 

 

6 

ツ

｜

ル 

製品安全情報管理 DB

の操作性 

製品安全情報管理 DB

による情報検索の操

作性は適切か？ 

・ 修理履歴の統計分析

等のニーズで表示項

目等の改変は必要 

 

7 

修

理 

タ

グ

貼

付 

電子タグの貼付 電子タグの貼付位置

は適切か？ 

・ 製品特性により適切

な電子タグ貼付位置

が異なる場合有 

 

8 状

態

把

握 

製品安全情報管理 DB

の検索による対象製

品情報(一覧)の取得 

製品の状態を示す一

覧表を正確かつ迅速

に取得することが可

能か？ 

・ 迅速かつ正確な情報

検索は可能 

・ 情報移行権限をどの

ように与えるかの明

確化が必要 

9 

事

故

時 

運

用 

検索者の適切性 事故対応時の検索者

としてどのような立

場(修理の実務者や事

業者の品証担当者等)

を想定すべきか？ 

・ 基本的には品証関連

部門が適当 

 

 
 



 208

（３） 製品所在管理に関する検討（実証実験以外の場面での所在管理情報の現状） 
 
製品流通ルートに着目した検討を行い、特に消費者への流通の過半を占める量販店（量

販店における実証実験以外の場面）及び地域店の情報管理の課題を整理し、その解決の方

針等を提示した。 
 

表 ７-５ 製品所在管理に関する検討結果と解決方針 

適用 検討項目 検討結果・解決方針 

個品の特定 配送品の個品特定

のタイミング 

・ 個品特定のタイミングに応じた実証実験モデルの

拡張が必要 

・ 配送事業者の関与も考慮が必要 

ポイントカードの

個人情報の正確性

の担保 

・ クレジットカード機能付なら信頼度高 

・ 不正確さのリスク＜正確な情報取得の可能性を重

視 

他の個人情報の適

用の可能性 

・ 製品配送時等の個人情報の適用も有用だが個人情

報の取り扱い範囲や別目的システムとの連携の改

変規模等が課題 

会員の個人情報の

取り扱い 

・ 既存顧客及び見込み顧客への周知は必須 

・ 消安法の「協力」の範囲の明確化により関係者が対

応しやすい環境づくりが必要 

・ 消費者による適用是非の選択権が必要か 

顧客情報の

正確性 

非会員の個人情報

の取り扱い 

・ 管理情報や管理主体の集約、管理のためのシステム

整備、管理費用等の観点から慎重な検討が必要 

量販店 

製品所在情報変動時の対応 ・ 製品購入者への連絡が取れればそこからの情報伝

達を期待でき、まずは製品購入者の把握が重要 

・ 転居による製品所在の変動や他人への譲渡・転売に

よる製品使用者の変動への対応のためには消費者

主体の情報登録・更新の仕組みづくりや環境整備が

必要 

地域店 顧客情報の管理 ・ 一顧客単位で家族構成や住所、保有製品リスト、修

理履歴等を管理 

・ 顧客との関係が密なため管理情報の正確性は高い 

・ 地域店間の情報共有の仕組みはなく、顧客の遠方へ

の転居や停廃業時の情報管理の継続は困難 

 個品特定情報の管理 ・ 延長修理保証対象製品の製造番号管理は 100% 

・ 延長修理保証対象外の製品の製造番号管理は各地

域店に依存 

・ 消安法の「協力」の範囲の明確化により関係者が対

応しやすい環境づくりが必要 

 必要な情報の管理主体・管理方法 ・ 現在の情報管理主体は各地域点 

・ 量販店と共通の仕組み（製品安全情報管理 DB の適

用）には合理的な設備投資や情報管理の継続性等を

考慮した仕組みづくり（集中化）が適切な場合も有
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（４） 製品状態管理に関する検討（必要情報と適切な管理位置の考察） 
 
電子タグを利活用した製品状態管理において、どのような情報が必要となるかについて、

① 情報登録時点を含むある特定の作業・事業における利用、② 製品ライフサイクルにお

ける情報登録時点以降の作業・事業での活用の 2 つの観点から検討を進める必要があるこ

とを提示した。 
また、必要な情報を電子タグ側あるいは情報システム側のどちらに登録すべきかについ

て、情報項目毎の、① 製品ライフサイクルにおける情報の利用頻度、② 製品ライフサイ

クルにおける情報の変更頻度、③ 個人情報に相当するか否か、④ 情報容量等を考慮して

判断する必要があることを提示した。 
例えば、製品購入年月日は、製品ライフサイクルにおける製品の大きな状態変動（事業

者から消費者への移動）を示し、変更がない情報であり、また、製品修理時の保証期間内

外の判定や製品再販時の価値判断等、製品ライフサイクルにおいて複数の場面での高頻度

の利活用が見込まれ、情報容量が比較的小さいこと等から、電子タグ内への登録が適切と

判断される。 
 
（５） 電子タグに関する仕様及び運用の標準化に向けた検討 
 
複数の事業者が関連する仕組みづくりを行い、また、その仕組みを関連業界全体に適用

するような運用を考えていく際には、事業者間の情報授受に関わる部分については標準化

された仕様の下での整備が必要になること、特に国際的に流通する家電製品については、

関連する事業者が国外企業となることから、国際標準に準拠した仕組みづくりを行うこと

が必要であること等を踏まえ、本事業では、電子タグの仕様及び各事業者における情報管

理の仕組みづくりに家電電子タグコンソーシアムが考える電子タグの標準仕様（UII として

の SGTIN-198 の適用）やデータ管理・交換の仕組み（外部提供用の仕組みを含む EPCIS
の構成）を実証実験モデルに適用した。また、実証実験のシナリオが必要に応じた改変を

加えた上で電子タグのユースケース標準モデルに組み込まれていくべきことを指摘した。 
 
（６） 製品安全管理に必要・有用な電子タグ技術の検討 
 
製品の設計・製造時の問題または消費者による誤使用や不注意な使用による製品内部で

の異常値等の情報を電子タグに記録しておき、その後の修理時の状態把握や再販･リサイク

ル時の価値判断に活用することをねらって、電子タグと製品のマイクロコントローラとの

連携技術の具体化（レコーダタグの試作）を行い、その有効性を検討した。また、このよ

うな仕組みを適用することにより、修理時や再販・リサイクル時のみならず、消費者自身

への製品安全関連情報の「気づき」の促進が図られ、消費者が当該情報をメーカにフィー
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ドバックすることによって製品安全につながるような効果も得られることを指摘した。 
 
（７） 消費者メリット PR に関する調査 
 
消費者アンケート及びグループインタビューにより、電子タグに関する消費者の認識情

報及び製品安全管理に関する消費者理解向上のポイント把握のための基礎情報の収集を行

った。また、有識者ヒアリングにより、電子タグ利活用の普及促進や阻害要因等について

の情報収集を行った。 
消費者アンケート及びグループインタビューでは、電子タグ（IC タグ）の認識度は、主

に TV のニュースや情報番組、新聞・雑誌記事等での利活用事例の紹介により、非常に高ま

っていること、製品安全管理のための電子タグ利活用については、個人情報を電子タグに

書き込まないことを知ることで肯定が 80%超となること等の情報が得られた。 
有識者ヒアリングでは、個人情報の管理、特に誰がどんな目的・利用範囲でどんな責任

の下で管理するか等のガイドラインを分かりやすく提示していく必要があること、消費者

に利用是非の選択権を与えておく必要があること等の情報が得られた。 
 
（８） 今後に向けて（提言） 
 
本事業の成果を踏まえ、今後の製品安全管理の実施に向けては、具体的には以下のよう

な取り組みを行っていく必要がある。 
 
１）販売店との協働による製品所在把握のための情報管理の充実 
電子タグが貼付された製品が流通する前提の下では、消費者への流通の過半を占める量

販店での家電製品の販売時に、製品（個品）貼付の電子タグ識別 ID をキーとして、量販店

管理の顧客情報とメーカ管理の製造番号を関連付けることで製品所在を把握する仕組みが

有用である。今後は、配送品を含む量販店での製品販売形態全てに適用が可能なように、

その仕組みを拡張していくことが望まれる。また、このような仕組みを全ての量販店で導

入することで、製品所在把握のための情報管理が網羅的に行われるようにしていくことが

望まれる。 
しかし、このような仕組みを導入するには、個人情報の取り扱いの範囲や管理主体の明

確化が必要なこと、各事業者の情報システム整備のインセンティブや合理的な設備投資の

ための環境づくりが必要なこと等、技術面以外の課題も多いため、関係者による更なる検

討が必要になるものと思われる。 
地域店については、顧客との関係が密なため、管理されている情報全般の正確性は高く、

特に延長修理保証の対象製品については個品特定情報の管理が 100%なされていることを

踏まえ、通常時の情報管理の仕組みを新たに整備するよりも、製品事故時のメーカへの迅
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速な情報提供の仕組みを整備することや、中小規模の地域店での効率的かつ確実な情報管

理の観点や地域店の停廃業に伴うデータの継続保有等の観点から、必要なデータを集中的

に管理するような仕組みを整備すること等を検討することが必要になるものと思われる。 
 
２）消費者が主体的となる情報登録・更新の仕組みづくりの推進 
製品所在管理を確実なものとするためには、メーカや販売店のような事業者が主体とな

った情報管理のみならず、製品を使用する消費者が製品使用の最新状態を消費者が主体と

なって通知するような仕組みづくりも必要である。 
具体的には、移設や転居、譲渡や売買で製品使用位置または製品使用者そのものが変更

される場合に、変更後の製品所在情報をメーカに通知するようなツールの提示や通知の環

境づくりが必要となるものと思われる。 
ツールとしては、例えば、普及が進む携帯電話の活用や製品のネットワーク接続による

遠隔操作のような仕組みづくりの他、各メーカのホームページでのユーザ登録サイトの充

実等が考えられる。これらはいずれか一つだけを整備するのではなく、消費者の生活環境

や要望に応じて適切なツールを選択できるようにすることが必要である。 
また、消費者が主体的に情報登録・更新を行うよう仕向けるためには、製品安全管理を

正しく理解するために必要な情報提供の方策を検討することや、消費者が物理的なメリッ

トを享受する仕組みを検討することも必要になる。例えば、情報登録・更新を可能とする

設備・環境を充実させること（ツールを量販店の販売カウンター付近に設置する等）など

も必要になるであろう。 
さらに、このような仕組みづくり・環境づくりを支える観点からは、消費者責任を明確

化し、自身の製品安全管理への取り組みを意識付けることが必要となる。また個人情報の

利用範囲を明確化し、その取り扱いにおける安心感の醸成を行うような法制度の整備等も

必要になるものと思われる。 
 
３）事業者による製品状態管理の仕組みづくりの推進 
電子タグが貼付された製品が流通する前提の下では、電子タグへの修理履歴の登録によ

り製品の状態変更を製品側で記録しておき、次回修理時に過去の修理履歴（他の事業者が

実施した場合も有）を参照可能とすることによって適切な修理を行う仕組みが有用である。 
また、製品と電子タグとの連携技術を適用して製品の誤使用による異常値を電子タグに

記録し、電子タグの読み取りを通じて、メーカ、修理事業者や再販・リサイクル事業者、

さらには消費者に通知するような仕組みも有用である。 
このような仕組みは、複数の事業者や不特定多数の消費者が関与するものとなるため、

各事業者が個別に独自の仕様の下で導入するのではなく、関連業界が一体となって仕様の

標準化や情報共有の仕組みづくり等を行い、かつ可能な限り一斉に導入を進めていくこと

が望まれる。 
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また、ある時点での状態把握情報がそれ以降でどのように有用か等、製品ライフサイク

ル全体を見通した上での必要情報の抽出・整理やその管理方法（電子タグ側あるいは情報

システム側のどちらに登録すべきか）等を検討していくことが必要である。 
 
 
 


